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はしがき 
環境問題の改善策として，保険を用いようという考え方は，古くからあった1。さらに，
保険は，環境税と同様に環境汚染による外部不経済の費用を内部化するものである。にも
かかわらず，現在の環境政策において，保険を活用しようという議論は，低調である。 
そこで，本論では，環境政策における経済的手法，具体的には，環境損害の被害者の救済
政策，そして環境税と同様の環境汚染の抑止政策としての保険の可能性について論じるこ
ととする。 
第Ⅰ部においては，従来の保険理論では，経済効率性の観点から環境税に劣るとされてい
た保険について，環境税と同等の経済効率性を有するための条件を導出し，その条件を満
足する保険と環境税の比較を通じて，保険の理論的なメリット・デメリットを分析する。
さらに日本において販売されている環境保険の紹介と，損害保険会社に対するアンケート
調査による日本の環境保険マーケットの現状分析を行い，日本における環境保険の現在を
明らかにする。それらの理論的分析と環境保険の現在の実態を参考にしながら，実際の環
境政策としての保険の可能性についても，環境税と比較しながら，一般的な分析を行う。 
第Ⅱ部においては，自動車大気汚染公害の現状を解説し，その自動車大気汚染公害訴訟判
決の最新のものである，東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判決の概要とその問題点を明らか
にする。次に，それらの自動車大気汚染公害に関する状況を考慮したうえで，自動車大気
汚染公害に対して，保険を適用した場合の制度の試案を作成するとともに，その制度を実
施した場合の環境の改善効果の分析を行う。 
以上の分析により，環境政策における経済的手法としての保険の可能性・有用性を再認識
することが本論の目的である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  
1 須田[1977]，庭田[1979]，Freeman[1997]，黒川[2002]，堀田[2003]など。 
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第Ⅰ部 理論と実際 
第1章 本論における保険の定義 
日本における保険の定義は，極めて多義的である。そのため，本論で対象とする保険の定
義を本章にて明確にしておくこととしたい。 
1.1 公保険と私保険 
本論での保険の定義をするうえの前段階として公保険と私保険の区別について論ずるこ
ととする。 
定行[2004]は，公保険を「公的な政策実現手段として行われている保険」と認識しつつ，
公保険を「法律に基づいて政府が積極的に何らかの役割を果たしている保険制度」と定義
している。さらに定行は，公保険は①政府による加入の強制，②公費負担，③政府による
保険カバーの提供のいずれかの条件を満たしているものであるとしている。ここで，筆者
は，公保険の条件として，定行の 3 条件に④再保険プール等の保険会社の共同行為の政府
の容認を加えることとする。 
政府による加入の強制とは，政府が法令により保険制度への加入を強制することで，安定
的な保険集団が形成されるようにすることである。このような強制加入が実施されている
例は，自賠責保険，原子力損害賠償責任保険，国民年金保険，雇用保険などが挙げられる。 
公費負担とは，法令により政府が保険料の一部を負担し，保険制度の加入者の負担を減少
させるような直接的負担と，政府が法令により保険制度の運営費の一部を負担する，ある
いは，政府が保険の加入者の税金を免除し保険の加入者の負担を軽減させるような間接負
担とがある。このような公費負担の例は，農業保険，漁業保険，漁船保険，国民健康保険，
所得税の損害保険料控除，社会保険料控除などが挙げられる。 
政府による保険カバーの提供は，政府が保険会社(あるいは再保険会社)2として機能し，保
険金(あるいは再保険金)を負担することである。このような政府による保険カバー提供の例
は，地震保険，農業共済保険が挙げられる。 
再保険プール等の保険会社の共同行為の容認は，法令により政府が保険会社の再保険プー
ルの設立や保険料率のカルテルなどの共同行為を独禁法適用除外とすることである。この
ような共同行為が容認されている例は，自賠責保険，地震保険，航空保険，原子力保険な
どが挙げられる。 
以上の 4 条件に該当する程度が大きくなればなるほど，公保険性が強い保険といえる。逆
にこの 4 条件のいずれにも該当しないものが純粋の私保険である。純粋私保険の例は，自
動車保険である。 
 
1.2 保険と税 
次に保険とその機能において混同されがちな税について述べることとする。 
税と保険の区別については，大野[1985]，吉田[1979]，小川[2000]，広井[1999]などにお
いて説明がなされているが，それらを総合すれば次のようになる。 
                                                  
2 保険学・保険論では「保険者」，「再保険者」という用語を使用するのが通常であるが，本論では分かり
やすさを念頭において「保険会社」，「再保険会社」を使用する。 
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税は，所得の再分配を目的とするものであって，目的税の場合でも税の支払が給付の条件
とはならないのである。 
一方，保険は，リスクの分散を目的とするものであり，保険料の支払が給付の前提条件と
なる。ただ，保険の種類によっては，費用の外部化，つまり，リスクの良い被保険者3が，
リスクの良くない被保険者の保険金を負担することを容認するものと，そうでないものが
ある。正確にいえば，費用の外部化を容認しないということは，すべての被保険者におい
て，保険料に対する保険金・給付の期待値の割合(以下「予想損害率」という。)が一定にな
るように保険を設計することである4。そのように設計されていない保険は，費用の外部化
を容認する保険といえる。ただ，いくらリスクを細分化して保険を設計しても，すべての
被保険者間において予想損害率が均一になることは望めないため，費用の外部化を容認す
るしないは，程度の問題であって，完全に費用の外部化を排除することは不可能である。 
費用の外部化を容認する程度の高い保険では，被保険者によって，自己が受け取る保険
金・給付の期待値より多い保険料5を支払う人(リスクの良い人)と自己が受け取る保険金・
給付の期待値より少ない保険料 5 を支払う人(リスクの悪い人)が発生する。このことは，リ
スクの良い人からリスクの悪い人へ所得が移転することを意味する。したがって，費用の
外部化を容認する程度の高い保険は，所得の再分配機能を有するといえる。費用の外部化・
所得再分配機能の程度が高いものは，社会保険，税的保険，福祉性が重視された保険など
と呼ばれている。所得の再分配機能は必ずしも公保険の条件ではないが，実在する保険で
所得の再分配機能を有するものは，すべて公保険に該当している。費用の外部化を容認し
ない程度が高い保険が私保険，つまり民間保険会社が提供する保険ということとなる。以
上をまとめたものが次表である。 
【表 1-1】税と保険との比較 
大分類 目的 小分類 特徴 
普通税 使途が特定されていない。 税 所得の再分配。支
払が給付の条件
とならない。 
目的税 特定の使途または事業に要する経費に充てるため
に課される。地方道路税など。 
社 会 保
険，税的
保険 
費用の外部化つまり所得の再分配機能の程度が高
い。福祉性を有する。国民健康保険，介護保険な
ど。 
保険 リスクの分散。支
払が給付の条件
となる。 
私保険 費用の外部化を容認しない程度が高い。各被保険
者間において，保険料に占める保険金・給付の期
待値が同率となること 4 が保険設計にあたって一
つの目標となっている。民間保険会社で販売され
る自動車保険，火災保険など。 
 
                                                  
3 本論においては被保険者と保険契約者は同一であることを前提条件とする。 
4 このことがいえるのは，正確には付加保険料を定率法で被保険者に配分する場合。ただ付加保険料の配
分方法は一般的には定率法であることから，この記述に大きな問題はない。付加保険料については第 2 章
で後述する。 
5 正確には純保険料。純保険料については第 2 章で後述する。 
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1.3 環境リスクを担保する保険 
環境リスクを担保する保険6，つまり，環境問題に起因して発生する損害を補償する保険
は，決して特別なものではない。たとえば，大気汚染により健康被害を受けた者は，その
治療費の一部を国民健康保険より給付される，また，酸性雨による腐食の結果，強度不足
になっていた鉄骨建物が台風により倒壊したときには，その復旧費用が火災保険金として
被害者に支払われる。つまり，国民健康保険や火災保険は，環境リスクをも担保する保険
といえる。ただし，これらの保険は環境リスクをメインリスクとして想定しているもので
はない。特に，火災保険のような民間の保険会社が提供する私保険で，かつ，従来から存
在する保険の場合は，不測かつ突発的な事故による損害のみを担保し，石油タンクからじ
ょじょに石油が漏洩し土壌汚染が進行するというような，環境問題に起因して発生する損
害特有の非突発的かつ漸進的な損害を担保していないのが現状である。したがって，従来
の保険は，環境リスクのごく一部分のみを担保するにすぎないのである。 
このような既存の保険では担保されない非突発的かつ漸進的な損害を担保する保険が
1990 年代前半から日本においても開発されるようになり，それらの保険が現在一般的に環
境保険といわれているものの中心をなすものである7。 
 
1.4 本論における保険とは 
本論における保険とは，次の 3 条件のいずれをも満足する保険と定義し，以下「環境保険」
ということとする。 
1) 損害賠償責任保険であること 
環境損害を発生させる加害者が保険契約者となって，その加害者が環境損害の被害者に対
して負う法律上の損害賠償責任を保険会社が肩代わりする損害賠償責任保険であることが
環境保険であるための第 1 条件である。前述のとおり環境損害を担保するために，国民健
康保険や火災保険のように環境損害の被害者が契約者となる保険を手配することも考えら
れるが，被害者が保険料を負担する保険は，汚染者負担の原則に反することから本論では，
環境保険に該当しないものとする。 
なお，黒川[2002]も環境損害を担保する損害賠償責任保険は，汚染者負担の原則に資する
ものであるとしている。 
2) 費用の外部化がないこと 
リスクの実態が適切に保険料として定量化され，ある保険契約者が他の保険契約者のリス
クを負担することが極力おこらないように設計されていることが環境保険であるための第
2 条件である。この条件は，汚染者負担の原則が厳密に適用されていること，また，所得の
再分配機能を有しないこと，つまり税的保険でないことを要求するものである。 
3) 非突発的かつ漸進的損害を担保すること 
ほとんどの環境損害は非突発的かつ漸進的なものであることから，このような損害を担保
しなければ，環境保険とはいえない。したがって，非突発的かつ漸進的な損害を担保する
                                                  
6 リスクを担保するとは，そのリスクによる損害を補償するという意味である。本論では，「補償する」で
はなく「担保する」を一貫して使用する。 
7 これらの保険については，第 3 章 3.2 日本の環境保険で詳述する。 
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ことが，環境保険であるための第 3 条件である。 
 
なお，以上の 3 条件を満足していれば，公保険であっても，環境保険でありうる。前述の
とおり公保険の条件は，①政府による加入の強制，②公費負担，③政府による保険カバー
の提供，④再保険プール等の保険会社の共同行為の政府の容認であったが，このうち②は，
ほとんどの場合，費用の外部化を発生させることから環境保険の条件と相容れないが，他
の公保険の条件は，環境保険の条件と整合的でありうる。したがって，第 3 章，第 5 章で
の考察に際しては公保険の条件のうち①，③，④は考慮にいれることとする。 
また，②の公費負担の場合であっても，政府が国家賠償法等により，環境損害の加害者と
して損害賠償責任を有するときに，環境保険の保険料を負担することは，費用の外部化を
発生させないことから，①，③，④と同様に，第 3 章，第 5 章での考察において環境保険
制度の選択肢の一つとする。 
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第2章 保険の理論的分析 
2.1 保険料と外部不経済 
2.1.1 保険料の内訳 
保険料は，次の 2 つの部分に分けられる。 
1) 純保険料 
保険料のうち保険金支払の予定にあてる部分である1。具体的には，保険金支払額の期待値
となる。本論では，純保険料算出にあたっては，保険金支払額の期待値に保険料を収受し
たときから，保険金支払までの期間に対する当該保険会社の資産の運用利回りが考慮され
るものとする。 
2) 付加保険料 
保険料のうち保険事業を運営するために必要とされる事業経費と営業利益に充当される
部分である。事業経費には，契約の募集・維持管理，保険料の集金，損害調査に要する費
用等が含まれる。損害保険の付加保険料は，各費目を積算したうえで，保険料に対する一
定割合として算出されることが多い。この算出方法を本論では定率法という。 
なお，個別契約ごとに当該契約に要する事業経費，営業利益を決定し，実額ベースで付加
保険料を算出することもありうる。この算出方法を本論では定額法という。 
 
新たな保険商品を販売する場合には，保険料に対する純保険料の割合の予想値を決めて金
融庁の認可を受けなければならない。その予想値を予定損害率という。予定損害率は，保
険種目によって異なる。100%－予定損害率は，保険料に占める付加保険料の割合の見込み
となる。また，保険料に占める事業経費の割合を事業費率という。『インシュアランス損害
保険統計号平成 15 年版』によると，2002 年度の日本の損害保険会社の平均事業費率は
34.6%である。 
 
2.1.2 純保険料と外部不経済の関係 
須田[1988]，庭田[1979]，浜田[1977]においては，環境損害を発生させる加害者が無過失
責任を問われる場合について，環境保険の純保険料と外部不経済の費用は，おおむね同じ
になるとしている。ここでは，その関係を保険料算出の側面から概念的に分析する。 
1) 外部不経済 
外部不経済の費用Eがn個の事象を通じて発生するとすれば，外部不経済の費用は，k番目
の事象の発生確率をek，k番目の事象の外部不経済の費用をck
                                                 
とすると，外部不経済の費用E
は次の式にて表わすことができる。 
( ) ( )1.2E n
1k
kkce 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∑==  
ただし 
( )2.2cece 1k1kkk 　　　　　　　　　−−≥  
 
1 保険学・保険論においては，純保険料のことを危険保険料という場合があるが，経済学におけるリスク・
プレミアムと混同する場合があるので本論では「純保険料」を使用する。 
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とする。(2.2)式は，後述の純保険料と外部不経済の費用を比較しやすくするための前提条
件である。(2.1)式は，次のように変形できる。 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )3.2E m
1k
kk
n
1mk
kk
m
1k
kk
n
1k
kk cececece 　　　　　　　 δ+=+== ∑∑∑∑ =+===  
なお，δは，以下を満足するものとする。 
( ) ( )4.2m
1k
kk ce 　　　　　　　　　　　　　　　　　≪∑=δ  
 
つまり外部不経済の費用は，その費用の構成要素として無視できない大きさのm個の事象に
よる要素，つまり(2.3)式の右辺の第1項と，そうでない微小な事象による要素δに分割す
ることができるわけである。なお，(2.3)式の第1項を外部不経済の主要素とよぶこととす
る。 
2) 純保険料 
次に純保険料について考察する。純保険料は，支払保険金の期待値に金利の要素を加味し
たものである。純保険料算出にあたっては，いくつかの事故の発生を予想し，その場合の
損害額やその事象の発生確率を推定することをまず行う。今，予想される事象の数がh個存
在し，i番目の事象に対する純保険料ファンドをpi，i番目の事象の予想発生確率をfi，予想
損害額をLi，保険会社の支払限度額をIi，被保険者の自己負担額をDi，保険料収受から保険
金支払までの期間をTi年，事故発生から保険金支払までの期間をSi年，保険会社の資産の運
用利率をαi，損害賠償請求額算出に使用される金利をβiとすると，次の等式が成り立つ。 
 
( ) ( ) ( )5.2,MIN ID1Lf1p iiiii i Si T ii 　　　⎥⎥⎦⎤⎢⎢⎣⎡ ⎭⎬⎫⎩⎨⎧ −= β+α+  
(2.5)式の左辺は，保険金支払時におけるi番目の想定事故に対する純保険料ファンドの額
である。つまりi番目の想定事故に対する保険料ファンドに保険料収受時から保険金支払時
までの期間に対する運用利率を乗じたものとなっている。 
右辺は，保険金支払時におけるi番目の想定事故に対する支払保険金の期待値となっている。
i番目の想定事故に対する保険会社の支払責任額は，被害者の損害額Liの保険金支払時にお
ける金額つまり，損害額に事故発生から保険金支払までの期間に対する金利を乗じた額か
ら，被保険者の自己負担額Diを差し引いた額と保険会社の支払限度額Iiの大きくない方の額
となる。右辺は，その保険会社の支払責任額にi番目の想定事故の予想発生確率fiを乗じて，
保険金支払時におけるi番目の想定事故に対する支払保険金の期待値を求めていることに
なる。 
 
 
ここで，本質的な議論を行うために，被保険者の自己負担額Diはゼロ，また，保険会社の
保険金支払限度額Iiは，損害額Liに比べて十分大きいこととして分析を行う。その前提条件
の下(2.5)式は次のように変形できる。 
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( ) ( )
( )
( ) ( )6.2i T
i
S
i
S
i
T
1
1Lfp
1Lf1p
i
i
ii
ii
i
iii
　　　　　
α+
β+
β+α+
=
=
 
 
次に(2.6)式における金利要素の分析を行う。日本においては，損害保険会社の運用は金
融庁により厳しく制限されており，極めて堅実なものとなっている。そのため，損害保険
会社は，資産の運用利回りは低いものの，バブル経済破綻の影響が限定的であったため，
現時点の日本の金融機関の中では，比較的高い格付けを誇っている。つまり，αiは決して
大きくないのである。一方，損害賠償における賠償額算出に用いられる金利βiは，法定利
息5%をベースに定められるものである。したがって，αiとβiの大小はいちがいに判断でき
ないのである。そこで，ここではαi=βiとして分析を進めることとしたい。このとき(2.6)
式の金利要素は次のとおり変形できる。 
( )
( )
( )
( ) ( )( ) ( )7.21i STi T
i
S
i
T
i
S
11
1
1
1
iii
i
i
i
　　　　　
α+α+
α+
α+
β+
−==  
 
ところで，Ti-Siは，保険料を収受したときから事故の発生時までの期間である。保険料の収
受は保険期間の開始時と同じであり，事故は1年間の保険期間内に発生することから，Ti
                                                 
-Siは
1年以下となる。それに加えて前述のとおりαiは決して大きくないことを考慮すると(2.7)
式は，ほぼ1に等しいといえる。つまり金利要素は無視できることとなる2。 
ここで，純保険料Pは，想定されるすべての事象につきpiを総計したものであるから 
( ) ( )8.2P h
1i
ii Lf 　　　　　　∑==  
と書ける。ただし 
( )9.2LfLf 1i1iii 　　　　　　　　　−−≥  
とする。(2.9)式は，(2.2)式と対応し，純保険料と外部不経済の費用を比較しやすくする
ための前提条件である。(2.8)式は，(2.3)式と同様に次のように変形できる。 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )∑ ∑∑∑
= =+==
ε+=+==
b
1i
b
1i
ii
h
1bi
iiii
h
1i
ii
10.2P LfLfLfLf 　　　  
なお，εは，以下を満足するものとする。 
( ) ( )11.2b
1i
ii Lf 　　　　　≪∑=ε  
つまり純保険料は，そのファンドの構成要素として無視できない大きさのb個の事象による
 
2 ここでの分析においては，損害の発生を保険事故とみなすロス・オカリング・ベーシスの保険であるこ
とを前提とした。損害の発生が約定した時期以降であれば，保険金請求をもって，保険事故とみなすクレ
ームズ・メイド・ベーシスの保険の場合は，金利要素の影響は，ここでの分析より大きくなる。 
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要素，つまり(2.10)式の右辺の第1項と，そうでない微小な事象による要素εに分割するこ
とができるわけである。ここで(2.10)式第1項で示される事象をメインリスクとよび，この
ようにメインリスクによる純保険料のファンドを決定することによって，純保険料の算出
を行う手法をメインリスク法とよぶこととする。 
3)外部不経済の費用と純保険料の比較 
前述のとおり，無過失責任によって，損害賠償が求められることが前提条件となっている。
したがって，加害行為と被害の因果関係さえ明らかになれば，損害賠償を請求することが
可能となる。つまり，保険特有の免責事由，たとえば被保険者の故意とか戦争とかの場合
を除くと，外部不経済の費用を構成する事象と純保険料を算出する際の事象は，等しくな
るのである。さらに保険会社がメインリスク法によるリスク判断の経験を重ねることによ
って，メインリスクを構成する各事象の発生予想確率と予想損害額が実際の外部不経済の
主要素を構成する事象の発生確率，費用に一致するようになると考えられる。具体的には，
保険会社のリスク判断が正確になることによって，(2.10)式のbが(2.3)式のmに限りなく近
づき，さらに(2.2)式，(2.9)式に注意すると，k=iのとき，fiはekに，Liはckに限りなく近づ
くのである。このとき 
( ) ( ) ( )12.2mb cLefceLf jjjjm
1k
kk
b
1i
ii
　　かつかつ　かつ ====∑∑
==
 
が成立する。 
また，(2.3)式，(2.4)式，(2.10)式，(2.11)式，(2.12)式により 
( )
( )
( ) ( ) ( )
( )
( )
( )
( ) EP1
1
E
P
b
1i
ii
m
1k
kk
m
1k
kk
m
1k
kk
m
1k
kk
m
1k
kk
b
1i
ii
m
1k
kk
b
1i
ii
Lf
ce
ce
ce
ceceLf
ce
Lf
≒≒
≒
⇒ε+
δ+
ε+
=
δ+
ε+
=
∑
∑
∑
∑
∑∑∑
∑
∑
=
=
=
=
===
=
=
 
となる。 
 
以上より，保険会社のリスク判断の進歩によって，純保険料は，外部不経済の費用に限り
なく近づくことがわかった。 
 
具体的な事例としては，化学工場の環境汚染賠償責任保険の純保険料を算出する場合，当
初は排煙の硫黄酸化物と排水の有機水銀をメインリスクとしていたものが，リスク判断の
進歩により排煙の窒素酸化物や粒子状浮遊物質，排水のダイオキシンなどの有機塩素化合
物をも考慮するようになる。一方，リスク判断の進歩とともに，以前は重要なファクター
であった，硫黄酸化物の要素の比重が小さくなる。そして，最近は工場の発生する電磁波
による損害や，工場のコンピューターが日付を誤認することによって発生する有害物質の
流出事故(いわゆる2000年問題と類似の事故)，排煙・排水に含まれる環境ホルモンによる
損害などが，リスクとして加味されるようになってくる。このように，保険会社がリスク
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判断の技術を常に高めていくことによって，算出される純保険料は，当該化学工場の外部
不経済の費用に限りなく近づいていくのである。 
2.2 保険の理論的可能性 
2.2.1 環境税(ピグー税) 
保険の理論的分析をする前に，保険と同様に環境汚染による外部不経済の費用を内部化す
る機能を有する環境税について，具体的には，理論的な環境税としてのピグー税について，
その内容を確認しておく。 
1) 税率 
完全競争市場下において n の企業がその生産活動に伴い有害物質を排出している場合の
ピグー税の税率を求める。 
具体的には，ピグー税を徴収された各企業が利潤を最大化したときに，社会的余剰も最大
化されるような税率を求める。なお，税額は，各企業の有害物質の排出量に税率を乗じた
ものとする。 
Xi：i 番目の企業の生産量，∑Xi=X：社会全体の生産量，P(X)：価格(需要曲線) 
Ci(Xi)：i 番目の企業の生産費用，Vi：i 番目の企業の有害物質の排出量 
Ei(V1,V2,V3,……,Vn)：i 番目の企業による外部不経済の費用 
∑Ei=E：社会全体の外部不経済の費用，Ai(Xi,Vi)：i 番目の企業の有害物質削減費用 
Πi(Xi,Vi)：i 番目の企業の利潤，Ti：i 番目の企業に対する環境税(ピグー税)率 
とするとき 
( ) ( ) ( ) iiiiiiiii VTV,XAXCXXP −−−=Π となる。このときΠi を最大化するためには， 
0
V
,0
X i
i
i
i =∂
∂=∂
∂ ΠΠ
 が必要となる。したがって 0
X
A
dX
dC
PX
X
P
X i
i
i
i
i
ii
i =∂
∂−−+∂
∂=∂
∂Π
 となる。 
完全競争市場の前提より 0
X
P
i
=∂
∂
であるから 
0
X
A
dX
dC
P0
X i
i
i
i
i
i =∂
∂−−⇔=∂
∂Π
                 ……(2.13)  
0T
V
A
V ii
i
i
i =−∂
∂−=∂
∂Π
                    ……(2.14) 
(2.13)，(2.14)式より，Πi を最大化させる Xi，Vi が Ti の関数として求めることができる。
そのときの i 番目の企業の生産量，有害物質の排出量，利潤をそれぞれ 
maxXi(Ti)， maxVi(Ti)，maxΠi(Ti)とする。 
さらに，このとき，つまり，全企業がその利潤を最大化させるときの社会的余剰を 
W(T1,T2,T3,…,Tn)，社会全体の生産量を maxX(T1,T2,T3,…,Tn) =∑maxXi(Ti)とすると， 
( )∫ ∑ ∑ ∑−−−= Xmax
0
iii EACdXXPW  となる。 
ここで最適税率はWを最大化させる値であることに注意してWを最大化させる条件を求
める。W を最大化するためには，すべての i(1≦i≦n)に対して 0
T
W
i
=∂
∂
 が必要である。 
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( )
( ) ∑
∑∑∑∫
∂
∂−∂
∂−∂
∂−−∂
∂
=∂
∂−∂
∂−∂
∂−∂
∂=∂
∂
k i
k
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
ii
i
i
i
i
i
i
i
Xmax
oii
V
E
dT
Vmaxd
V
A
dT
Vmaxd
X
A
dT
Xmaxd
dX
dC
dT
XmaxdXmaxP
Xmax
Xmax
dT
Xmaxd
E
T
A
T
C
T
dXXP
Xmaxd
d
T
Xmax
T
W
 
ここで， 1Xmax
XmaxXmax
Xmax
i
ii
=∂
∂=∂
∂ ∑  
(2.13)式より ( )
i
i
i
i
dX
dCXmaxP
X
A −=∂
∂
 ，(2.14)式より i
i
i T
V
A −=∂
∂
 であるから 
( ) ( )
∑∑∑ ∂∂=⇔=⎪⎭
⎪⎬⎫⎪⎩
⎪⎨⎧ ∂
∂−⇔∂
∂
−+
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−−⇔=∂
∂
k i
k
i
k i
k
i
i
i
K i
k
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
V
ET0
V
ET
dT
Vmaxd
V
E
dT
Vmaxd
dT
VmaxdT
dX
dCXmaxP
dT
Xmaxd
dX
dC
dT
XmaxdXmaxP
dT
Xmaxd0
T
W
 
ところで，完全競争市場の前提条件により i 番目の企業の有害物質の排出量 Vi が他の企
業による外部不経済の費用 Ek (k≠i)に与える影響はないといえる。 
このことから，k≠i のとき 0
V
E
i
k =∂
∂
 となり，ピグー税率を示す式 
i
i
i V
E
T ∂
∂= ただし Vi=maxVi         ……(2.15) 
が導かれる。このように Ti を定めたときには，(2.14)，(2.15)式より 
i
i
i
i
i V
A
V
E
T ∂
∂−=∂
∂=              ……(2.16) 
となる。つまり，有害物質排出量を削減するための限界費用が，それによって減少する外
部不経済の限界費用に等しくなる。 
また，上式から明らかであるが，ピグー税率は，各企業によって異なることにも注意する
必要がある3。 
 
2) ピグー税のメリット 
ピグー税のメリットは次のとおり。 
a) 外部不経済の削減コストの最小化 
有害物質の排出者である各企業において外部不経済の費用の限界的削減量と，その削減の
ために要する限界費用が等しくなっていることから，社会全体として，同量の外部不経済
の費用を削減する場合において，削減に要するコストは最小化される。 
b) 社会的余剰の最大化 
ピグー税率の算出過程から明らかであるが，ピグー税を徴収することによって，社会的余
剰が最大化される。つまりピグー税により社会全体の便益が最大化されることとなる。 
ただし，高尾[1978a]が指摘するように，ある公的制度によってもたらされる社会全体の
                                                  
3 ピグー税率の不均一性については，羽田[2003]に詳述されている。 
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便益としての社会的余剰を考える場合は，パブリックセクターの費用，つまり行政コスト
をも考慮すべきである。したがって，正確にいえばピグー税の採用により，社会的余剰は
理論的最大値から行政コストを差し引いた値まで最大化されるということになる。 
3) ピグー税のデメリット 
a) 負担が過大となる 
環境問題の場合は，企業の有害物質の排出量が増えるにつれて，その外部不経済の費用は，
大きく増加することが予想される。 
いま，企業の有害物質の排出量を V，有害物質による外部不経済の費用を E，ピグー税率
を T とする。 
有害物質の排出量が増えるにつれて外部不経済の費用が大きく増加する場合には， 
0
dV
dE ≥  かつ 0
dV
Ed
2
2
≥ であるといえる。つまり，外部不経済の費用は，有害物質の排出量
の増加とともに増加し，さらに，増加の割合も有害物質の排出量の増加とともに増えると
いえる。 
このとき企業の有害物質の排出量がαで，企業が利潤を最大化しているとすれば， 
(2.16)式より，V=αにおいて T
dV
dE = が成立していることとなる。 0
dV
Ed
2
2
≥ により
dV
dE
は，
V の増加関数である。したがって，V＜αにおいては， T
dV
dE ≤ となる。 
このとき，企業が発生する外部不経済の費用 E(α)について 
( ) ∫∫
αα
α=≤=α
00
TTdVdV
dV
dEE  が成立する。ところで，αT はピグー税額にほかならない
から，ピグー税額は，企業が発生する外部不経済の費用より多くなることがわかる。 
たとえば，
dV
dE
を原点を通る傾き α
T
の直線とした場合，企業が発生する外部不経済の費用
は， 
( ) ∫∫
αα
α=α==α
00
T
2
1VdVTdV
dV
dEE となる。つまり，ピグー税額は企業の発生する外部不経済
の費用に 2 倍となり，企業にとって過大な負担となる。 
当然，このことは，有害物質の排出量に対する外部不経済の費用を示す曲線の形状に関す
る前提条件が異なれば，必ずしも正しいとはいえない。しかしながら，ピグー税額の過大
さについては，植田・岡・新澤[1997]，浜田[1977]でも指摘されていることである。 
b) 被害者救済が主目標となっていない 
浜田[1977]も指摘しているとおり環境問題の被害は，社会的に最も不幸な立場におかれた
人々に顕在化しやすい。したがって，被害者の救済は，税収の使途の最優先の目的とすべ
きである。にもかかわらず，環境税(ピグー税)の主目的は，被害者救済となっていないの
が今の議論の趨勢である。たとえば，柴田[2002]の 155 頁にピグー税収の使途について「こ
の税収は市場における X 以外のすべての財の価格に変化を起こさせないように，個別の財
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への補助金としてではなく，また各消費者の勤労努力に影響を及ぼしやすい所得に比例す
る補助金としてでもなく，一括補助金(例えば人頭補助金)として配分される。」との説明が
ある。なお，X とはその生産にともない外部不経済を発生させている財のことである。 
いずれにせよ，環境問題の被害をパレート効率性などの経済効率性のみで論ずると極めて
非人間的な状態を容認する可能性があることを再認識する必要がある。 
c) 損害賠償に対応できない 
企業は，外部不経済の被害者から損害賠償を請求される可能性がある。環境税(ピグー税)
は，このような不確実性を考慮していない。したがって，企業が損害賠償請求の可能性を
勘案して行動するときは，環境税(ピグー税)は，そのメリットである，外部不経済の費用
の削減コストの最小化や社会的余剰の最大化を達成できない。このことは，
Buchanan[1962]でも指摘されているところである。 
d) その他のデメリット 
ピグー税は，完全競争を前提とした市場が有効に機能しなくなる，つまり，市場の失敗が
発生するいくつかのケースのうち外部性の発生のみに対応し，市場を有効に機能させる手
段である。したがって，市場の失敗を発生させる他の要因については，効率的に対応でき
ない。ピグー税が市場の失敗の一つの要因である不確実性に対応できないことは，前述の
とおりである4。 
さらに，市場の失敗の他の要因である費用逓減産業の存在や独占・寡占市場に対しては，
ピグー税は，効率的に対応することができない。ただ本論では，それらの問題点が保険と
ピグー税の比較の際に大きな論点とならないことから詳述しない5。 
以上，ピグー税については，本文中に記した文献の他，石[1999]，奥野・鈴村[2003]を参
考とした。 
 
2.2.2 環境保険 
1) 従来の保険理論における環境保険 
従来の保険理論における環境保険の経済効率性の分析は，外部不経済の費用と損害賠償責
任と環境保険の純保険料が同額であるとし，かつ，保険料は，定額で提示され，さらに，
付加保険料の存在は無視したものであった。その結論は，環境保険においては，環境損害
の被害者は，救済されるものの，有害物質の排出に対する抑止効果が小さく，環境保険に
よって実現される有害物質の排出量は，環境税(ピグー税)で実現されるそれ(最適値)より
多くなり，その結果，制度としての経済効率性は，環境税(ピグー税)に劣るというもので
あった。さらに実際には，付加保険料が存在することから，環境保険に対して，環境税(ピ
グー税)に近い経済効率性は，望めないというのが，従来の保険理論の定説である6。 
本論では，この定説を覆すべく，環境税(ピグー税)と同等の経済効率性を持つ，環境保険
の設計条件を次の 2)以降で求めることとしたい。 
 
 
                                                  
4 損害賠償請求に対応できないこと。損害賠償請求は，不確実性の一つである。 
5 ピグー税が独占・寡占市場に効率的に対応できない点については，村田・釜苅[2003]を参照されたい。 
6 浜田[1977]99 頁，庭田[1979]19 頁参照。 
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2) 最適な純保険料 
ピグー税と同様の経済効率性を有する環境保険の条件を求めることとする。まず，その場
合の純保険料(以下「最適純保険料」という。)を求める。 
完全競争市場下において n の企業がその生産活動に伴い有害物質を排出している場合の
最適な純保険料を求める。 
具体的には，保険料(純保険料と付加保険料の合計)を徴収された各企業が利潤を最大化し
たときに，社会的余剰も最大化されるような保険料のうち純保険料に関する条件を求める。 
Xi：i 番目の企業の生産量，∑Xi=X：社会全体の生産量，P(X)：価格(需要曲線) 
Ci(Xi)：i 番目の企業の生産費用，Vi：i 番目の企業の有害物質の排出量 
Ei(V1,V2,V3,……,Vn)：i 番目の企業による外部不経済の費用 
∑Ei=E：社会全体の外部不経済の費用，Ai(Xi,Vi)：i 番目の企業の有害物質削減費用 
Πi(Xi,Vi)：i 番目の企業の利潤，Qi(V1,V2,V3,……,Vn)：i 番目の企業に対する純保険料， 
Ri(V1,V2,V3,……,Vn)：i 番目の企業に対する付加保険料 
とするとき 
Πi=P(X)Xi－Ci(Xi)－Ai(Xi,Vi)－Qi(V1,V2,V3,……,Vn)－Ri(V1,V2,V3,……,Vn)となる。 
このときΠi を最大化するためには， 0
V
,0
X i
i
i
i =∂
∂=∂
∂ ΠΠ
 が必要となる。 
したがって 0
X
A
dX
dC
PX
X
P
X i
i
i
i
i
ii
i =∂
∂−−+∂
∂=∂
∂Π
 となる。 
完全競争市場の前提より 0
X
P
i
=∂
∂
であるから 
0
X
A
dX
dC
P0
X i
i
i
i
i
i =∂
∂−−⇔=∂
∂Π
                 ……(2.17)  
また， 
0
V
R
V
Q
V
A
0
V i
i
i
i
i
i
i
i =∂
∂−∂
∂−∂
∂−⇔=∂
∂Π
               ……(2.18) 
ここで，社会的余剰を W とすると，純保険料は，外部不経済の被害者に支払われること
から社会的費用とはみなされない点に注意すると 
( )∫ ∑∑∑∑ −−−−=
X
0
iiii ERACdXXPW  となる。 
W を最大化させるためには， 0
V
W,0
X
W
ii
=∂
∂=∂
∂
 が必要となる。 
( ) 0
X
A
dX
dC
P0
X
A
dX
dC
dXXP
dX
d
X
X0
X
W
i
i
i
i
i
i
i
i
X
0ii
=∂
∂−−⇔=∂
∂−−∂
∂⇔=∂
∂ ∫  となり，これは(2.17)
式と同値となる。 
∑ ∑ =∂∂−∂∂−∂∂−⇔=∂∂ k k ikikiii 0V
E
V
R
V
A0
V
W
            ……(2.19) 
したがって， 
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(2.17)，(2.18)，(2.19)式を同時に満足する(X1,X2,X3,……,Xn)×(V1,V2,V3,……,Vn)が存在す
るように，Qi を定めればよい。 
(2.18)，(2.19)式より 
∑ ∑ =∂∂−∂∂−∂∂+∂∂ k k ikikiiii 0V
E
V
R
V
R
V
Q
               ……(2.20) 
k番目の企業に対する付加保険料Rkがi番目の企業の有害物質の排出量Vi(k≠i)から影響を
受けることは，完全競争市場の前提条件から，考えられないので 
0
V
R
i
k =∂
∂
 (k≠i) したがって，∑ ∂∂=∂∂k iiik V
R
V
R
         ……(2.21) 
また，完全競争市場の前提条件により，i番目の企業の有害物質の排出量Viが，他の企業
の発生する外部不経済の費用Ek(k≠i)に影響を与えることは考えられないので 
0
V
E
i
k =∂
∂
 (k≠i) したがって，∑ ∂∂=∂∂k iiik V
E
V
E
         ……(2.22) 
(2.20)，(2.21)，(2.22)式より 
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
V
E
V
Q
0
V
E
V
R
V
R
V
Q
∂
∂=∂
∂⇔=∂
∂−∂
∂−∂
∂+∂
∂
              ……(2.23) 
(2.23)式より Qi＝Ei が最適純保険料の解の一つということが分かる。逆に Qi≠Ei とした場
合は，(2.17)，(2.18)，(2.19)式を同時に満足する(X1,X2,X3,……,Xn)×(V1,V2,V3,……,Vn)
を求めることは容易ではない。 
さらに，外部不経済の費用 Ei を外部不経済を発生させる事象の生起確率(保険事故の発生
確率)と，そのときの外部不経済の費用(保険金支払いの対象となる損害)から求められる期
待値と考えた保険理論による概念的分析で Qi＝Ei が導かれることは，既に 2.1.2 純保険料
と外部不経済の関係で示した。 
ここで，目標としているのは，最適となる純保険料の条件のすべてを数学的厳密さをもっ
て導き出すことではなく，最適純保険料の満たす条件のうち保険理論にも合致するような
もの一つを明示し，環境保険の設計に役立てることである。 
このような点を勘案し，最適純保険料の条件として次の式を採用する。 
Qi＝Ei                           ……(2.24) 
3) 最適な付加保険料 
付加保険料 Ri は，前述のとおり保険会社の事業費と利潤を i 番目の企業の保険契約に配
分したものである。その配分方式には，2 通りあって，定率方式と定額方式がある。定率
方式は，Ri を Qi の一定割合とする方式であり 0
V
R
i
i ≠∂
∂
である。 
定額方式は，Qi の多寡にかかわらず，当該契約に必要な事業費と利潤を定額で配分する
方式である。定額方式の場合は 0
V
R
i
i =∂
∂
となる。 
いま， 0
V
R
i
i =∂
∂
 とすると(2.23)，(2.18)式より
i
i
i
i
V
A
V
E
∂
∂−=∂
∂
        ……(2.25) 
となる。 
ところで，(2.17)，(2.25)式は，2.2.1 環境税(ピグー税)において税率を求めたときの(2.13)，
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(2.16)式と同値である。つまり，付加保険料 Ri の算出方法として定額方式を採用した場合
は，各企業の生産量，有害物質の排出量はピグー税を課したときと同じ値となる。したが
って，付加保険料を無視した場合の社会的余剰は，理論的最大値となる。言い換えれば，
付加保険料を定額方式で決定し，純保険料を外部不経済の費用と同値としたときは，社会
的余剰は，理論的最大値から付加保険料総額を控除した額まで最大化されることとなる。 
 
一方，付加保険料の算出方法として定率方式を採用した場合を考える。定率をβとすると 
Ri＝βQi                              ……(2.26) 
(2.26)，(2.23)，(2.18)より 
( )
i
i
i
i
i
i
i
i
i
i
V
A
V
E
10
V
E
V
E
V
A
∂
∂−=∂
∂β+⇔=∂
β∂−∂
∂−∂
∂−                ……(2.27) 
となり，社会全体の外部不経済の費用の削減コストは，最小化されることとなる。しかし
ながら，(2.27)，(2.17)式によって求められる各企業の生産量と有害物質の排出量は，ピグ
ー税を課したときの，それとは明らかに異なることから，付加保険料総額を無視したとし
ても，社会的余剰は最大化されない。 
付加保険料総額は，保険理論により，定額方式で付加保険料を決定した場合でも，定率方
式で付加保険料を決定した場合でも，同額となることから，定額方式で付加保険料を決定
した場合の方が，定率方式で付加保険料を決定した場合に比べて，得られる社会的余剰は
大きくなる。 
以上より，最適な付加保険料の条件は，定額方式で算定されていることとなる。 
4) 最適な保険料提示形式 
a)従来の保険料提示形式の問題点 
従来の保険では，ほとんどの場合，保険料は定額で提示されていた。その場合の問題点を
考えることとする。 
X：企業の生産量，P：価格，C(X)：企業の生産費用，V：企業の有害物質の排出量 
E(V)：企業による外部不経済の費用，A(X,V)：企業の有害物質削減費用 
Π(X,V)：保険料を考慮しないときの企業の利潤，Q(V)：企業に対する純保険料，R：企
業に対する付加保険料 
とすると 
Π(X,V)＝PX－C(X)－A(X,V)となり限界利益は 
V
A
V ∂
∂−=∂
∂Π
 となる。一方，外部不経済
の限界費用は 
V
E
∂
∂
となる。社会的便益を最大化する有害物質の最適排出量は，限界利益
と外部不経済の限界費用が一致するときに実現される。 
このとき，
V
E
V
A
∂
∂=∂
∂−                        ……(2.28) 
(2.28)式を満たす有害物質の排出量を V*，外部不経済の費用を E*とする。 
ところで，保険料を課されたときに企業は，限界利益と限界保険料 
( )
V
RQ
∂
+∂
が等しくな
るような有害物質の排出量にまで，有害物質の排出量を増加あるいは減少させて利潤の最
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大化を図ろうとする。有害物質の排出量が V*のときの保険料を Q*＋R*とする。 
 
ここで，企業の有害物質の排出量が V*であるときを考える。そのときの保険料は，Q*＋
R*である。もし，定額の保険料提示に問題がなければ，企業は，有害物質の排出量を変
化させないはずである。 
定額保険料 Q*＋R*を提示された企業は，限界保険料を推測することによって，有害物質
の排出量を決定することとなる。 
この場合，限界保険料の推定式は， 
( ) ( )
*V
*R*Q
V
RQ +=∂
+∂
                        ……(2.29) 
となることが予想される。限界利益曲線は傾きが負の曲線であるので，V＝V*において，
限界保険料と限界利益(=外部不経済の限界費用)とが同じ値をとらなければ，企業は，有
害物質の排出量を変化させることとなる。 
したがって，企業が有害物質の排出量を変化させないためには，V＝V*において 
( )
*V
*R*Q
V
E +=∂
∂
 が成立しなければならない。ここで(2.24)式より Q*＝E*であることから， 
( )
*V
*R*E
V
E +=∂
∂
となる。R*は，V とは関係なしに決定される値であることを考慮すれば，
この式が常に成立することはなく，成立したとしても偶然でしかない。 
したがって，有害物質の最適量を排出している企業が定額の保険料を提示された場合は，
有害物質の排出量を変えることとなり，定額の保険料の提示に問題があるといえる。 
具体例を次に示す。 
外部不経済の限界費用が原点を通る傾きが正の直線であった場合 
( )2*V
*E2a,aV
dV
dE ==  とすると V＝V*のとき，外部不経済の限界費用
*V
*E2
dV
dE = となる。 
一方，日本の企業物件の保険と同様に予定損害率が 70%程度とすると 
( ) *Q7
3*R%)70%100(
*R*Q
*R =⇔−=+ であるので 
( ) ( )
dV
dE
*V
*E2
*V
*E
7
10
*V
*Q7/3*Q
*V
*R*Q =≤=+=+  
となり，V＝V*のとき限界保険料が外部不経済の限界費用より小さくなることがわかる。
したがって，企業は，有害物質の排出量を最適値より増やすこととなる。つまり，定額の
保険料提示をした場合は，企業の有害物質排出に対する抑止効果が小さくなる。 
以上のことを図 2-1 に示す。 
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【図 2-1】定額保険料の場合の有害物質排出抑止効果 
 
最初は点 P で有害物質は最適排出量 V*であったものが，定額保険料を提示されると，限
界保険料大きさ IO が点 P における外部不経済の限界費用 HO より小さいため，企業は，
有害物質の排出量を W まで増やし点 S に到達する。 
 
b)改善策 
定額保険料提示では，有害物質の排出量削減のインセンティブが小さいことを，改善する
ためには，保険料を有害物質の排出量の関数として提示する必要がある。 
具体的には，保険契約時に企業による保険期間中の有害物質の排出量の見込みV に基づき
保険会社が定額暫定保険料を算出し，企業がその額を保険期間開始前に支払う。保険期間
終了後，実際の有害物質の排出量の確定値 に基づき確定保険料を保険会社が算出し，確
定保険料と定額暫定保険料との差額を精算する。確定保険料は次式により算出する。 
Vˆ
確定保険料＝定額暫定保険料＋( －Vˆ V )×調整保険料率         ……(2.30) 
なお，(2.30)式の調整保険料率は，V＝V における外部不経済の限界費用である。 
つまり，(2.30)式によって有害物質の排出量がV 近傍における保険料を示し，企業は，
(2.30)式を微分することによって限界保険料を把握し，有害物質の排出量を決めるのであ
る。さらに，その限界保険料は，有害物質の排出量がV 近傍における外部不経済の限界費
用を近似するものである。したがって，企業の限界利益と限界保険料と外部不経済の限界
費用がおおむね等しくなる均衡点に向かって，企業は，有害物質の排出量を調整していく
こととなる。 
以上のことを図 2-2 で説明する。 
 
 
 
 
金額 
限界利益曲線 
外部不経済の限界費用曲線 
P 
H 
S
I 定額保険料提示の限界保険料曲線 
有害物質排出量 O 
W V*
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【図 2-2】保険料関数提示の場合の有害物質排出抑止効果 
 
 
最初，点 P で，有害物質の排出量が最適値 V*であった場合は，保険会社が提示する点 P
近傍の限界保険料曲線 AB が示す値が，点 P における企業の限界利益に等しいことから，
企業は，有害物質の排出量を変えるインセンティブを持たない。つまり，点 P は安定的な
均衡点となる。 
なお，(2.30)式で示したような確定保険料の提示形式は，一般の損害賠償責任保険や，再
保険でもみられるものである。たとえば，製造物責任を担保する生産物賠償責任保険では，
(2.30)式の有害物質の排出量の代わりに，製造物責任の対象となる製品の生産額が使用さ
れる。ただし，(2.30)式においては，排出される有害物質の最初の 1 単位より最後の 1 単
位の方が，保険料に与える影響が大きい，つまり，外部不経済の限界費用が有害物質の排
出量の増加関数として，認識されているのに対して，生産物賠償責任保険においては，対
象生産物の生産量の最初の 1 単位も，最後の 1 単位も，保険料に与える影響度は，同じで
ある。つまり，これまでの保険における(2.30)式と同様の保険料提示形式においては，外
部不経済の限界費用は，一定ということが前提条件となっているのである。したがって，
本論におけるような意味を持つ(2.30)式の使い方は，これまでは行われていない。 
c)収束の確認 
実際には，容易に有害物質の排出量を削減することはできないので，現実的ではないが，
(2.30)式による保険料を提示されたときに，有害物質の排出量が最適値 V*に収束するかど
うかを確認しておく。 
企業は，(2.30)式による保険料を提示されて，限界利益と調整保険料率が等しくなるよう
に有害物質の排出量を変化させる。さらにその有害物質の排出量に対して保険会社が
(2.30)式による保険料を提示するという行動をとるものとする。V を企業の有害物質の排
出量としたとき 
企業の限界利益＝－MV＋L (M＞0,L＞0)，外部不経済の限界費用＝GV (G＞0) 
金額 
限界利益曲線 
外部不経済の限界費用曲線 
P 
P 近傍における限界保険料曲線 
有害物質排出量 O 
H 
V* 
A B
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という直線で近似して分析を行う。 
このとき，有害物質の最適排出量 V*= ( )GM
L
+  となる。 
V の初期値を V0 とすると j 回の保険料提示を受けた後の有害物質の排出量は， 
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−++= GM
LV
M
G
GM
LV 0
j
j  となる。 
Vjは，G＜Mのとき収束し， ∞→j のとき ( ) *VGM
LVj =+→ となる。 
ところで，Vが環境に大きな影響を与えないような比較的小さな領域においては，限界利
益の傾きの絶対値の方が，外部不経済の限界費用の傾きの絶対値より大きい，つまりG＜
Mであると考えられることから，Vjは図 2-3 のように収束しV*は安定的な均衡点Pの示す
値といえる。この働きは，植田・岡・新澤[1997]による「試行錯誤的ピグー税」と同様の
ものである。 
 
【図 2-3】最適環境保険おける均衡点の収束 
金額 
 
5) 最適な保険料条件のまとめ 
これまでに求めた経済効率性の観点から最適と考えられる環境保険の保険料に関する条
件(以下「最適保険料条件」という。)をまとめておく。 
【最適保険料条件】 
① 純保険料は被保険者が発生する外部不経済の費用と等しい。 
② 付加保険料は，定額法により決定される。 
③ 保険料は，保険料算出根拠となる有害物質の排出量の関数として提示され，その導
関数は，保険期間中の有害物質の排出量近傍における外部不経済の限界費用を適切
に近似できるものである。 
P 
限界利益曲線 
外部不経済の限界費用曲線 
有害物質排出量 O V1 V０ V２ V* 
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以下，この最適保険料条件を満足する環境保険を「最適環境保険」とよぶこととする。 
6) 最適環境保険のメリット 
最適環境保険の特徴・メリットは次のとおり。 
a) 外部不経済の費用の削減コストの最小化 
(2.25)式により各企業において外部不経済の費用の限界的削減量とその削減に要する限界
的費用が等しくなることから，社会全体として同量の外部不経済の費用を削減する場合に
要する削減コストが最小化される。これは，ピグー税の効果と全く同じである。 
b) 社会的余剰が最大化される 
社会的余剰は，理論上の最大値から付加保険料総額を差し引いた値まで最大化される。ピ
グー税の場合は，社会的余剰は理論上の最大値から行政コストを差し引いた値まで最大化
されるため，社会的余剰の最大化という観点からの，最適環境保険とピグー税の優劣は一
律に定まらない。付加保険料総額と行政コストの大小が一律に定まらないためである。 
c) 企業の負担が比較的少なくなる可能性が大きい 
2.2.1 の 3) a)で論じたとおり，外部不経済の限界費用曲線が原点を通る傾きが正の直線と
仮定した場合，ピグー税額は企業が発生する外部不経済の費用の 2 倍にもなる。一方，最
適環境保険では，この場合は，純保険料が外部不経済の費用に等しくなり付加保険料は，
2.2.2 の 4) a)で示したとおり，純保険料の
7
3
倍程度になることから，純保険料と付加保険
料を合計した実際の企業の負担額は，外部不経済の費用の
7
10
程度となる。つまり，明ら
かに企業の負担は，ピグー税の場合よりも少なくなる。さらに，外部不経済の限界費用曲
線が下に凸であるような場合は，ピグー税額に対する保険料の割合は一層小さくなり，格
差が拡大することとなる。 
以上の比較は，あくまで外部不経済の限界費用曲線について前提条件を設定した場合の分
析であるが，環境問題における外部不経済の性質から，分析結果を否定できるようなケー
スが多いとは考えづらい。 
d) 被害者救済が目的である 
環境保険は損害賠償責任保険であることから，被害者救済が目的であり，環境問題の被害
者という社会的に最も不利な立場におかれた人々を支援することができる。 
e) 損害賠償請求に対応できる 
当然のことであるが，環境保険は，損害賠償責任保険であることから，被害者から加害者
である企業に対する損害賠償請求に対応できる。したがって，企業が損害賠償請求を受け
る受けないに係わらず，外部不経済の費用の削減コストの最小化や社会的余剰の最大化を
達成できる。 
以上が最適環境保険のメリット・特徴である。このことからも分かるように経済効率性の
面では，環境保険は環境税(ピグー税)に劣るという従来の保険理論の定説は，正しいもの
ではなく，環境保険は，保険の設計条件を適切に定めれば，環境税(ピグー税)と同等の経
済効率性を有するものであることが証明できた。なお，デメリットについては環境保険に
限定せずに，保険特有の脆弱性について 2.3 にて後述する。 
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2.2.3 環境税(ピグー税)と最適環境保険の比較のまとめ 
理論的な環境税であるピグー税と，理論的な環境保険である最適環境保険について，その
比較を次の表 2-1 にまとめておく。 
 
【表 2-1】ピグー税と最適環境保険の比較表    (注)網掛け部分は比較対象に劣る事項 
比較項目 ピグー税 最適環境保険 
外部不経済の削減費用
の最小化 
最小化される。 最小化される。 
均衡点における社会的
余剰 
理論的最大値－行政コストまで
最大化される。 
理論的最大値－付加保険料総額ま
で最大化される。 
不確実性 (損害賠償請
求)への対応 
対応不可。そのため，損害賠償
請求がある場合，または予想さ
れる場合は，外部不経済削減費
用の最小化，社会的余剰の最大
化は達成されない。 
対応可能。 
企業の負担 大きくなる可能性が高い。 
企業による外部不経済の費用に
比べてかなり大きくなることが
予想される。 
比較的小さい。 
企業による外部不経済の費用より
は大きくなるものの，その程度は
ピグー税より小さくなる可能性が
高い。 
被害者救済の位置づけ 主目的ではない。 主目的。 
 
2.3 保険の理論的脆弱性 
ここでは，環境保険に限定せずに，保険全般に指摘されている理論的脆弱性について確認
しておく。2.3.1，2.3.2 では，保険の脆弱性について直接論ずるわけではないが，保険の理
論的脆弱性を理解するために必要と考えられるので，ここに記すこととした。 
 
2.3.1 期待効用理論を用いた保険加入へのインセンティブの説明 
実際に販売されている保険料には付加保険料が含まれており，保険契約者の損害の期待値
よりも大きいにも係わらず，多くの加入者が存在し，保険事業が成立している。この理由
を期待効用理論を用いて説明する。 
保険期間中に n 件の事故の発生が予想され，保険契約者はリスク回避者，つまり，資産 W
に対する保険契約者の効用を示す効用関数 U(W)について 
0
dW
dU >              ……(2.31) 
かつ 0
dW
Ud
2
2
＜           ……(2.32) 
が満たされるものとする7。 
                                                  
7 リスク(危険)回避と効用関数については，酒井[1982]を参照。 
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Wo：保険期間開始前の保険契約者の資産 
Fi：保険期間中に発生すると予想される i 番目の事故の発生確率 
Li：i 番目の事故による損害額，Ii：i 番目の事故の対する保険金 
U(W)：資産 W に対する保険契約者の効用関数，S：保険料 
保険に加入しない場合の期待効用＝Eo＝       ……(2.33) ({∑
=
−
n
1i
ii LWoUF )}
保険に加入した場合の期待効用＝E1＝  ( ){ }∑
=
−+−
n
1i
iii SILWoUF
損害のすべてが保険でてん補されたとすると Li=Ii であるから 
E1＝U(Wo－S)                          ……(2.34) 
となる。 
ここで， (∑
=
=
n
1i
iiLFL )                       ……(2.35) 
ii MLL =−                             ……(2.36) 
とすると )LMWo(U)LWo(U ii −−=−  となり，さらにテーラー展開を行うと 
( ) ( )
( ) ( ) 2iiii
2
i
ii
ii
MMLWoU
2
1MLWoU)LWo(U
M
!2
)MLWo(UM
!1
)LWo(U)LWo(U)LMWo(U
Θ−−′′+−′−−
=−Θ−−′′+−−′+−=−−
 
ただし，                          ……(2.37) 10 i ≤Θ≤
(2.33)，(2.37)式より 
( ) ( ) ( )∑
=
=⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ Θ−−′′+−′−−=
n
1i
2
iiiii MMLWoU2
1MLWoULWoUFEo  
( ) ( ) ( ) ( )∑∑∑
=== ⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ Θ−−′′+−′−−
n
1i
2
iiii
n
1i
ii
n
1i
i MMLWoUF2
1MFLWoUFLWoU  
ここで ，また，(2.35)，(2.36)式より ∑
=
=
n
1i
i 1F
( ) ( ){ } ( )∑ ∑ ∑ ∑
= = = =
=−=−=−=
n
1i
n
1i
n
1i
n
1i
iiiiiii 0LLFLLFLLFMF  であるから 
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( ) ({∑
=
Θ−−′′+−=
n
1i
2
iiii MMLWoUF2
1LWoUEo ) }              ……(2.38) 
ところで(2.32)式より 0M,0)MLWo(U 2iii ≥<Θ−−′′ であるから 
( ){∑
=
<Θ−−′′
n
1i
2
iiii 0MMLWoUF2
1 }                     ……(2.39) 
(2.34)，(2.38)式より 
E1－Eo＝ ( ) ( ) ( ){ }∑
=
Θ−−′′−−−−
n
1i
2
iiii MMLWoUF2
1LWoUSWoU  
E1－Eo＝G(S)とすると(2.31)式より ( ) ( )( )
( )
( ) 0SWod
SWodU
SWod
SWodU
dS
SWod
dS
dG <−
−−=−
−−= …(2.40) 
さらに ( ) ( ) ( ) ( ){ }∑
=
Θ−−′′−−−−=
n
1i
2
iiii MMLWoUF2
1LWoULWoULG  
(2.39)を考慮すると ( ) ( ){∑
=
>Θ−−′′−=
n
1i
2
iiii 0MMLWoUF2
1LG }         ……(2.41) 
したがって，E1－Eo＝G(S)＝0 を満足する保険料 S(＝S*)は，(2.40)，(2.41)式より，損害
額の期待値である L より大きいことがわかる。 
つまり保険契約者がリスク回避者である場合は，保険料が損害額の期待値より大きくても，
S*までであるなら，保険に加入しようとするのである。 L*S − を保険プレミアムという。 
前述のとおり保険料は，純保険料と付加保険料の和であるが，純保険料は，L で，付加保
険料は LS− である。保険が商品として成り立つためには，付加保険料が保険プレミアム以
下である必要がある。 
なお，以上の議論は，保険契約者，保険会社のいずれもが，リスクの実態，つまり，Fi，
Liを把握可能であるという極めて特殊な前提条件に基づいていることに注意する必要があ
る。実際には，すべてのFi，Liが分かるわけではなく，しかも保険契約者が予想する値と保
険会社が予想する値とが異なることが多い。 
2.3.2 保険の需要供給理論 
以下の保険の需要供給理論については，酒井[1982]，高尾[1991]を参考とし，より保険論・
保険学的に書いたものである。 
いま，保険契約者の資産の初期保有量を A とし，確率πで損害 L の事故が発生するもの
とする。このとき事故が発生する場合を状態 1，発生しない場合の状態を 2 とする。また，
状態 1 の保険契約者の資産を X，状態 2 の資産を Y とすると 
X＝A－L     ……(2.51)  ，Y＝A      ……(2.52) となる。 
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一方，このとき保険料：P，支払い保険金8：Iの保険に加入したとすれば 
X＝A－L－P＋I  ……(2.53)，Y＝A－P      ……(2.54) となる。 
ところで保険料率を r とすれば，Ir＝P        ……(2.55) であるから 
(2.53)，(2.54)，(2.55)式より 
( )
( ) r1
r
LAX
YA
−=+−
−
                 ……(2.56) 
ここで，保険の価格 
r1
rp −=              ……(2.57)  
とすれば，保険商品の外生的制約条件である機会直線 pX＋Y＝p(A－Ｌ)＋A ……(2.58) 
が導かれる。なお， ( ) 0r1
1
dr
dp
2 >−=  である。 
保険契約者は，(2.58)式の制約の下に自己の期待効用 EU を最大化することとなる。 
EU＝πU(X)＋(1－π)U(Y)          ……(2.59) 
なお，U(・)は，資産が保険契約者に与える効用水準である。 
ここで，(2.59)式の両辺を全微分して，左辺を 0 とおいて無差別曲線の傾きを算出すると 
( )
)Y(U
XU
1dX
dY
′
′
π−
π−=               ……(2.60) 
いま，保険契約者はリスク回避者であることから 
( ) ( ) ( ) ( ) 0YU,0XU,0YU,0XU <′′<′′>′>′      ……(2.61) 
(2.60)，(2.61)式より 0
dX
dY <  
Y を固定したとき  ならば∞→X 0
dX
dY →         ……(2.62) 
X を固定したとき  ならば∞→Y −∞→
dX
dY  
さらに 
( ) ( ) ( ) ( )
( ){ }22
2
YU
dX
dYYUXUXUYU
1dX
Yd
′
′′′−′′′
π−
π−=  および，(2.61)，(2.62)式より 
0
dX
Yd
2
2
>              ……(2.63) 
(2.62)，(2.63)式より無差別曲線は，X-Y 平面上の原点に対して凸となることがわかる。 
したがって，保険契約者が期待効用を最大化させるのは，機会直線と無差別曲線が接する
点においてである。 
つまり，
( )
( )YU
XU
1
p ′
′
π−
π=  ……(2.64) を満足する点である。 
以上のことを図示すれば図 2-4 のとおりとなる。 
 
                                                  
8 保険学・保険論でいうところの保険金額のことである。やや，紛らわしいが 2.3.2～2.3.4 におけるI保険
金，I保険需要は，保険金額のことである。 
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【図 2-4】機会直線と無差別曲線 
Y 
 
図 2-4 において，傾きが－p の直線が機会直線である。また，2 本の曲線が無差別曲線と
なる。点 E が保険契約なしの場合の初期点であり，Q が保険契約がある場合の均衡点であ
る。 
E2Q2 は，保険料 P であり，E1Q1 は，支払い保険金から保険料を差し引いたものである。 
つまり，E1Q1＝I－P＝I－Ir＝(1－r)I であるので，保険契約者の需要する支払い保険金(保
険需要)は，I＝ ( )r1
1
−  E1Q1 によって求めることができる。 
また，保険契約により実質的に保険契約者に支払われる額，つまり支払い保険金から保険
料を差し引いた額(純保険需要)H は， 
H＝I－P＝E1Q1 によって求めることができる。   
 
各パラメーターの純保険需要に与える影響は，次のとおり。 
① 保険料率 r 
保険料率 r が増加すれば保険価格 p が上昇し，それに伴い純保険需要は減少する。図 2-4
で機会直線の傾きの絶対値 p が増加すれば，純保険需要が減少することは幾何学的に明ら
かである。 
② 事故率π 
事故率πの増加に伴い無差別曲線の傾きの絶対値が増加することから，機会直線と無差別
曲線との接点は，右方向へシフトすることとなる。したがって，純保険需要は増加する。 
③ 損害額 L 
損害額 L が増加すると機会直線が左下方向に平行移動する。したがって，Y が同じ値を示
す機会直線上の点を通る無差別曲線の傾きの絶対値が大きくなり，それに伴い機会直線と
無差別曲線の接点は，保険契約がない場合の初期点 E に対して，より右方向へシフトする。
したがって純保険需要は増加する。 
X O 
Q２ 
Q 
Q１ 
E E2 
p
E1 
 25
Hosei University Repository
 
次に，保険の需給の均衡について論ずる。 
保険会社の事業費を無視すれば，保険会社の期待利潤Πは， 
Π＝π(P－I)＋(1－π)P             ……(2.65) 
となる。競争市場における長期的な均衡時には，Π＝0 となることから， 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ⇔=π−+−π⇔=π−+−π⇔=π−+−π=Π 0r11r0Ir1IIr0P1IP  
π=⇔π−
π=− r1r1
r
                ……(2.66) 
(2.57)，(2.64)式より 
( )
( )YU
XU
1r1
r
′
′
π−
π=−  となり，(2.66)式により 
( )
( )
( )
( ) YX1YU
XU
YU
XU
r1
r
r1
r =⇔=′
′⇔′
′
−=−  が導き出される。 
また，このとき(2.53)，(2.54)式より，I＝L となることがわかる。 
以上を図示すれば図 2-5 のようになる。 
【図 2-5】保険の長期競争的均衡 
Y 
 
保険需給の長期競争均衡点は，機会直線と原点を通る傾き 1 の直線の交点 Q*となる。こ
の原点をとおる傾き 1 の直線を確実性直線という。 
 
図 2-4，図 2-5 に基づいて作成した長期競争市場における保険の需要・供給曲線は，図 2-6
のとおりとなる。 
 
 
 
 
X O 
Q*２ Q* 
Q*１ 
E 
E1 
E2 
p45° 
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【図 2-6】長期競争市場における保険の需要・供給曲線 
r(保険料率) 
R 
 
長期競争市場においては，図 2-6 の点 R にて需給が均衡する。そのときの保険料率が OH
で，需要量が OK となる。 
なお，以上の保険会社による保険の供給の分析は，保険会社がリスク中立的であることを
前提としている。また，保険会社の事業費を無視した分析であることにも注意を要する。
したがって，それらの前提条件が満たされないような場合は，この分析は，現実的でない
こともありうる9。 
2.3.3 モラル・ハザード 
『保険用語辞典』(日本経済新聞社)によれば，モラル・ハザードとは，「人間の精神状況
あるいは心理作用等に起因する危険。すなわち，保険契約者，被保険者，保険金受取人，
保険の目的(損害保険契約における保険の対象物)に接触する人の故意や不注意など，人為的
な要素によって保険事故を招致する可能性があることから生ずる危険のことをさす。」とな
っている。モラル・ハザードに近いものとして，モラル･リスクがあるが，モラル・リスク
については，同辞典は，「故意に保険事故を招致したり，保険事故を偽装したり，損害以上
に過大な保険金請求を行うなど，不正な保険金請求により利得を図ろうとするケースにみ
られるリスクのことをいう。」と定義している。 
つまり，モラル・リスクは，保険金詐欺などの犯罪性の強いものであるのに対して，モラ
ル・ハザードの方は，人間の心理から当然発生するもので，犯罪性のあるものではない。 
ここでは，期待効用理論と，保険の需給均衡モデルの結果を用いて，モラル・ハザードを
分析することとしたい。 
1) 保険契約者が事故の発生確率をコントロールできる場合 
いま，ある企業の資産の初期保有量をAとし，確率πで損害Lの事故が発生するものとす
                                                  
9 保険会社がリスク回避者である場合，保険会社の事業費が存在する場合の分析については，高尾[1991]
を参照されたい。 
I(保険需要) O 
H 
K 
保険の供給曲線 
保険の需要曲線 
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る。この企業は，費用Cを投ずることによって，事故の発生確率πをコントロールできる
とする。したがって，π＝π(C)となる。なお，今，この企業は，費用Coを投じて事故の
発生確率をπo＝π(Co)に抑えているとする。 
ここで，この企業が保険に加入したとき C がどのように変化するか分析する。 
保険金を I，保険料を P とすると，この企業の期待効用 EU は， 
( ) ( ) ( ) ( ){ } ( )CPAUC1CPILAUCCEU −−π−+−−+−π=  となる。 
ところで，いま保険の需給が均衡しているとすると，前述の保険の需要供給理論により，
L＝I，P＝π(Co)I であるから， ( ) ( ){ }CLCoAUCEU −π−= となる。 
効用関数 U(・)は増加関数であることから，期待効用を最大化するのは，C＝0 のときで
ある。π(C)は，C の減少関数であるから，π(0)＞π(Co)となって，保険会社が予想した
よりも，事故の発生確率が高くなる。したがって，保険という仕組の下で，保険契約者が
合理的に行動すれば，保険会社が引受けるリスクは保険契約前に保険会社が予想したもの
よりも，悪くなる。しかも，リスクが悪くなったという事実を保険会社が把握できること
は困難である。そのため，保険会社は，当初予想していたような利潤を得られなくなる。 
以上が，保険に不可避的に発生するモラル・ハザードを期待効用理論により説明したもの
である。 
具体例を挙げれば，化学プラントの所有者が火災保険に加入したことにより，今まで週に
1 回行っていたタンクやパイプの非破壊検査を月 1 回として，その頻度を下げるといった
保険契約者の対応が考えられる。 
 
2) 保険契約者が損害額の大きさをコントロールできる場合 
いま，ある企業の資産の初期保有量を A とし，確率πで損害 L の事故が発生するものと
する。この企業は，費用 C を投ずることによって，事故の損害額 L をコントロールできる
とする。したがって，L＝L(C)となる。なお，今，この企業は，費用 Co を投じて事故の損
害額を Lo＝L(Co)に抑えているとする。 
ここで，この企業が保険に加入したとき C がどのように変化するか分析する。 
保険金を I，保険料を P とする。また，前述の保険の需要供給理論により，損害額 L と保
険金 I が等しいときに需給の均衡点に達することから，この分析においては，企業は，L
が変動すれば，即座に保険会社に異動処理を申し出て，常に L＝I が保たれるようにする
ものとする。 
このとき，企業の期待効用 EU は， 
( ) ( ){ } ( ) ( ) ( )CPAUCPAU1CPICLAUCEU −−=−−π−+−−+−π=  となる。 
ここで，保険の需要供給理論より LP π= であるから， 
( ) ( )CLAUCEU −π−=           
効用関数 U(・)は，単調増加関数であるから，EU(C)を最大化するためには， 
F(C)＝A－πL－C を最大化すればよい。したがって， 0
dC
dF =  となる C を求めればよい。 
( ) π−=⇔=−π−⇔=
1
dC
dL0CLA
dc
d0
dC
dF
      ……(2.70) 
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今，L(C)と ( )CL
dc
dL ′= は，次の図 2-7 のような曲線になると考えられる。 
 
【図 2-7】事故損害額と損害額抑制コストの関係 
( )CL′L(C) 
O C
α 
O C
 
つまり，コストを一定以上かけても，損害額 L は，減少しなくなり，L(C)は，ある一定
の値に収束する。それを反映して ( )CL′ は，負の一定値αからじょじょに増加し，0 に収束
すると予想される。 
いま，(2.70)式の解が存在し，C＝C*で企業の期待効用 EU が最大化するものとする。 
 
ここで，保険に加入しない場合について分析する。保険に加入しない場合の期待効用 EU
を最大化する C=Co を求めることとする。 
( ) ( ) ( ) ( )CAU1CLAUCEU −π−+−−π=  
( ) ( ) ( ) ( CAU1CLAU1L
dC
dEU −′π−−−−′−′−π= )  
( )
( )CLAU
CAU111L0
dC
dEU
−−′
−′⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −π−−=′⇔=  
ところで，企業はリスク回避者である仮定より
( )
( ) 1CLAU
CAU <−−′
−′
 であることから 
( ) ( )( ) ( ) ( ) ( )*CLCoL*CL
1
CoLAU
CoAU111CoL ′>′⇔′=π−>−−′
−′⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −π−−=′  
図 2-7 より は，C の増加関数であるから，Co>C*，また，L(C)は C の減少関数であ
ることから， となることがわかる。 
( )CL′
( ) (CoL*CL > )
以上の分析により，保険の存在によって，保険の需要が増大することがわかる。今回の分
析においては，保険需要の増大は，保険会社に伝えられて，保険金(保険金額)も引き上げ
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られることから，前述の需要供給理論のモデルからは，保険会社が困難に陥ることはない。 
しかしながら，現実の場合は，保険会社がリスク回避者とならざるをえないことから，保
険の供給量には，限界が存在する。後述するが，保険需要が増大することは，再保険コス
トの上昇を招き，保険会社の経営を圧迫することとなる。したがって，保険契約者が損害
額をコントロールできる場合でも，保険という仕組みの下で保険契約者が合理的に行動す
ることによって，保険会社の経営にマイナスの影響をもたらすのである。 
具体的な例を挙げれば，建物の所有者が火災保険に加入したことで，建物の防火シャッタ
ーの点検の頻度が少なくなったり，消火設備を簡素化したりすることが考えられる。 
 
2.3.4 逆選択 
『保険用語辞典』(日本経済新聞社)によれば，逆選択とは，「生命保険では，健康に自信
がない者や危険な職業に就いている者が，また損害保険では，バッド・リスクの所有者が
すすんで保険に加入する傾向があるように，保険契約者は，保険事故発生の可能性が高い
リスクを選んで保険をつけようとする。これを逆選択といい，放置すれば収支相等の原則
を崩し，保険制度の健全性を損なうこととなる。」となっている。なお，収支相等の原則
とは，保険制度において保険金支払い総額と，保険料の総額が均衡し，制度として利益も
損失も発生しないことを意味している。 
ここでは，逆選択について，保険の需要供給理論を用いて分析する。 
いま，リスクの高い人の集団と低い人の集団が存在するとする。保険会社が，リスクの高
い人と低い人の区別が可能であるならば，それぞれについて別々の需要曲線，供給曲線が
存在し，それらの交点が均衡点になる。 
ただ，そのような完全情報の前提が適当と考えられる場合は，ほとんどなく，実際は，不
完全情報下，つまり，保険会社がリスクの高い人とリスクの低い人の判別ができないこと
が多い。このような不完全情報下で，リスクの高い人とリスクの低い人に対して保険会社
がどのように対応していくかを，ここでは考えることとする。 
リスクの高い人の事故発生確率を FH，低い人の事故発生確率を FL とする。そうした場
合，保険の需要供給理論によりリスクの高い人に対する適切な保険料率 RH＝FH，リスク
の低い人に対する適切な保険料率 RL＝FL となる。 
ここで，保険会社は，リスクの高い人と低い人の判別ができないことから，保険料率 RM
で保険を販売し，そのときのリスクの高い人の保険需要を IH，リスクの低い人の保険需
要を IL とする。 
このとき，保険会社の収入保険料は，RM(IH+IL)となる。一方，保険金は，IHFH＋ILFL
となる。ここで保険会社が長期競争市場での均衡状態に入ると収入保険料と保険金が等し
くなるから。 
( ) )RMFH(IH)FLRM(ILILFLIHFHILIHRM −=−⇔+=+  
この式は，リスクの高い人による損失とリスクが低い人による利益とが相殺して均衡して
いることを示している。 
 
このことを図示すると図 2-8 のようになる。 
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【図 2-8】不完全情報下の競争解 
R(保険料率) 
 
図 2-8 において，リスクの高い人による損失は，□STRMFH の面積であり，一方，リス
クの低い人による利益は，□RMQUFL である。この 2 つの部分の面積が等しいとき，不完
全情報下における均衡解を得ることができる。 
問題なのは，需要関数の形状によっては，リスクの高い人による損失を，リスクの低い人
による利益で相殺できないことが考えられ，図 2-8 のようなリスクの高い人もリスクの低い
人も保険に加入できるような，均衡解が存在しないケースがありうるのである。リスクの
高い人，リスクの低い人の両タイプを含む均衡解が存在しない場合を図 2-9 に示す。 
 
【図 2-9】完全な逆選択の場合 
 
I(保険需要) O 
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Q 
R(保険料率) 
リスクの低い人の需要曲線 
IH 
FL 
FH 
リスクの高い人の需要曲線 
I(保険需要) O 
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Q 
IL 
リスクの低い人の需要曲線 
S 
FH 
保険の供給曲線 
T 
リスクの高い人の需要曲線 
U 
FL 
IH 
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図 2-9 の場合は，保険会社に損失が出ないように RM を設定できない。そのため，均衡点
は，保険料率が FH となるときで，そのときリスクの低い人は，一切，保険に加入しなく
なる。このようなケースが典型的な逆選択である。 
このような逆選択が発生すると保険会社はリスクの悪い人だけと保険契約を締結するこ
とになる。つまり，保険契約者のデーターとして，リスクの悪い人のデーターのみしか蓄
積されないこととなり，情報の非対称性が拡大する。このことは，保険会社のリスク判別
能力を低下させて，さらなる逆選択を発生させる可能性がある。さらにその逆選択が保険
会社の情報量を低下させるという悪循環に陥ることが考えられる。 
 
2.3.5 保険キャパシティの限界 
保険の需要供給理論では，保険の供給曲線は，水平な直線となっていた。つまり，保険の
供給は，無限に可能であることとなっていた。しかしながら，これは，保険の需要供給理
論が様々な問題を捨象し，純粋化された条件でのものであるためであって，実際には，保
険の提供量(以下「保険キャパシティ」という。)は，非常に限定されている。そのことをこ
こで説明することにしたい。 
いま，保険契約の内容を示す保険契約ベクトル(保険料，損害額の期待値，予想最大損害
額，保険金額)を考える。予想最大損害額は，当該保険契約における 1 回の事故で予想され
る最大の損害額で，PML(Probable Maximum Loss)といわれる。例えば，東京都庁ビルの
ような巨大な建築物の火災リスクについて考えるとき，全焼というのは，まずありえない
ことから，過去の同程度の規模の建物の事故例や，当該建物の構造や防災設備等を勘案し
て，保険会社が予想最大損害額を算出するのが通常である。もちろん，保険会社の 1 事故
あたりの保険金の支払い限度額は，保険金額で，火災保険の場合は，保険金額は，建物の
価額になることから，通常は，予想最大損害額は，保険金額より小さくなる。ただ，再保
険マーケットによるリスクの売買においては，予想最大損害額はリスクの大きさを表す指
標として重要視される。また，予想最大損害額は，小さな確率，例えば数%の確率で発生す
る損害の大きさと考えられることから，予想最大損害額と損害額の期待値の差は，当該保
険契約における損害の発生の確率分布を考えるうえで，標準偏差が大きいか小さいかの指
標となる。 
いま，ある保険会社が n 個の保険契約を有しており，その保険契約のうち i 番目の契約の
保険契約ベクトルを Ri＝(Pi,Ei,Mi,Ii)とする。 
保険理論では，n が十分大きいと，大数の法則により n 個の保険契約による支払い保険金
総額が安定化し に近づいてくるということとなっている。 ∑ ∑=
i i
ii PE
しかしながら，いま， を満たすような大きな契約 k があった場合は，大数の法
則により保険の収支が安定すること自体，困難になってくる。というのも，k 番目の契約で
予想最大損害額の事故が発生したら，他のすべての契約が無事故であっても，保険会社は
損失を被るのである。k 番目の契約で予想最大損害額の事故があった場合は，他の契約で事
故があっても保険金を支払うことができなくなる。保険金支払い不能状態に陥ることとな
る。 
∑≥
i
ik PM
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つまり，大数の法則が成立するためには，一つの保険契約が保険会社の収支に与える影響
が大きくならないようにリスクの大きさを均等にする必要がある。そのために使われるの
が再保険というリスクの転嫁手段である。 
いま，i 番目の契約について再保険を手配するとは，保険契約ベクトル Ri＝(Pi,Ei,Mi,Ii)
を保有契約ベクトル Ti＝ ( ) ( ) ( ) ( ){ }iiii I1,M1,E1,P1 δ−γ−β−α− と再保険契約ベクトル 
Si＝ に分割し，Siについては再保険会社が履行することを保険会社と再保
険会社で約定することである。なお，
( iiii I,M,E,P δγβα )
01,01,01,0 ≥δ≥≥γ≥≥β≥≥α である10。 
大数の法則を効果的にするためには，すべての i について，Mi>L の場合は，(1－γ)Mi
≦L となるように再保険を手配しリスクの平準化を図る必要がある。この場合の L をその
保険会社の保有限度額という。 
ただ，このように再保険を手配することは容易ではなく，特に新しい種類のリスクであっ
て，かつ，α，β，γ，δが等しい場合11は，保険契約の料率12が再保険契約にも適用され
ることとなり，再保険を手配するためには，海外の再保険会社に日本の保険マーケット水
準を理解させる必要があることから，再保険の手配はかなり難しい。 
したがって，新しい種類のリスクの場合には，再保険の手配の困難さから，保険会社は，
保有限度額程度の保険キャパシティしか提供しないことがありうる。つまり，保険キャパ
シティは，かなり限定されてくるのである。 
 
以上は，各保険契約のリスクが独立事象である場合の分析であるが，各保険契約のうちい
くつかの契約において同時に事故が発生する可能性がありうることに注意する必要がある。
これをリスクの集積とよぶ。 
たとえば，自動車の車両保険は，ほとんどの場合，各契約における事故は，独立して発生
するが，台風の水害で自動車の車両が損害を受ける場合は，複数の自動車が同時に損害を
被ることとなる。また，1 つの大規模な商業ビルに入居するテナントの火災保険の契約は，
独立事象である個別リスクとみるべきではなく，それぞれが同時に損害を被る可能性があ
る集積リスクと考えるべきである。 
そのため，各契約について再保険を手配して，保有契約における予想最大損害額を保有限
度額以下としても，その保有契約同士が集積することがありうる。したがって，そういう
集積リスクをカバーする再保険の手当てを追加的にしなくてはならない。その再保険の手
配のためにかなりのコストを必要とする。 
さらに，前述したとおり，各保険契約の再保険の手配は，予想最大損害額を基礎として，
行うのであるが，予想最大損害額は，保険会社が算出したものであり，誤りが発生する可
                                                  
10 ここで，αについて，1 以下の条件がついていないのは，もとの保険契約の保険料にかかわらず，どう
しても再保険を手配したい場合は，αが 1 超，つまり契約者から収受した保険料に保険会社が金額を上乗
せして，再保険会社に再保険料として支払うような，逆ザヤの再保険手配もありうるからである。 
 
11 このような再保険を比例再保険という。その他の場合は，非比例再保険という。比例再保険の場合，再
保険契約ベクトルは保険契約ベクトルの定数倍となる。つまり再保険ベクトルが保険契約ベクトルに比例
する。 
12 保険料を保険料の算出の基礎となる数字で除した値。火災保険の場合は，建物の価額つまり保険金額が
保険料算出の基礎となる。 
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能性がある。つまり，予想最大損害額を超える損害が発生する可能性もあるわけである。
したがって，そのような予想最大損害額の算定のエラーによる損害をカバーする再保険の
手配も，別途必要となってくる。 
集積リスクも，予想最大損害額の算定エラーも保険会社の保険の提供量が増えるとともに
増大し，それらの損害をカバーする再保険コストも増加する。つまり，保険の供給曲線は，
水平ではなく，明らかに右上がりである。また，集積リスクや予想最大損害額の算定エラ
ーによる損害を軽減しようと保有限度額を引き下げるという発想も出てくる可能性があり，
保険会社が提供できる保険キャパシティは，ますます制限されてくるのである。 
 
なお，集積リスクの予想の誤りと，予想最大損害額の算定のエラーが世界の保険会社・再
保険会社に大きな影響を与えた事例は，米国の 9.11 同時多発テロの損害である。まず，ワ
ールドトレードセンタービルの予想最大損害額の算定エラーが存在する。当時の米国では，
予想最大損害額はかなり低めに見積もられることが多く，ワールドトレードセンタービル
の予想最大損害額は，保険金額(建築物の価額)の数%であったと予想される。にもかかわら
ず，全損してしまったことから，保険会社・再保険会社は，予想していた最大損害額の 20
倍近くもの保険金・再保険金を支払わなければならなくなった。さらに，予想外のリスク
の集積である。エアラインの旅客機 3 機以上が同時に事故に遭遇するという集積リスクは，
当時のマーケットでは予想されていなかった。そのため，その種の集積リスクをカバーす
る再保険の手配がなされていなかったと予想される。そのため，多くの保険会社・再保険
会社が経営に打撃を被り，中には破綻する会社もでてきたのである。 
 
以上をまとめると，保険金支払い不能の状態に陥らないために，保険会社は，リスク回避
者とならざるをえない。そのため，再保険の手配をすることとなるが，再保険がうまく手
配できない場合が多々あり，その場合は，保険キャパシティが著しく制限されることとな
る。 
 
2.3.6 脆弱性への対応策 
保険の脆弱性への対応策について述べることとする。 
1) モラル・ハザード対策 
モラル・ハザード対策には，次のようなものがある。 
a) 告知・通知義務の強化 
保険に加入する前に保険契約者が保険会社に告知する事項を詳細なものとし，保険会社が
リスクの実態をより適切に把握できるようにする。さらに，その保険契約者が加入前に告
知した事項について保険期間中に変更があった場合は，保険会社に通知するように保険約
款上で義務づける。また，告知義務違反・通知義務違反があった場合は，保険金支払いは，
免除されるようにする。以上のような措置は，現状の保険でも約款には明記されているが，
実際に告知義務・通知義務に関する条項が厳格に運用されていることは少ない。 
もし，告知・通知すべき事項が少なければ，その他の事項でリスクの良否に大きく影響を
与えるようなものが存在する可能性が大きく，さらにそれらの事項について，保険契約者
は，保険会社に通知せずに容易に保険期間中に変更することができる。たとえば，保険に
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加入前は行っていた防災措置のうち告知・通知義務のないものを軽減もしくは廃止し，そ
のコストを引き下げることができる。つまり，保険に加入することによって，保険契約者
は，なんらペナルティを受けることなしに，防災コストを圧縮し，リスクを悪化させ，そ
の増加したリスクを保険会社に転嫁することができる。たとえ，告知・通知すべき事項が
詳細なものであっても，告知・通知義務違反に対する約款上のペナルティが厳格に運用さ
れなければ，保険契約者のモラル・ハザードを抑止することはできない。 
したがって，モラル・ハザードを抑止するためには，告知義務を課する情報を詳細にする
とともに，告知義務・通知義務違反に対するペナルティを約款どおりに運用する必要があ
る。 
しかしながら，環境リスクなどの現在に特有のリスクは，その発生過程が複雑であり，そ
のような複雑なリスクに影響を与える事項をすべて列挙して，告知・通知義務を課すこと
は，事実上不可能である。そのため，告知・通知内容の精緻化や運用の厳格化だけでは，
モラル・ハザードを十分に抑止することはできない。 
b) インセンティブ・システムの導入 
インセンティブ･システムとは，損害の一部を保険契約者に負担させる仕組みにより，防
災に対する保険契約者のインセンティブを高め，モラル・ハザードを防止しようとするも
のである。インセンティブ・システムには，次のようなものがある。 
① 自己負担額の設定 
損害額のうち自己負担額以下の部分については，保険契約者が負担するものである。前述
の分析とおり，モラル・ハザードでは，損害額が大きくなるよりも，損害の発生確率が高
まる可能性が高い。損害額が大きくなれば，その増加分について保険を購入しなければな
らないが，発生確率を高めても，保険料には変化がないからである。言い換えれば，モラ
ル・ハザードにより，小損害が頻発するようになる可能性が高い。したがって，そのよう
なモラル・ハザードによって惹起された小損害の損害額を超えるような自己負担額を設定
すれば，モラル・ハザードによる増加損害額のほとんどすべてを保険契約者が負担するこ
ととなるため，モラル・ハザードが抑止されるのである。 
② 支払い限度額の設定 
保険金の支払い限度額を設けるものである。これは，モラル・ハザードのうち，保険需要
の増加に対応する。保険金の支払い限度額を設定すれば，支払い限度額を超える損害が発
生した場合は，保険契約者の負担になることから，モラル・ハザードにより引き起こされ
る損害額の増加の抑止策として効果的である。 
③ 縮小てん補の設定 
損害額の一定割合を保険契約者が負担するものである13。この方法によれば，モラル・ハ
ザードによる事故の発生確率の増加，損害額の増加の双方に対応できる。 
④ メリット・デメリット制 
過去の保険金の支払い状況によって，保険料率を決定する仕組みである。過去に多くの保
険金支払いを受けている保険契約者に対する保険料率は高くなり，逆に過去に保険金支払
                                                  
13 多くの文献では，英語のCo-Insuranceを直訳して「共同保険」としていることが多い。日本の保険マー
ケットでは，「共同保険」は，複数の保険会社が同一のリスクを共同して引受けることをいうことが多いこ
とから，本論では，一部の保険種目で採用されている「縮小てん補」という用語を使用することとした。 
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いを受けていない保険契約者の保険料率は低くなる。自動車保険がメリット・デメリット
制を採用している保険の典型例である。 
メリット・デメリット制を採用している保険では，モラル・ハザードによって，事故が多
発したり，損害額が増加した場合には，次年度の保険契約における保険料が引き上げられ，
その結果，契約者は，損害額の一部を実質的に負担することになるため，メリット・デメ
リット制は，モラル・ハザードの抑止策となる。 
 
なお，以上のモラル・ハザード対策は，それぞれ単独で採用されるものではなく，複数の
措置・仕組みを同時に採用することも珍しくない。たとえば，リスクの実態が把握しにく
い，企業物件の契約においては，前述のすべてのインセンティブ・システムが採用される
こともある。 
2) 逆選択対策 
経済学の理論では，リスクの高い人，リスクの低い人の効用がどのような要因によって影
響されるかを把握し，保険商品を巧みに設計することによって，自己選択14，つまり，リ
スクの高い人は，リスクの高い人用の保険商品を，リスクの低い人は，リスクの低い人用
の保険商品を自ら購入するように導くことができるとしている。しかしながら，このよう
に，保険契約者の効用の構造を適切に把握することは，事実上不可能である。 
そのため，逆選択対策として現在有効であるのは，強制付保にすることである。強制付保
には，法的な強制付保と社会的強制付保とがある。法的な強制付保の実例は，自賠責保険
や原子力損害賠償責任保険などが挙げられる。社会的強制付保の実例は，賃貸マンショ
ン・アパートに入居する際に，火災保険や借家人賠償責任保険の付保を入居者が家主より
要求されることなどが挙げられる。 
強制付保にすることによって，リスクの高い人もリスクの低い人も保険に加入することか
ら，保険会社として，両タイプの人の情報が豊富に入手できるようになり，リスクを細分
化した両タイプそれぞれの人向けの保険商品の開発が可能になることも予想される。 
3) 保険のキャパシティ対策 
保険のキャパシティ対策としては，地道にデーターを集め，再保険マーケットと交渉をし
ていくことが最も重要であるが，そのようなデーターがまだ十分集められていないような
リスクの引き受けについては，再保険プールを設立することが効果的なキャパシティ対策
となる。 
再保険プールの形式については，様々なものがあるが，ここでは，最も基本的な形態のも
のについて説明する。 
いま，A 社，B 社，C 社の 3 社の保険会社があり，それぞれの保有限度額が共通の値 L
であるとする。そして，それぞれ 1 つずつ保険契約を有しているとする。その契約を保険
契約ベクトルで Ra=(Pa,Ea,Ma,Ia)， Rb=(Pb,Eb,Mb,Ib)， Rc=(Pc,Ec,Mc,Ic)と表す。前
述のとおり，P は保険料，E は損害額の期待値，M は予想最大損害額，I は保険金額であ
る。また，それぞれの契約にリスクの集積はなく，それぞれの契約における保険事故は独
立事象であるものとする。さらに，各保険会社は，予想最大損害額によって，リスクの大
                                                  
14自己選抜ともいう。 自己選択についてはLaffont[1985]，Mckenna[1986]，佐々木[1991]を参照。 
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きさを把握し，それぞれの契約は，再保険マーケットから認知されておらず，再保険の手
配が一切できないものとする。 
そのような前提条件のもとでは，各社は，保有限度額以下のリスクしか引受けることがで
きないことから， 
LMc,LMb,LMa ≤≤≤            ……(2.80) 
が成立する。 
そこで，次のような仕組み(再保険プール)を導入する。 
① 各保険会社は，保有する保険契約について，そのすべてを再保険プールに再保険を用い
てリスク転嫁する。その結果，各保険会社の保有する契約をベクトルで表すと
Ta=(0,0,0,0)，Tb＝(0,0,0,0)，Tc=(0,0,0,0)となる。つまり保有リスクは存在しなくなる。
一方，再保険プールは，再保険契約 Sa=(Pa,Ea,Ma,Ia)， Sb=(Pb,Eb,Mb,Ib) ，
Sc=(Pc,Ec,Mc,Ic)を保有することとなる。 
② 次に再保険プールは，その保有する再保険契約を 3 分割し，それぞれを再々保険15を用
いて，A，B，C各保険会社にリスク転嫁する。その結果A，B，C各保険会社は，全く同
じ契約を保有することとなる。それを再々保険契約ベクトルで示すと 
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛= Ia
3
1,Ma
3
1,Ea
3
1,Pa
3
1SSa ， ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛= Ib
3
1,Mb
3
1,Eb
3
1,Pb
3
1SSb ， ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛= Ic
3
1,Mc
3
1,Ec
3
1,Pc
3
1SSc と
なる。SS は再々保険を示す。また，このとき再保険プールの保有するリスクは存在しな
くなる。ここで，これらの再々保険契約ベクトルが示す値(予想最大損害額)が，いずれも
保有限度額以下でなければならないから 
⇔≤≤≤ LMc
3
1,LMb
3
1,LMa
3
1 L3Mc,L3Mb,L3Ma ≤≤≤  ……(2.81) 
が成り立つ。(2.80)式と(2.81)式を比較すると，再保険プールの導入により各保険会社が
引受けることができるリスクの大きさ(予想最大損害額)が 3 倍になったことがわかる。さ
らに，各保険会社が保有するリスク(契約)の数は，1 から 3 に増加したこともわかる。つ
まり，再保険プールによって，各保険会社の保険キャパシティが拡大し，さらに，各保険
会社の保有するリスクの数が増加し大数の法則が効きやすくなったことがわかる。 
このように，再保険プールは，海外の再保険マーケットに再保険を手配することができな
いようなリスクの保険キャパシティを格段に高める。加えて，各保険会社が再保険プール
に加盟している保険会社のすべての再保険プール対象保険契約についての情報を共有す
ることにもなるため，リスクの定量化が困難であるようなリスクについての，保険料算出
の手法の開発を早める機能も有する。 
また，再保険プールに集積された保険契約のリスクに関する情報をもって，再保険マーケ
ットと交渉を行い，再保険プールが対象としたリスクが再保険マーケットに認知されるよ
うになり，結果，その種のリスクの再保険の手配が可能になること見込めるようになる。
つまり再保険プールは将来の再保険手配のための有効な手段ともいえる。 
 
                                                  
15 再保険で引受けたリスクについて再保険を手配するとき，その再保険を再々保険という。 
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第3章 環境保険の実際 
3.1 なぜ日本のマーケットなのか 
本論においては，日本の環境保険の解説や日本の損害保険会社に対する環境保険に関する
アンケート調査など，日本のマーケットの分析のみ行い，なぜ海外の環境保険マーケット
について言及しないかという指摘があるかもしれないので，日本のマーケットのみに分析
の的を絞った理由を述べておく。 
保険のマーケットは生き物である。日々変化している。明日にでも，どこかの国で大きな
事故が発生すれば，再保険マーケットの状況は様変わりし，再保険マーケットを通じて各
国の保険マーケットに影響を及ぼす。保険・再保険マーケットを構成するのは，私企業で
ある保険・再保険会社である。各国のマーケットに関する重要な情報は，私企業の手にあ
り，現時点においてマーケットで最も問題になっているような事項のほとんどは，企業秘
密に属するものであり，それらの情報・問題事項の入手は困難である。それらの情報・問
題事項が公にされるのは，保険業の監督当局と保険会社のトラブルや，保険金請求に関す
る訴訟などによってであるが，そのように公になった時点では，それらの問題事項は過去
のものとなっている可能性が大きく，現状のマーケットを反映するものではない。つまり，
マーケットに関するタイムリーな情報・問題事項を入手することは非常に難しい。したが
って，最新のマーケットの状況を少しでも把握するためには，本論で行っているように，
現時点で販売されている保険商品の内容の把握や，損害保険会社へのアンケート調査に頼
らざるを得ないが，その保険商品の調査や，アンケート調査の領域を海外まで拡張するこ
とに意味があることかどうかが問題となってくる。 
ところで，保険マーケットは，非常に地域特性が強いものでもある。環境保険のように損
害賠償責任保険の場合は，当該地域の法体系，当該地域の人たちの損害賠償請求に対する
考え方・姿勢，当該地域の保険会社の形態や経営方針によって，保険マーケットの状況が
大きく左右される。法体系については，加害者の加害行為の違法性の認定基準や，過失の
認定方法，また，どのような場合に加害者の厳格責任が問われるか，さらにどのような費
目が損害賠償として認められるかなどが問題となる。それらの法的な事項によって保険の
約款構成などの保険商品の内容や保険料率の算出方法が異なってくる。また，地域の人々
の訴訟に対する考え方・姿勢も，保険に対して同様の影響を与える。さらに保険会社の形
態，たとえばデパート型のあらゆる保険種目を扱う保険会社がメインなのか，あるいは，
ある種の保険種目に特化した保険会社が数多く存在するのかどうかも保険マーケットに大
きく影響を及ぼす。加えて，保険会社の経営方針，たとえば保険会社のリスク回避度の強
さによっても，保険マーケットは大きく異なってくる。保険会社のリスク回避度の強さに
よって，保険会社が手配する再保険の方式が異なってくる。その再保険の方式の違いによ
って，その保険マーケットが再保険マーケットの影響を受けやすいかどうかが，決まって
くる1。 
                                                  
1 リスク回避度の高い保険会社は，比例再保険をメインにしてリスクの転嫁を行うことが多く，再保険マ
ーケットの影響を受けやすい。逆にリスク回避度の低い保険会社は，非比例再保険をメインに使用するこ
とが多く，再保険マーケットの影響を受けにくい。実証データーはないが，保険会社のリスク回避度は日
本>欧州>米国であると一般的にいわれている。つまり米国の保険マーケットは先進国の中で最も孤立した
マーケットであるというのが通説である。 
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本論では，そのような保険マーケットの地域性の強さを，また，本論で提案するのは日本
における環境政策であることを考慮して，あえて分析の領域を海外まで広げることに大き
な意味がないものと判断し，日本の環境保険の解説，日本の環境保険マーケットの分析に
のみ言及することとした2。 
3.2 日本の環境保険 
現在，日本で販売されている環境保険である環境汚染賠償責任保険，土壌汚染浄化費用保
険，医療廃棄物排出者責任保険，産業廃棄物排出者責任保険について，環境汚染賠償責任
保険を中心に，その内容を概説する。なお，これらの保険の中には，純粋の損害賠償責任
保険ではないものも含まれているが，それらの保険は，保険契約者による環境汚染の除去・
浄化費用を契約や法令に基づき保険契約者が契約の相手方や行政から求償されたときに保
険会社がその費用を支払うもので，契約の相手方や行政に対する広義の損害賠償を保険が
肩代わりするものと考えられ，さらにこれらの保険は保険契約者による環境汚染に起因す
る外部不経済の費用を担保するものであって汚染者負担の原則に沿うものであることを考
慮して，本論における環境保険の範疇に含めることとした。また，これらの環境保険は，
いずれも，第 1 章 1.1 にて定義した公保険，つまり，「法律に基づいて政府が積極的に何ら
かの役割を果たしている保険」ではなく純粋な私保険である。 
この節は，赤堀[2004]をパラフレーズしたものである。また，八頭司[2004]も参考とした。 
3.2.1 環境汚染賠償責任保険 
この保険は，1992 年 AIU 社，日本火災海上社(現，日本興亜社)，安田火災海上社(現，損
保ジャパン社)の 3 社が共同開発したもので，現在はその他の会社でも販売されている。こ
の保険には，施設所有・管理者向けと請負業者向けの 2 種類があるが，本論では，産業廃
棄物処理施設や化学プラントなどに適用される施設所有・管理者向けのものについて述べ
ることとする。 
この保険は，保険契約者が所有，使用，または管理する施設から発生した環境汚染3に起
因する損害賠償責任および汚染浄化費用を担保する保険である。 
1) 想定される保険事故 
想定される事故は，次のようなものである。 
a) 工場の排煙脱硫・脱硝装置(大気汚染防止装置)の故障により，硫黄・窒素酸化物が大量
に大気に排出され，工場近隣の住民に健康被害を与えた。 
b) 工場の有害物質貯蔵タンクからの漏出事故により，近隣の農用地が汚染され農作物に被
害が生じた。 
c) 工場から流出，または漏出した有機塩素系の溶剤が地下水を汚染し，住民の飲料水とし
て利用できなくなった。 
d) 工場の排水が原因で，魚介類が発ガン性物質に汚染されていることが判明し，近海での
                                                  
2 海外の環境保険マーケットについてはFreeman[1997]，Swiss Reinsurance Company[1999a,b] ，Swiss 
Reinsurance Company [1998]などを参照されたい。ただし，これらの文献の内容が現状の環境保険マーケ
ットを適切に反映しているかどうかは保証できない。 
3 ここでいう環境汚染とは，流出，いっ出もしくは漏出し，または排出された汚染物質が地表もしくは土
壌中，大気中または海・河川・湖沼・地下水等の水面もしくは水中に存在し，かつ他人の身体の障害また
は他人の財物の損壊等が発生するおそれがある状態をいう。 
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漁業ができなくなった。 
e) 工場からの排水が原因で農用地が汚染されたため，行政より客土工事の費用の一部負担
を命じられた。 
2) 特色 
この保険の特色は，次のとおり。 
a) 突発的な環境汚染のほか，一般の損害賠償責任保険では担保されない「排気・排水」に
起因する環境汚染に基づく損害賠償責任，非突発的でじょじょに進行する漸進的環境汚
染に基づく損害賠償責任，地下水汚染により井戸が使用できなくなったなどの財物の損
壊を伴わない他人の財物の使用不能に基づく損害賠償責任および海岸・河川の汚染によ
る漁業権，入漁権の侵害に基づく損害賠償責任も担保すること。 
b) 汚染浄化費用については，損害賠償金の一部として負担する費用のほか，廃棄物処理法
などの法令の規定に基づく汚染浄化命令による保険契約者の支出も担保すること。 
c) 環境汚染対応費用担保特約を付帯することにより，被災者の見舞いのための役職員派遣
費用，環境汚染対策本部設置費用，新聞等へのお詫び広告掲載費用などの環境汚染対策
費用についても担保すること。 
3) 問題点 
この保険の問題点は次のとおり。 
a) 逆選択の可能性が高いこと。 
b) 非突発的・漸進的環境汚染をも担保することからリスクの実態の把握が困難で，保険料
算出が難しいこと。 
c) 環境汚染に対する法律の基準が次第に厳格になってきているため，リスクが拡大傾向に
あること。 
d) 過去においてまったく問題がないとされてきた化学物質がその後において有害である
とされるような不確実性が大きいこと。 
e) 再保険の手配が困難であること。 
f) 保険に加入する前に書面による審査および専門家による実地調査などの事前調査が必
要で加入できるまでに時間を要し，しかも，その調査費用は保険契約者の負担となるこ
と。 
3.2.2 土壌汚染浄化費用保険 
この保険は，2001 年に三井住友海上火災社から販売されたもので，保険契約者が不動産
の売買契約等により，契約の相手方に引き渡した対象不動産について，契約上の補償条項
に基づき，補償期間中に汚染の拡大が発見され，汚染浄化費用を支出した場合の費用損害
を担保する保険である。 
この保険では，土壌汚染に関する事前調査を行った不動産について，表明補償条項に規定
する補償期間中に偶然に汚染が拡大していること，または，汚染が拡大しているおそれが
判明したことを保険事故とする。表明補償条項に基づく事故が発生したことが判明した場
合に，汚染浄化費用，汚染確認費用およびコンサルティング等の追加費用の支出に対して
保険金が支払われる。 
3.2.3 医療廃棄物排出者責任保険 
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この保険は，2000 年に廃棄物処理法が改正され4，廃棄物を排出した事業者の責任が強化
され，不法投棄における排出者の責任も強化されたことに伴い，損保ジャパン社が開発・
販売したものである。 
この保険は，病院・診療所等の医療機関が排出した廃棄物が不法投棄され，廃棄物処理法，
特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律に基づく措置命令・除去費用の求償を受
けた場合に，廃棄物の撤去や汚染土壌の浄化に関する費用，投棄廃棄物により生じた健康
被害などの賠償責任を担保する保険である。 
3.2.4 産業廃棄物排出者責任保険 
この保険は，損保ジャパン社が開発し 2002 年より販売されている。この保険は，排出者
である企業が不法投棄監視5システムを導入し，不法投棄の防止に努めたにもかかわらず，
排出した廃棄物が不法投棄され，廃棄物処理法，特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関
する法律に基づく措置命令・除去費用の求償を受けた場合に，廃棄物の撤去や汚染土壌の
浄化に係わる費用，投棄廃棄物により生じた健康被害などを担保する保険である。 
3.2.5 その他の環境保険 
本論でいう環境保険に該当しないが，日本の保険マーケットで環境保険といわれているも
のについて述べる。 
1) 信頼回復費用保険 
この保険は，保険契約者が所有，使用または管理する施設から火災・破裂・爆発事故が発
生した場合，または，施設の設置・保存の瑕疵，施設を用いて行う業務の遂行に起因して
身体障害・財物損壊が発生した場合，さらに，製造・販売を行った生産物により身体障害・
財物損壊が発生し，PL・リコール事故となった場合に，信頼回復・信頼失墜防止のために
要したマスコミ対応費用，広告・公告費用および再発防止・安全対策のために要したコン
サルティング費用を担保する保険である。さらに，土壌汚染調査費用担保特約を付帯する
ことにより，事故発生時に土壌汚染の有無を調査する費用が保険金として支払われる。 
2) 家電リサイクル保険 
家電リサイクル法が 2001 年 4 月から施行され，家電メーカーや家電小売業者がリサイク
ル対象品を回収する法的な義務を負うと同時に消費者が回収費用を負担することとなっ
た。小売業者は消費者に対して，事前に回収のための収集・運搬料金を公表しその金額を
徴収する。その際，実際の収集・運搬にかかった費用に関して，当初，家電小売業者が設
定した料金を上回り，損失を被るリスクが懸念される。このような家電小売業者のリスク
を担保するのがこの保険である。家電リサイクル法により小売業者が実際に負担した収
集・運搬費用が消費者から徴収した料金を上回る場合に，その差額を担保する。 
3) 環境インセンティブ保険 
環境インセンティブ保険とは，環境損害を担保するのではなく，環境配慮行動を促す保険
である。この環境インセンティブ保険に該当する保険商品が数多く販売されている。これ
らの保険の多くは，保険で担保するリスクが環境配慮行動の有無に影響されないものが多
く，保険数理的には不公平な状態になっているところが問題である。 
                                                  
4 廃棄物処理法の改正内容については，吉野[2000]参照。 
5 不法投棄監視システムとは，企業が排出して廃棄物処理業者に処分を委託した産業廃棄物を，全地球測
位システム(GPS)を介して，常に所在を管理するシステムのことである。 
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主なものは，次のとおりである。 
a) エコ対策費用付財物保険 
通常の財物のリスクを担保する保険では，保険の対象となる財物が損害を受け，修理・復
旧する際には，損害を受けた財物と同程度の性能・仕様の部品・製品によって，その修理・
復旧がなされなければならない。もし，性能が向上したものを使用する場合は，性能向上
によって増加したと考えられる修理・復旧費は，保険金支払いの対象とならない。エコ対
策費用付財物保険では，修理・復旧に際して環境性能が向上した部品・製品つまり，原状
より環境負荷の小さい製品・部品を使った場合に，それによって増加した修理・復旧費を
も保険金支払いの対象とするものである。 
b) 環境対策車割引 
低公害車(ハイブリット車，電気自動車，メタノール車，天然ガス車)，低燃費自動車，低
排出ガス車は，有害物質の排出量が少なく，地球環境保全への効果が期待されるため，こ
れらの環境に配慮した自動車の普及を支援し，地球環境保全に寄与するために，自動車保
険の割引が行われている。 
c) リサイクル部品特約 
事故時に修理が必要となった場合に，新品部品の代わりにリサイクル部品を使用すること
を前提に契約した契約者につき，車両保険を割り引くもの。 
3.3 アンケート調査による日本の環境保険マーケットの分析 
3.3.1 アンケート調査の概要 
日本で営業免許を有する損害保険会社 20 社に対して環境保険に関するアンケート調査を
行った。郵送にてアンケート調査票を送付し，すべての質問事項に対する回答は得られな
かったものの，20 社すべてから，郵送，電子メール，電話のいずれかによって回答を得る
ことができた。 
アンケート調査を依頼した損害保険会社は次のとおりである。 
あいおい損害保険株式会社，朝日火災海上保険株式会社，アリアンツ火災海上保険株式会
社，AIU 保険会社，エース損害保険株式会社，共栄火災海上保険株式会社，ジェイアイ傷害
火災保険株式会社，スミセイ損害保険株式会社，セコム損害保険株式会社，セゾン自動車
火災保険株式会社，株式会社損害保険ジャパン，大同火災海上保険株式会社，東京海上日
動火災保険株式会社，日新火災海上保険株式会社，ニッセイ同和損害保険株式会社，日本
興亜損害保険株式会社，富士火災海上保険株式会社，三井住友海上火災保険株式会社，明
治損害保険株式会社，安田ライフ損害保険株式会社（以上五十音順） 
『インシュアランス平成 15 年版損害保険統計号 14 年度決算』によると，2002 年度にお
ける，この 20 社の全保険種目合計の元受正味保険料のマーケットシェアは，97.83%で，環
境保険を含む保険種目である損害賠償責任保険の元受正味保険料のマーケットシェアは，
98.66%6であり，さらに日本の保険マーケットにおいては，環境保険を含む保険種目である
                                                  
6 『インシュアランス平成 15 年版損害保険統計号 14 年度決算』に損害賠償責任保険の元受正味保険料が
載っていない会社については，新種保険の数字から損害賠償責任保険の元受正味保険料を推定することに
よって，マーケットシェアを算出した。本章における損害賠償責任保険の元受正味保険料ベースのシェア
は，すべて同様の方法により算出した。 
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ノンマリン分野における損害賠償責任保険に特化した保険会社7は，存在しないことから，
この 20 社のアンケート調査によって，日本の環境保険のマーケット分析がおおむね可能に
なると考えられる。 
本調査における質問事項は，①環境保険の販売状況，②環境保険の引受け方針8，③環境保
険が社会的に影響力を持ちうるために必要な事項，に関するものである。質問事項の具体
的内容については補遺を参照されたい。 
3.3.2 アンケート調査の結果 
アンケート調査の結果は次のとおり。 
1) 環境保険の販売状況 
まず，本論における環境保険に該当する，①環境汚染賠償責任保険，②土壌汚染浄化費
用保険，③医療廃棄物排出者責任保険，④産業廃棄物排出者責任保険の販売状況について
質問した。保険の種目については，従来の保険に特別約款を付帯して，これらの環境保険
と同様の担保内容の保険を販売することが可能であるため，これらの環境保険と同様の担
保危険を持つ保険も，それぞれの保険に該当するものとした。また，販売している場合は，
それぞれの保険の保険料，契約件数を質問した。 
さらに，本論での環境保険に該当しないが，参考までに⑤信頼回復費用保険についても，
同様の質問を行った。 
販売をしているか否かについての回答は，表 3-1 のとおりである。表の中の数字は会社
の数，括弧の中は，アンケート調査を行った 20 社に占める割合である。 
 
【表 3-1】環境保険の販売状況 
保険の種類 販売している 販売していない 未回答 
①環境汚染賠償責任保険 8 (40%) 12 (60%) 0 (0%) 
②土壌汚染浄化費用保険 6 (30%) 13 (65%) 1 (5%) 
③医療廃棄物排出者責任保険 3 (15%) 16 (80%) 1 (5%) 
④産業廃棄物排出者責任保険 2 (10%) 17 (85%) 1 (5%) 
⑤信頼回復費用保険 2 (10%) 17 (85%) 1 (5%) 
①~④のいずれかの保険 8 (40%) 12 (60%) 0 (0%) 
 
①~④のいずれかの保険を販売している会社が，本論における環境保険を販売している
会社といえる。その会社の数は，8 社であった。この 8 社合計のマーケットシェアは，全
保険種目における元受正味保険料ベースで 88.81%，環境保険を含む保険種目である損害
賠償責任保険における元受正味保険料ベースで，92.50%となった。つまり，日本の保険マ
ーケットは，デパート型の全種目を販売する保険会社の占める割合が大きく，それらのデ
パート型の大規模な保険会社によって，それらの会社が提供する多くの保険の一つとして，
環境保険が販売されていることがわかった。 
                                                  
7 日本の保険マーケットにおいても，船主責任保険，取引信用保険，金融保証については，それぞれに特
化した保険会社が存在する。 
8 引受けとは，保険・再保険会社が保険・再保険契約によって，リスクの転嫁を受けることをいう。保険・
再保険契約の締結の可否を保険・再保険会社が決定する際の基準が引受け方針である。 
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次に環境保険の保険料および契約件数であるが，環境保険を販売している 8社中 6社は，
それらのデーターは企業秘密に該当するとのことで未回答であった。8 社中 1 社は，保険
料や契約件数の具体的値については回答がなかったものの，実際の契約が存在するとの回
答があった。8 社中もう 1 社は，環境保険を販売しているものの現在契約が存在しないと
の回答であった。以下，環境保険を販売する 8 社を「販売会社」，環境保険を販売しない
会社を「非販売会社」ということとする。 
2) 環境保険の引受け方針 
環境保険について各社の引受け方針について質問した。非販売会社であっても，現状だ
けではなく，今後のことを想定して回答してもらった。回答結果は，次の表 3-2 のとおり
である。表の中の数字は左の列の選択肢を選んだ会社の数，括弧の中は，アンケート調査
を行った 20 社に占める割合である。なお，表 3-2 の回答の③は，保険会社の経営方針･
営業施策上，当面は，環境保険によって損失を被ることをやむなしとするもので，次のよ
うなケースを想定している。 
• 多少損失が出た場合でも保険料運用益でカバーできる。 
• 環境リスクに係わる保険のマーケットは，今後拡大が予想され，その拡大によって大数
の法則の効果が表れることから，採算性も良好になると考えられるため。つまり，潜在
的な優良マーケットへの先行投資。 
• 環境リスクに係わる保険を積極的に販売することによって，契約者である企業の他の種
目の保険にシェアインできたり，あるいは他の保険のシェアが拡大することによって，
環境リスクに係わる保険の損失以上の利益を得られる可能性がある。 
• 環境リスクに係わる保険を積極的に販売することによって環境リスクに強いという企
業イメージを契約者である企業に与え，そのことによってリスクコンサルタント業務の
拡大が見込める。 
• 環境リスクに係わる保険を積極的に販売することによって企業イメージが向上し，個人
を対象とした保険の拡販が予想される。 
 
【表 3-2】環境保険の引受け方針 
引受け方針 販売会社 非販売会社
①引受けない 0 (0%) 7 (35%) 
②リスクに見合う保険料が確保できれば引受ける 7 (35%) 0 (0%) 
③リスクに見合う保険料が得られなくても，その程度が小
さければ引受ける 
0 (0%) 0 (0%) 
④その他 1 (5%) 2 (10%) 
⑤未回答 0 (0%) 3 (15%) 
 
保険会社の引受け方針は，企業秘密そのものであるので，未回答率が高かった。 
販売会社 8社のうち 7社がリスクに見合う保険料が確保できれば引受けるとの回答であ
った。販売会社の残りの 1 社のその他の回答内容は，リスクの実態を把握したうえで，契
約者との他の保険種目における取引状況などを総合的に勘案して引受けを行うというも
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のであった。つまり，他の保険種目での優良契約者であれば，環境保険で多少損失を被っ
てもやむを得ないという回答であり③に近いものである。 
非販売会社 12 社中 7 社が引受けないという回答であった。非販売会社 12 社中 1 社は，
リスクの正確な定量化が可能で，かつ再保険の手配が可能であれば引受けを行うと回答し
ている。非販売会社 12 社中もう 1 社は，今まで環境保険の引受けの依頼を受けたことが
ないので，引受け方針は現時点では未定との回答をしている。非販売会社の残りの 3 社は
未回答である。 
a) リスクの判断基準について 
環境保険についてリスクに見合う保険料が確保できれば引受けを行うと回答した 7 社
について，リスクに見合うかそうでないかの基準，つまりリスクの判断基準は何かを質問
した。結果は，次の表 3-3 のとおりである。表の中の数字は，左の列の選択肢を選んだ会
社の数，括弧の中は，この質問を行った 7 社に占める割合である。 
 
【表 3-3】環境保険のリスクの判断基準 
リスクの判断基準 会社数(率) 
①自社内のデーターに基づいた保険料 0 (0%) 
②再保険マーケットにより算出された保険料 2 (28.6%) 
③リスクの大きさによって，自社内のデーターによる保険料，再保険マ
ーケットによる保険料を使い分ける 
2 (28.6%) 
④その他 3 (42.8%) 
 
④のその他の判断基準については次のような回答があった。 
1 社は，引受け対象リスクの精査をあげ，1 社は，契約者との長期取引があり過去の事
故歴が把握できるときに，その事故歴により算出される保険料という回答であった。この
2 社の回答は，自社内のデーターに基づいた保険料と解釈できる。 
もう 1 社の回答は，実際のリスクと再保険マーケットデーターとのコンビネーションと
いう回答であった。これは，再保険マーケットの保険料と自社のデーターによる保険料と，
実際のリスクを比較し総合的に適切な保険料を決定する9ものと解釈でき，いずれにせよリ
スク判断を行う際に，少なからず再保険マーケットの情報を必要とするものである。 
以上の回答をここで，リスクの判断に再保険マーケットの情報を必要とする会社とそう
でない会社に分けると，再保険マーケットの情報を必要とする会社は，7 社中 5 社で，再
保険マーケットの情報を必要としない会社は，7 社中 2 社にすぎない。つまり，環境保険
を引受ける会社のほとんどがそのリスク判断の一部もしくは全部を再保険マーケットに
頼っていることがわかる。 
 
                                                  
9 再保険マーケットが提示する保険料は，安全サイドに立った保険料となり，高いものとなりがちだが，
再保険マーケットが提示する保険料がリスクの実態を反映せずに，極めて低廉なものなることも多々ある。
そのような場合は，再保険マーケットが提示する保険料で引受けを行うと保険会社は，損失を被る可能性
が高くなる。したがって，保険会社は，再保険マーケットに頼りきらずに自社でリスクの判断を適切に行
えるよう努力していかなくてはならない。 
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b) 環境保険を引受けない理由 
環境保険を引受けないと回答した 7 社について，その理由を質問した。なお，回答にあ
たっては，1 社につき最大 3 つまでの選択肢を選べるものとした。その結果は，表 3-4 の
とおりである。表の中の数字は，左の列の選択肢を選んだ会社の数，括弧の中は，この質
問を行った 7 社に占める割合である。 
 
【表 3-4】環境保険を引受けない理由 
環境保険を引受けない理由 会社数(率) 
環境リスクは複雑で定量化ができない 6 (85.7%) 
逆選択の可能性が大きい 4 (57.1%) 
モラル・ハザードの可能性が大きい 0 (0%) 
再保険の手配が困難である 5 (71.4%) 
事故が発生した場合の損害査定に困難が伴う 3 (42.9%) 
未回答 1 (28.6%) 
 
環境リスクは複雑で保険料の算出が困難であることが，最も大きな理由である。次は，
再保険手配の困難さ，その次は逆選択の可能性である。引受けない理由のトップではない
ものの，ここでも，再保険が環境保険の引受けに大きな影響を与えていることがわかる。
もし，これらの会社が再保険の手配が可能と考えているのならば，環境リスクの定量化は，
再保険マーケットに依頼すればよいのである。逆にリスクの定量化がこれらの会社で可能
であっても，その保険料で再保険の手配ができるかどうかは不明である。したがって，表
3-4 でリスクの保険料への定量化の問題が最大の理由になっているものの，実は再保険の
手配が困難であることが，環境保険を引受けない最大の理由といえるのである。 
興味深いのは，モラル・ハザードを引受けない理由に挙げた会社が 1 社もないことであ
る。これらの会社は，契約者との間に強固な信頼関係があるのか，あるいは，現行の保険
商品のインセンティブ・システムが有効に機能すると考えていると推測される。海外で発
達した不確実性の経済学や情報の経済学による保険理論では，モラル・ハザードは，保険
の脆弱性を代表するような最重要問題の一つである。にもかかわらず，今回の調査結果は，
海外で発達した理論を一律に日本に適用することに問題があるのではないかという疑問
を生じさせるものである。 
3) 環境保険が社会的影響力を持つために必要な事項 
調査対象の 20 社に対して，今後，環境保険が環境改善のために社会的影響力を持ちう
るようになるためには何が必要か質問した。なお，回答にあたっては，1 社につき最大 3
つまでの選択肢を選べるものとした。回答結果は，次の表 3-5 のとおりである。表の中の
数字は，左の列の選択肢を選んだ会社の数，括弧の中は，販売会社数，非販売会社数，合
計全 20 社それぞれに対する割合である。 
 
表 3-5 の④の再保険プール(1 号プール)とは，保険業法第 101 条第 1 項第 1 号に規定さ
れている再保険プールで，保険料率のカルテルが認められているもの。現状では，航空保
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険プール，原子力保険プール10などが認められている。1 号プールの場合は，プールで保
険料が決定されることが多く，プールのメンバー会社にとってリスク判断をする手間が省
ける。ただし，新たな 1 号プールを設立するためには，保険業法の改正が必要となる。ま
た，⑤の再保険プール(2 号プール)とは，保険業法第 101 条第 1 項第 2 号に規定されてい
る再保険プールで，再保険の共同処理は認められるが保険料のカルテルは認められない。
現状では自動車対人プール，自動車BI・ELCプールなどが認められている。したがって，
2 号プールの場合は，リスクの保険料への定量化は，プールに頼ることはできず，各メン
バー会社が自社の判断で行う必要がある。したがって，プールを設立しても各メンバー会
社のリスク判断の負担は軽減されない。ただ，2 号プールは金融庁の認可により設立する
ことができ，設立に際して法律の改正が不要である。 
 
【表 3-5】環境保険が社会的影響力を持つために必要な事項 
必要な事項 販売会社 非販売会社 合計 
①リスクの定量化ができるようにノウハウ
を蓄積する 
4 (50.0%) 7 (58.3%) 11 (55.0%) 
②再保険が手配できるよう再保険会社と地
道に交渉する 
1 (12.5%) 2 (16.7%) 3 (15.0%) 
③強制付保化 2 (25.0%) 3 (25.0%) 5 (25.0%) 
④再保険プール(1 号プール)の設立 1 (12.5%) 4 (33.3%) 5 (25.0%) 
⑤再保険プール(2 号プール)の設立 0 (0.0%) 1 (8.3%) 1 (5.0%) 
⑥政府の再保険キャパシティの提供 1 (12.5%) 4 (33.3%) 5 (25.0%) 
⑦政府の保険料一部負担 0 (0.0%) 1 (8.3%) 1 (5.0%) 
⑧その他 3 (37.5%) 1 (8.3%) 4 (20%) 
⑨未回答 1 (12.5%) 2 (16.7%) 3 (15.0%) 
 
ここで，⑧その他の見解の内容をみておく。その他の回答内容は次のとおりである11。 
(ア) 環境リスクにかかわる法制度やその他のインフラがもっと整備されること。 
(イ) 逆選択の可能性が強いので，その対策が必要となる。 
(ウ) 環境保険が普及しない原因は，保険に加入する前に必要となる調査を契約者の費用で
行う必要があるなどの商品内容の欠陥にあることから，これらの商品内容を改善する
ことで，環境保険のより多くの普及が見込める。 
(エ) 環境保険は環境リスクに関して企業の負担する経済的損失を補償するもので，環境改
善と保険の普及とは相関関係はない。 
                                                  
10 正確には原子力保険プールは元受プール。ただし，再保険処理も行うことから，ここでは再保険プール
とした。再保険プールは，再保険の処理のみ行い保険契約者と直接交渉することはないが，元受プールは
再保険の処理だけでなく，プールのメンバー会社の代表として，保険契約者と交渉(営業活動)も行うとこ
ろに大きな違いがある。 
11 その他の回答は，もう 1 つあったが，その回答は，環境損害という言葉の理解が筆者と大きく異なって
いることから，その内容の記載は，省略することとした。後日，言葉の定義を統一したうえで，再度，調
査をしたいと考えている。 
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このその他の見解のうち(ア)~(ウ)は，販売会社のものである。(エ)は，非販売会社のも
のである。このうち(ア)は，ある種の公的支援が必要という見解である。(イ)も，逆選択は
強制付保によって防ぐことができることから，環境保険が社会的影響力を持つためには，
強制付保化という公的支援が必要であるという見解である。(ウ)は，商品改善という，あ
くまで民間での努力で環境保険が社会的影響力を持ちうるというものである。 
以上の分析を踏まえたうえで，表 3-5 の回答をまとめることとする。 
表 3-5 の③，④，⑤，⑥，⑦は，いずれも政府の公的支援が必要であることから，③，
④，⑤，⑥，⑦のいずれかが必要と回答した会社を公的支援が必要と考えている会社とす
る。以下，これらの会社の集まりを「公的支援グループ」ということとする。さらに，そ
の他の回答のうち(ア)，(イ)については，前述のとおり公的支援を必要としているといえ
ることから，これらの回答をした会社も，公的支援グループに加える。 
次に，表 3-5 の項目のうち①，②いずれかのみを選択している会社を民間努力のみで環
境保険が社会的影響力を持ちうるようになると考えているとする。以下，これらの会社の
集まりを「民間努力グループ」ということとする。また，その他回答のうち(ウ)も民間努
力のみで対応可能と判断しているので，民間努力グループに加える。 
さらに，表 3-5 の項目のうち②，④，⑤，⑥のいずれかが必要と考えている会社は，再
保険キャパシティが必要と考えていることとなるため，これらの会社の集まりを「再保険
キャパシティグループ」ということとする。 
加えて，表 3-5 の項目のうち①，④のいずれかが必要と回答した会社は，環境リスクの
保険料への定量化についての支援が必要であると考えているといえることから，これらの
会社の集まりを「アンダーライティング12グループ」ということとする。 
各グループの会社数をまとめたのが，次の表 3-6 である。表の中の数字は，左の列のグ
ループに属する会社の数，括弧の中は，販売会社数，非販売会社数，合計全 20 社それぞ
れに対する割合である。なお，「未回答・未定グループ」は，未回答や回答があっても，
どこのグループに属するのか判断できない会社の集まりである。 
 
【表 3-6】グループ分けした保険会社数 
グループ 販売会社 非販売会社 合計 
①公的支援グループ 4 (50.0%) 7 (58.3%) 11 (55.0%) 
②民間努力グループ 3 (37.5%) 2 (16.7%) 5 (25.0%) 
③再保険キャパシティグループ 3 (37.5%) 7 (58.3%) 10 (50.0%) 
④アンダーライティンググループ 4 (50.0%) 8 (66.7%) 12 (60.0%) 
⑤未回答・未定グループ 1 (12.5%) 3 (25.0%) 4 (20.0%) 
 
表 3-6 を分析する。公的支援グループは，販売会社でも非販売会社でも，その 50%以上
が属しており，環境保険が環境改善に対して社会的影響力を持つためには，半数以上の保
険会社が公的支援が必要と考えていることがわかる。ただし，そう考えている会社の比率
                                                  
12 アンダーライティングとは，保険で引受けるリスクの実態を把握し，保険料や支払い限度額，自己負担
額，約款の条項などのほとんどすべての保険条件を決定する一連の作業をいう。 
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は販売会社より非販売会社の方が高い。 
次に，民間努力のみで環境保険が環境改善に対して社会的影響力を持つようになると考
えている民間努力グループの会社は，販売会社でも，非販売会社でも比較的少ない。ただ
し，販売会社の方が民間努力グループに属する会社の比率は高い。 
さらに，環境保険が環境改善に対して社会的影響力を持つためには，再保険キャパシテ
ィの確保が必要と考えている再保険キャパシティグループに属する会社は，非販売会社に
多く見られる。それに比較して販売会社で再保険キャパシティグループに属する会社は，
比較的少ない。 
加えて，環境保険が環境改善に対して社会的影響力を持つためには，リスクの保険料へ
の適切な定量化の手法が必要と考えているアンダーライティンググループに属する会社
は，販売会社でも非販売会社でも半数以上を占める。ただし，アンダーライティンググル
ープに属する比率も，非販売会社の方が販売会社より高い。 
3.3.3 アンケート調査による分析のまとめ 
アンケート調査による日本の環境保険のマーケット分析をまとめておく。 
環境保険を販売する規模の大きい保険会社の多くは，リスク判断を行う際に再保険マーケ
ットの情報を参考としている。リスクの定量化が困難であること，再保険の手配が困難で
あることを理由に，比較的規模の小さい保険会社は環境保険の販売を行っていない。これ
は，日本の環境リスクについての情報が十分に蓄積されていないことから，再保険マーケ
ットの情報に頼らざるを得ないものと推測される。また，日本の環境リスクに関する情報
が十分に収集されていないことから，日本の環境リスクの実態を再保険マーケットに認知
させることができず，そのため，再保険の手配が困難になっていると考えられる。 
このような状況を改善するためには，環境保険の契約数を増やし，日本の環境リスクに関
する情報を十分な量にして，再保険マーケットと交渉する必要があるが，逆に，再保険の
手配が困難であることから一向に環境保険の契約数が増えずに，リスクに関する情報を蓄
積できないのが現状であると予想される。 
日本の保険マーケットの多くの会社は，リスクの保険料への適切な定量化が可能になるよ
うに，また，再保険の手配が可能になるように，環境保険の法律による強制付保化，保険
業法を改正し環境保険を対象とする保険料率も算出する再保険プールの設立，政府による
再保険キャパシティの提供などの公的支援が，環境保険が普及し環境改善に関して社会的
影響力を持ちうるために必要と考えており，民間の努力のみで，環境保険の現状が改善す
ると考えているのは，環境保険を販売する規模の大きい会社のうちの一部と，環境保険の
販売をしない比較的規模の小さな会社のごく一部にすぎない。 
 
3.4 実際の環境政策としての環境保険 
3.4.1 外部不経済の算出不可能性 
須田[1988]，庭田[1979]，浜田[1977]においては，外部不経済の費用と無過失責任主義に
基づく損害賠償，損害賠償責任保険の純保険料は，ほぼ同じものであり，言葉としての使
用する局面が異なるのみであるとしている。具体的には，外部不経済の費用は，経済効率
性を論じるときに使われる言葉で，損害賠償や損害賠償責任保険の純保険料は，被害者救
済を論じるときに使われる言葉であるとしている。 
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ここでは，これらの 3 種類の費目についての関係を整理しておくこととしたい。 
1) 外部不経済 
『経済辞典』(有斐閣)によれば，外部性とは「ある消費者や生産者の経済活動が他の消費
者や生産者に影響を与えること。有利な影響を受ける場合を外部経済があるといい，不利
な影響の場合を外部不経済があるという。市場の価格変化を通じて生じる場合を金銭的外
部不経済といい，市場を通じない場合を技術的外部経済という。」としている。本論で論じ
るのは，技術的外部不経済である。 
硫黄酸化物を大気に排出する事業場の場合，外部不経済は大きく分けて 3 つの形態で発生
する。具体的には，1 つ目は，事業場の周囲の住民が硫黄酸化物によってぜん息に罹患する
というような人の健康・生命に関する損害，2 つ目は，硫黄酸化物によって周囲の住宅の屋
根が腐食・損壊してしまうというような人の所有する財物の損害，3 つ目は，周囲の大気の
状態が悪化することによって，客足が遠のいてしまい，事業場周辺の商店の営業利益が減
少してしまうというような得べかりし利益の喪失，つまり人の逸失利益の損害である。 
2) 損害賠償 
『法律用語辞典』(有斐閣)によれば，損害賠償とは「一定の事由に基づき他人に与えた損
害をてん補して，損害がなかったのと同じ状態にすること。通常，金銭賠償によるが原状
回復による場合もある。民法の規定による不法行為(709 条)に基づくものが代表例。」とあ
る。不法行為以外で損害賠償を規定するおもな法律・条項は，民法 717 条の工作物責任，
自動車損害賠償保障法，製造物責任法，原子力損害の賠償に関する法律，国家賠償法など
がある。損害賠償においては，財産的損害と精神的損害が賠償される。人の健康・生命に
関する損害は，財産的損害および精神的損害に該当し，人が所有する財物の損害と人の逸
失利益の損害は，財産的損害に該当する。 
加害者に損害賠償責任が生じる主要な要件は，加害行為と損害との間に因果関係があるこ
と，加害行為による被害者の権利の侵害があることである。 
因果関係については，最高裁判所の昭和 50 年 10 月 24 日第二小法廷の判決により，損害
発生のメカニズムを自然科学的に完全に説明することは要せず，経験則に照らして高度の
蓋然性があればよいこととなっている。したがって，因果関係の観点からいえば，損害賠
償は外部不経済より広い事象を対象としている。たとえば大気汚染公害訴訟の因果関係の
証明によく用いられる疫学的証明では，疫学調査により当該有害物質に暴露している人の
罹患率が暴露していない人の罹患率の 5 倍程度以上あれば高度の蓋然性があるとされてい
るが，その罹患率の差が他の物質の影響によるものであることを完全に排除しているもの
ではない。つまり，加害者が排出している有害物質以外の物質の影響によって健康被害が
発生している場合，つまり外部不経済ではない場合についても，損害賠償責任が生ずる可
能性がある。 
次に権利の侵害であるが，人の健康・生命に関する損害が発生している場合は，人格権・
生存権の侵害が，人の所有する財物の損害と人の逸失利益の損害が発生している場合は，
財産権の侵害があるといえることから，外部不経済と損害賠償との間に齟齬は生じない。 
さらに，因果関係と権利の侵害以外に，損害賠償責任の要件として加害者の過失を規定し
ている法律・条項が多く，過失を要件とする過失責任主義により，ほとんどの損害賠償責
任の有無が決定される。ただ，鉱業法，自動車損害賠償保障法，原子力損害の賠償に関す
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る法律，大気汚染防止法，水質汚濁防止法，油濁損害賠償保障法など，過失を要件としな
い無過失責任もしくは，証明責任の転換によって事実上無過失責任と同様の規定を有して
いる法律・条項がある。したがって因果関係の点で齟齬が生じていないとき，無過失責任
の場合は，損害賠償の原因となる事象と外部不経済を発生させる事象は一致するが，過失
責任の場合は，損害賠償の原因となる事象は，外部不経済を発生させる事象より，限定さ
れたものとなる。 
加えて，損害賠償は法律により決定されるものであることから，様々な限定条件が存在す
る。時効や除斥期間により，損害賠償を被害者が請求できる期間が限定されていることか
ら，損害賠償は，外部不経済より限定的なものとなる。また，訴訟技術的に損害賠償を請
求できないような場合がある。たとえば自動車による大気汚染の損害賠償責任の一部は，
自動車のドライバーに存在するが，そのドライバーを特定し訴訟を提訴することは不可能
である。また，絶滅危惧種の生物に与える損害のように損害額を適切に算定することが困
難な場合もある。このような訴訟技術上の問題からも，損害賠償請求が可能となる外部不
経済は限られてくる。以上をまとめると図 3-1 のようになる。図 3-1 の集合の要素は，「加
害行為と考えられる行為」と「発生した被害・損害」の組み合わせである。 
 
【図 3-1】外部不経済と損害賠償の関係 
 
外部不経済 
損害賠償(過失
責任) 
損害賠償(無
過失責任) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3) 純保険料 
損害賠償責任保険の純保険料は，被害者が加害者に損害賠償を請求し，その結果，加害者
から被害者に支払われる損害賠償額の期待値である。ここで注意しなければならないのは，
損害賠償額が弁護士費用などの取引費用を上回らない限り，被害者から加害者に対する損
害賠償の請求が行われないことである。 
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【図 3-2】損害賠償と取引費用 
 
図 3-2 は，取引費用と損害賠償額の関係を示したものである。損害賠償額の直線は傾きが
1
の図 3-3 は，加害者である企業の有害物質の排出量と，その企業の有害物質により損害
を
不連続な曲線 OVoNM が純保険料を示し，連続な曲線 ONM が
損
のものとなっており，点線で示された取引費用曲線と点 M で交わる。したがって，損害
賠償額が L0 を超える場合は，被害者から加害者への損害賠償の請求が行われることとなる。
逆に損害賠償額が L0 以下の場合は，損害賠償請求は行われない。 
 
次
受けた被害者に対する企業の損害賠償責任を担保する保険の純保険料との関係を示した
ものである。有害物質の排出量が V0 のときに取引費用と損害賠償額がはじめて一致する。
したがって，実際に被害者から加害者に対して損害賠償の請求が行われるのは，有害物質
の排出量が V0 を超えてからである。ゆえに純保険料は，有害物質の排出量が V0 までは，
ゼロであり，それを超える排出量になったとき純保険料を示す曲線は，損害賠償額を示す
曲線と一致する。当然，有害物質の排出量が V0 のときの純保険料の額は，前の図 3-2 の L0
に一致することになる。 
つまり，図 3-3 における
害賠償額を示すのである。 
 
 
 
 
 
 
 
損害賠償額
損害賠償額
 
 
取引費用
金額 
 M 
45° 
O L0 
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【図 3-3】純保険料と損害賠償額 
などは免
責
上より，外部不経済，損害賠償，純保険料の関係をまとめると下図のようになる。 
【
これまでの分析により，①加害行為と損害の因果関係が明確であること，②加害行為から
の
純保険料 
有 害 物 質
N 
V0 
金額 
L0 
O 
M 
排出量 
 
ここまでの議論で，純保険料は，損害賠償額よりも小さくなることがわかる。 
さらに実際には，保険ではてん補すべきではない事象，具体的には加害者の故意
となることから，純保険料が損害賠償額よりも小さくなる程度はさらに強くなる。 
 
以
図 3-4】純保険料と外部不経済 
 損害賠償 
純保険料 
外部不経済 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
損害が早期に発生すること，③加害者の特定が容易であること，④損害額の算定が容易
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であること，⑤無過失責任主義に基づく法律が適用されること，⑥予想される損害賠償が
取引費用に比べて十分大きくなること，以上 6 点の程度が大きいほど，純保険料と外部不
経済の齟齬が小さくなるといえる。 
しかしながら，この 6 点のすべての程度が十分に大きく，純保険料と外部不経済の齟齬が
無
.4.2 実際の環境政策としての税(ボーモル=オーツ税) 
ピグー税は，1 単位の有害物質が発生
す
業共通の税率による課税を行い，
そ
論されている炭素税や，海外で実施されている環境税と呼ばれるものは，
す
おりである。 
て，有害物質の排出削減費用の限界的値が税率に等しくなることから，社会
費用の効果的な削減ができない 
有害物質に着目した環境税であるため，
                                                 
視できるような理想的な「加害行為」と「発生した被害・損害」の組み合わせは，存在
しえない。また，保険会社が保有している膨大な事故データーも，純保険料に相当する部
分のデーターであることから，事実上，外部不経済の費用の正確な算出は不可能といえる。 
 
3
2 章 2.2.1 で述べたように，理論的な環境税である
る外部不経済の費用を把握し，それによって有害物質を排出する企業ごとに，税率を決
定しなければならない。つまり，ピグー税が可能な条件は，各企業が発生する外部不経済
の費用を把握する必要がある。しかしながら，3.4.1 で述べたように外部不経済の費用の正
確な値は算出不可能であることから，ピグー税が実現する 2 つの経済効率性，つまり，社
会全体の外部不経済の費用の削減コストの総額が最小化することと，社会的余剰を最大化
するということを諦め，その代わりに，社会全体の有害物質の削減費用の最小化実現する，
実際の環境政策としての税がボーモル=オーツ税である。 
具体的には，各企業が排出する有害物質の 1 単位に各企
の税率を試行錯誤的に変化させていき，目標とする社会全体の有害物質の削減を達成す
るものである。 
現在，日本で議
べて，このボーモル=オーツ税である13。 
ボーモル=オーツ税のおもな特徴は，次のと
1) メリット 
各企業におい
全体の有害物質の排出量の削減コストが最小化される。つまり，有害物質の削減量が同量
である場合は，その削減に要するコストが最小となる。 
2) デメリット 
a) 外部不経済の
ボーモル=オーツ税は，あくまで各企業の排出する
有害物質の排出に伴う外部不経済の費用を適切に削減するものではない。たとえば，企業
が密集する環境基準を超える汚染の著しい工業地帯と，企業が 1 社のみ存在する環境基準
を達成している汚染の度合いの小さい村があり，各企業の有害物質の排出量に対する限界
利益曲線が同一であったとする。その場合にボーモル=オーツ税を課したときは，工業地
帯の企業も村の企業も同じ排出量まで有害物質の排出量削減を行ってしまう。しかしなが
ら，工業地帯の各企業は，より多くの有害物質の排出量削減を行わなければならない。一
方，村の企業は，場合によっては，有害物質の排出量の削減は不要と判断されることも考
えられる。このようにボーモル=オーツ税を課しても，必要な地域で必要と考えられる有
 
13 植田・岡・新澤[1997]25 頁参照。 
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害物質の排出量の削減が実現しない。つまり，効率的な外部不経済の費用の削減はできな
いのである。このことは，実際の環境政策における経済的手法として認知されている排出
権取引も同じである。 
b) 損害賠償請求に対応できない 
損害賠償請求に対応できない。したがって，有害物質を
主目的でない 
素税の場合でも明らかなように，被害者救済が主目的とは
って特定の環境問題の
3  
ある最適環境保険に対して，実際の環境政策と
し
けを行う場合で，そのリスクの実態が正確に把
握
                                                 
ピグー税と同様に，被害者からの
排出する企業が，被害者からの損害賠償請求の可能性を考慮して行動するとき，ボーモル
=オーツ税は，そのうたい文句である，有害物質の排出削減費用の最小化を達成すること
ができない。 
c) 被害者救済が
現在，日本で論じられている炭
なっていない。もし，被害者救済を念頭におくのであれば，二酸化炭素の排出による，地
球温暖化のために巨大・強力化した台風に起因する損害を被った人たちの救済を炭素税の
税収の使途とするような発想があってもよいはずである。台風の被害も，通常の環境問題
の被害と同様，社会的弱者に顕在化することから，なんらかの救済制度は必要である。極
論かもしれないが，たとえば，過去の台風発生状況とその規模から判断して，発生確率が
5%以下であるような，規模・勢力の大きい台風を排出された二酸化炭素によるものとみな
して，その台風の損害に対する補償については，炭素税の税収を当てるということも考え
られるが，そのような考え方が一切存在しないのが現状である。 
また，ボーモル=オーツ税の税収を基金に充当して，その基金によ
被害者の救済や環境損害の原状回復を行う制度，一種の目的税という仕組みも考えられる。
しかしながら，このような基金・目的税制度の場合は，その税率を決定するにあたって，
正確にリスクを評価するインセンティブが，説明責任が希薄な公的機関には欠如している
ことから，制度自体が破綻する可能性が大きいという指摘が存在する14。また，正確なリ
スク評価ができないことから，保険でいうところの費用の外部化が発生し，厳密な意味で
の汚染者負担の原則が実現されない。 
.4.3 リザルト・レーティング方式の環境保険
第 2 章 2.2.2 で定義した理論的環境保険で
ての環境保険は，リザルト・レーティング方式の環境保険(以下「リザルト・レーティン
グ環境保険」という。)であるといえる。 
リザルト・レーティングとは，保険の引受
できないようなケースに採用される手法である。最初の年度は，正確ではないものの，
最も適当であると考えられる保険料によって保険契約を行い。その後の年度は，保険金の
支払い動向を勘案しながら，リスクの実態により近い正確な保険料算出を目指していく。
そのような保険料算出方法により，5 年とか 10 年という長期的にみれば，当該リスクにお
ける保険会社の収支は，均衡するようになるのである。これは，ボーモル=オーツ税が，そ
の税率を試行錯誤的に調整しながら，目標とする有害物質の排出削減の実現を目指すとこ
ろに似ている。しかしながら，ボーモル=オーツ税は，外部不経済，つまり実際の被害の把
 
14 Freeman[1997]による。 Freemanは，地下貯蔵タンクの環境損害に対する米国の州保証基金の多くが
破綻してしまったのは，公的機関の税率の決定，つまりリスク分析がおそまつだった結果であるとしてい
る。 
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握を諦め，その代わり有害物質の排出量にのみ着目しているのに対してリザルト・レーテ
ィング環境保険は，あくまで，損害・被害，つまり外部不経済の費用に執着している点が
異なる。 
ただ，外部不経済の費用つまり損害賠償額に基づき保険料率を決定する環境保険の場合は，
環
保険は成り立つという考え
方
年度で収支相等の原則17が成立することを目標としてい
る
的保険としては，鉄道会社の保有するトンネ
ル
ても，2.2.2 4)で述べたように，保険料
提
                                                 
境問題における損害賠償の発生が，その原因となった環境汚染からかなり遅れて発生す
ること，また，一度，被害者が損害を受けると環境汚染が改善しても，原状回復には時間
を要すること，つまり，汚染量の増減に対して，その結果である損害の発生・増悪・改善
が遅れて生じることが問題となる。たとえば，有害物質が年々順調に削減されているよう
な状況で，かつ，現時点において発生している損害の原因のほとんどが過年度の汚染物質
であるような場合は，単年度において純保険料と保険金が均衡することを念頭においた環
境保険の保険料は，現時点の保険契約者に過度の負担を強いることとなる15。損害賠償責任
保険である環境保険の場合は，このような問題は，不可避的に発生するが，リザルト・レ
ーティング環境保険のように長期的なスパンにおいての純保険料と保険金の均衡を目指す
ものであれば，その問題の程度が緩和される可能性が大きい。 
リザルト・レーティング環境保険は，大数の法則に頼らずとも
16によるものである。3.3.2 でみたように，日本の保険会社の多くは，環境保険のリスク
の保険料への定量化の困難さを懸念しているが，リザルト・レーティングによって，その
懸念の多くが解消するといえる。 
大数の法則に依拠する保険が，単
のに対して，リザルト・レーティング環境保険は，長期間の通算で給付・反対給付均等
の原則18が成立することを目標としている。 
リザルト・レーティングを採用している具体
，軌道，橋梁などの土木構造物の財物損害を担保する土木構造物保険が挙げられる。こ
の保険では，保険の対象となる財物が広範囲に存在することから，そのリスクの正確な定
量化が困難であるため，リザルト・レーティングが採用されている。具体的には，各年度
の損害率19，過年度トータルの損害率等によって，次年度の保険料が決まる計算式が保険会
社と保険契約者間で約定されていることが多い。 
もちろんリザルト・レーティング環境保険におい
示形式を有害物質の排出量の関数として示し，その導関数が保険期間中に保険契約者で
ある企業が排出する有害物質の量の近傍における外部不経済の限界費用に一致するように
すれば，企業の有害物質排出に対する抑止力は定額の保険料を提示するより向上する。も
ちろん，リザルト・レーティング環境保険が採用される状況においては，外部不経済の費
用の正確な値は知ることはできないが，分かる範囲において，適当と思われる保険料の有
害物質の排出量を変数とした関数化が必要であり，そのことによって，環境政策としての
 
15 保険の場合ではないが公健法の課徴金率算出方法について植田・岡・新澤[1997]に同様の指摘がある。 
16 須田[1988]も大数の法則に依拠しなくても保険は成立する場合があるとしている。 
17 各危険集団から払い込まれる保険料の総額が，その危険集団に支払われる保険金の総額に等しくならな
ければならないという原則。 
18 保険契約者が支払う保険料と保険事故の発生の際に支払われる保険金の数学的期待値が等しいこと示
す原則。 
19 保険金の額を保険料の額で除した値。 
 56
Hosei University Repository
効果を高めることができる。 
リザルト・レーティング環境保険を有効な環境政策とするために必要な条件は次のとおり
で
について 
法的に強制付保とする必要がある。強制付保にすれば，契約件数が飛
険プールが必要となる。再保険プールにより，保険会社
った方がよい。ただし，
険プールが，リスクに関するデーターの
年代に日本において，機械保険21，組立保険22のキャパシテ
，
設立を検討すべきとしている。 
                                                 
ある。 
1) 逆選択
逆選択対策として，
躍的に増加し，そのことによって，日本の保険マーケットの保有する日本の環境リスクに
関する情報量が拡大する。その情報をもって再保険会社と交渉することによって，再保険
マーケットに日本の環境リスクを認知させることが可能になり，再保険の手配が容易にな
る。なお，環境保険の強制付保化の必要性については，黒川[2002]も言及している。 
2) 再保険キャパシティについて 
環境保険制度を導入当初は，再保
の保険キャパシティが向上し，また，環境リスクに関する情報も再保険プールにより，共
有・集積することができる。そのデーターによって，再保険プールが再保険マーケットと
交渉を行い，再保険プールから再保険マーケットへの再々保険の手配が可能になる20。そ
の後，さらに日本の環境リスクの再保険マーケットにおける認知度が高まれば，各保険会
社から直接，再保険マーケットへの再保険の手配が可能になる。そうなった時点で，再保
険プールを廃止し，純粋な市場原理を導入すればよい。 
また，政府の再々保険キャパシティの提供は，可能であれば，あ
政府が再々保険会社として，保険会社と契約者の保険契約にまで影響を及ぼすことのない
ように，政府の再々保険の方式は，非比例再保険によることが好ましい。具体的には，ス
トップ・ロス方式の再保険が適当と考えられる。ストップ・ロス方式の再保険とは，保険
会社や再保険プールの損害率が約定した値を超えた場合に，その超えた部分に相当する金
額が，再保険金として支払われるものである。 
なお，保険キャパシティ不足時に設立された再保
収集・集積とともに，再保険マーケットにリスクが認知されるようになって解散した例は，
機械組立保険プールがある。 
機械組立保険プールは，1960
ィが不足した際に設立されたものである。同プールは，設立後，リスクに関する情報量が
増えてくるに伴い，プールより海外の再保険会社への再々保険の手配を開始した。その後，
さらに日本の機械・組立保険のリスクが再保険マーケットに認知されたことにより，各保
険会社において再保険の手配が可能になってことから，1990 年代後半に廃止された。 
環境保険についても，再保険プールは，少なからず市場競争を制限するものであるので
恒久的なものではなく，一時的なものと認識する必要がある。恒久的なものとした場合は，
その結果，保険契約者が不利益を被る可能性がある。 
なお，吉川[2003]も環境保険を対象とした再保険プール
 
20 再保険プールから再々保険を引受けた方が契約件数が多いことから大数の法則が効く可能性が大きく
なるため，再保険会社は，各保険会社から直接，再保険を引受けるより，再保険プールからの再々保険の
方を好むことが多い。 
21 機械の操業中の財物損害を担保する保険である。 
22 プラントや鉄橋などの鋼構造物の建設中の物的損害を担保する保険である。 
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3) モラル・ハザードについて 
環境保険は，被害者救済を第一の目的としていることから，モラル・ハザード対策として
インセンティブ・システ
確実性について 
や不確実性を有する場合は，保険市場は失敗し，
ーライティングの費用が高くなる。したがって，
環境保険には実務上，次のような弱点が存在す
保険は，既に発生している環境損害には対応できない。 
保険契約者の故意，戦争
③ れた場合でも，政府の再々保険キャパシティの提供がない場合は，
通常用いられるインセンティブ・システムの導入は，避ける必要がある。インセンティブ・
システムは，自己負担額の設定，縮小てん補の設定，などであって，実質的に保険金を減
額するものである。このような保険金の減額により，被害者救済が十分に行われない可能
性がある。このことは，堀田[2003]も指摘するところである。 
したがって，少なくとも環境保険制度の初期の段階においては，
ムの導入はしなくても，モラル・ハザードが発生しにくいようなリスクを中心に環境保険
の引受けを行う必要がある。具体的には，保険契約者がリスクをコントロールできる程度
が小さいようなリスクが適当である。例えば，メーカーを保険契約者として，メーカーの
製造物がユーザーに使用される過程でユーザー以外の第三者に発生する環境損害を担保
するような環境保険が考えられる。この場合，メーカーは，直接リスクをコントロールす
ることができない間接寄与者であり，モラル・ハザードは起こりにくい。ただし，このよ
うな間接寄与者を保険契約者とした場合は，最適環境保険が発揮するような外部不経済の
費用の発生抑止効果は，望めないが，初期の段階は，この種の契約者をメインターゲット
にすべきであろう。 
4) リスクの複雑性・不
高尾[1978b]は，リスクが過度の複雑性
逆に保険市場が成立するのはわかりきったリスクに関するものでしかないと指摘してい
る。環境リスクは，複雑性や不確実性を有する典型的なリスクである。したがって，少な
くとも環境保険制度の初期の段階においては，比較的複雑性や不確実性が少ないリスクか
ら引受けを行うべきである。たとえば，過去に無害とされてきた物質が，突如，有害物質
として認識されるようなケースに対応して，保険事故の原因物質を列挙・限定してリスク
を引受けるというような手法が必要となる。もちろん，契約件数やリスクに関するデータ
ー量の増加に伴い担保範囲を拡大していくことも必要となってくる。 
5) アンダーライティングの費用について 
環境リスクは，複雑であることからアンダ
付加保険料が高くなる可能性がある。ただ，付加保険料実額が高くても，純保険料の額が
大きければ，保険料に占める付加保険料の割合は，限定されたものとなり，保険制度とし
て運用可能となる。したがって，環境保険制度の初期の段階においては，純保険料が大き
くなるような，リスクを中心に引受けを行うべきである。そのようなリスクの引受けによ
って経験をつみ，簡便で費用が少なくても可能なアンダーライティングの手法を確立し，
その後，純保険料が小さいリスクの引受けを開始するという方向が好ましいと考えられる。 
6) 保険の弱点をカバーする制度について 
上記 1)～5)までの条件が整った場合でも，
る。 
① 環境
② 環境保険は，保険という特性上，担保しないリスク，たとえば
などが，存在する。 
 再保険プールが設立さ
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保険会社が提供できる保険キャパシティは限定的である。 
たがって，被害者救済を目的とした制度を考える場合は，こし れらの保険の弱点によって
ーミックス 
は 
果関係が明確であること，②加害行為からの
ものであること
環境問題であっても，3.4.3 6)でみたように，環境保険に
点を他の
救済の対象とならない，もしくは，充分な救済が受けられない被害者に対応できる他の被
害者救済制度が必要となる。 
3.4.4 環境保険と環境税のポリシ
1) 環境保険制度に適している環境問題と
3.4.1 3)の分析より，①加害行為と損害の因
損害が早期に発生すること，③加害者の特定が容易であること，④損害額の算定が容易で
あること，⑤無過失責任主義に基づく法律が適用されること，⑥予想される損害賠償が取
引費用に比べて十分大きくなること，以上 6 点の程度が大きいほど，純保険料と外部不経
済の費用の齟齬が小さくなるといえる。つまり，このように純保険料と外部不経済の費用
の齟齬が小さくなるような環境問題が，環境保険制度に適していることとなる。具体的に
は，過去に訴訟として判例の積み重ねがあり，それらの判例において実質的な無過失責任
が認められていることが多い，大気汚染，水質汚濁，騒音，土壌汚染などのいわゆる公害
が環境保険制度に適していると考えられる。一方，酸性雨，オゾン層破壊，地球温暖化の
ような地球環境問題は，加害行為と損害の因果関係が特定不可能であり，また，損害の発
生が加害行為から，極めて遅れて発生することから，現行法の下での環境保険で適切に対
応することは難しい。また，自然環境や生態系の破壊という環境問題については，その損
害額の客観的算定が困難であることから，環境保険での対応は難しい。 
しかしながら，環境保険は，私法上の損害賠償責任に基づきてん補を行う
から，鉱業法，自動車損害賠償保障法，原子力損害の賠償に関する法律，大気汚染防止法，
水質汚濁防止法，油濁損害賠償保障法などの私法上の責任を規定した法律(以下「責任法」
という。)の立法を視野にいれた場合，環境保険を活用できる環境問題の種類は格段に広
がる。つまり，環境保険がいかに活用できるかどうかという点については，新たなる責任
法の制定を可能にするような社会的合意形成が可能かどうかという点にかかっている。 
たとえば，極論ではあるものの，過去の台風発生状況とその規模から判断して，発生確率
が 5%以下であるような，規模・勢力の大きい台風を排出された二酸化炭素によるものと
みなし，その損害については，ある特定の産業(たとえば石油産業)に損害賠償の義務があ
るという責任法を立法化すれば，その損害賠償責任を担保する環境保険によって，環境税
(炭素税)と同様の外部不経済の費用の内部化が可能になる。 
2) ポリシーミックスの必要性 
いかに環境保険が得意な領域の
は，①既発生損害に対応できない，②保険特有の免責事項がある，③損害てん補額が制限
される，という弱点があり，他の制度とのポリシーミックスは不可欠である。 
図 3-5 は，原子力事故における被害者救済制度を示したもので，保険と保険の弱
制度でカバーした実例である。この制度では，保険と税とをうまく使い分けている。 
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保険で担保できるリスクや，保険で支払い可能な損害額までは，原子力施設賠償責任保険
【
分)  
制限 無制限 
23を使用し，その他の部分については，税金によって運営される政府の補償制度によって
被害者が救済されることとなっている。 
図 3-5】原子力損害賠償法および原子力賠償補償契約法による被害者救済制度 
   (事業者の責任部
無
   
   
  
 
 
 
原子力施設賠償責任保険 
   
  
保険でカバーできるリスク
 (火
また，環境保険が不得意な領域の環境問題で
                                                 
600 億円 
災，破裂，爆発，落雷など
 
としては，環境税より優れること，また，有
の損害賠償請求という不確実性に対応できる
もし，その環境問題において人に被害が発生
定等を視野に入れて環境保険の活用を考える
したがって，環境政策における経済的手法を
被害者救済を念頭におくとき，環境保険は，
用を検討しなければならない重要な手法とい
3) ボーモル=オーツ税とのポリシーミックス
3.4.1 3)でみたように，環境保険の純保険料
能性が大きいことから，そのような場合には
環境保険の保険料にある金額を上乗せして，
 
23 原子力施設賠償責任保険は非突発的・漸次的なリス
保険には該当しない。 
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原子力損害賠償補償契約 
(国の補償(税)) 
  
 
 
保険でカバーできないリスク 
) (地震，噴火，漸次的リスクなど) 
あっても，さきに述べたように被害者救済策
外部不経済の費用の内部化や
，外部不経済の費用に比べて小さくなる可
国の援助(税) 
害物質を排出する企業が直面する被害者から
点においても，環境税より優れることから，
しているような場合は，新たなる責任法の制
べきである。 
考える際には，
その弱点をカバーする手法とともに，必ず採
える。 
 
は
，外部不経済の費用の内部化という観点から，
有害物質を排出する企業から徴収する必要性
クを担保しないことから，本論でいうところの環境
0
が出てくる。つまり，被害者救済という観点からも，環境保険の弱点をカバーする制度が
必要であったが，さらに，外部不経済の費用の内部化という観点からも，他の制度が必要
となってくる。 
ここでは，ボーモル=オーツ税と環境保険のポリシーミックスを考えてみる。 
険の弱点
境保険の保険料率に関係なく，一定税
り，損害や被害の効果的削減が望める前者の方がポリシーミックス
行う際には，経済的手法として，環境保険と環境税どち
被害者救済を第一義と考えるのであれば，ボーモル=オーツ税の税収は，環境保
により，環境保険によっても，救済されない人たちの損害を補償するために使用し，残額
を他の環境政策に投じるというのが適当である。 
この場合のボーモル=オーツ税の税率であるが，環
率を課税する場合と，環境保険の保険料率とボーモル=オーツ税の税率の合計を一定とす
る場合が考えられる。前者の場合は，企業に課せられる額が外部不経済の費用を，後者の
場合より，反映していると考えられることから，後者の場合より，外部不経済の費用の効
果的な削減が可能となる。しかしながら，外部不経済の費用の削減コストの最小化や，有
害物質の排出削減費用の最小化は達成されない。後者の場合は，各企業において，有害物
質の排出削減費用の限界的な値が一定となることから，社会全体として，有害物質の削減
費用が最小化する。 
外部不経済の費用つま
としては，より適当であろう。 
いずれにせよ，環境政策の設計を
らか一方だけという考えは捨てて，一方の手法が他方の手法の弱点を補完しあい，経済的
手法として，より多くの場合に対応できるように，つまり，より完成度の高い制度とすべ
く，常にポリシーミックスを念頭におくべきである。 
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第Ⅱ部 具体的政策の試案 
る具体的事例として，自動車大気汚染公害を取り上げる
こ
動車が排出する有害物質ごとに述べることとする1。 
出ガス測定局 413 のうち，2002 年度において環境基準を達成したのは，
策地域全体における環境基準達成局の割合は，1998 年度
境基準を達成した自動
 
状物質 
2002 年度における有効測定局は，自動車排出ガス測定局で 225 であっ
02 年度に浮遊粒子状物質の環境基準を達成した
るものが 63%を占めて
わる 2002 年度の有効自動車排出ガス測定局は，97 であった。そのうち
                                                 
第4章 自動車大気汚染公害 
環境保険を環境政策として適用す
ととする。本章では，環境保険の具体的適用の前段階として，自動車大気汚染公害の現
状と，自動車大気汚染公害に係わる民事責任の主体についての司法の判断のうち最新のも
のである東京大気汚染訴訟判決の内容と問題点について述べる。 
4.1 自動車による大気汚染の現状と対策 
4.1.1 自動車による大気汚染の現状 
自動車による大気汚染の現状を自
1) 窒素酸化物 
全国の自動車排
83.5%である。環境基準を達成できなかった自動車排出ガス測定局は，埼玉県，千葉県，
東京都，神奈川県，愛知県，三重県，大阪府，兵庫県からなる自動車から排出される窒素
酸化物および粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法(以下「自動
車 NOx・PM 法」という。)の対策地域を有する都府県に加えて，京都府，福岡県，長崎
県の 3 府県にも分布している。 
自動車 NOx・PM 法に基づく対
から 2002 年度まで 43.1%～69.3%と低い水準で推移している。 
たとえば，東京都の区部のおいては，2002 年度に二酸化窒素の環
車排出ガス測定局の割合は，15.4%にすぎない。また，東京都の区部の二酸化窒素の平均
濃度は，1975 年以降，0.04ppm 前後で推移しており，一向に改善の兆しがみえていない。
なお，東京都における窒素酸化物の排出量のうち自動車によるものが 56%を占めており，
窒素酸化物対策を行うためには，自動車の排ガス対策を行うことが必要であることを示し
ている。 
2) 浮遊粒子
浮遊粒子状物質の
た。そのうち環境基準を達成したのは，わずか 34.3%であった。さらに，1999 年の自動
車排出ガス測定局の環境基準達成率が 76.2%でピーク値を記録したが，それ以降，年々，
達成率が低下しているのが現状である。 
たとえば，東京都の区部においては，20
自動車排出ガス測定局は，1 局もなかった。ただ，東京都の区部の浮遊粒子状物質の平均
濃度は，2002 年度には，1975 年度の半分以下となっている。 
なお，東京都における浮遊粒子状物質の排出量のうち自動車によ
おり，窒素酸化物と同様，浮遊粒子状物質の削減対策を行うためには，自動車の排ガスに
よる浮遊粒子状物質対策が必要である。 
3) 硫黄酸化物 
硫黄酸化物に係
 
1 『平成 16 年版環境白書』，東京都環境局のホームページを参考とした。 
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99%が環境基準を達成している。1998 年度以降も環境基準達成率が 100%ではないのは，
2000 年度と 2002 年度のみで，それらの達成率が 100%ではない年度においても，ほぼ
100%に近い達成率を記録しており，硫黄酸化物による大気汚染の状況は，おおむね良好
といえる。 
たとえば，東京都の区部においても 2002 年度は，すべての自動車排出ガス測定局におい
によるものの占める割合は，22%にすぎず，
ト 
窒素酸化物や揮発性有機化合物を主体とする一次汚染物質が太陽
オキシダント発生の一次汚染物質である窒素酸
て，環境基準の定められているベンゼン，トリクロロエチ
ロロエチレン，テトラクロロエチレン，ジクロロメタン
対策として解決すべき課題の一
4 る大気汚染対策 
境への影響度の大きい窒素酸化物および浮遊粒子状物質
対
単体の排出ガス規制強化が予定されている。特に，二輪車お
                                                 
て環境基準が達成されている。また，東京都区部の二酸化硫黄の平均濃度は，1975 年度
から 2002 年度にかけて 88%減少している。 
なお，東京都における硫黄酸化物のうち自動車
たとえ大気汚染改善のため硫黄酸化物対策が必要であるとしても，自動車の排ガス対策の
優先度は小さい。 
4) 光化学オキシダン
光化学オキシダントは，
光線の照射を受けて光化学反応により二次的に生成されるオゾンなどの総称である。2002
年度の自動車排出ガス測定局 29 局における，光化学オキシダントの環境基準の達成率は
極めて低い。一般環境大気測定局と合わせた環境基準達成率は，0.5%である。1998 年度
以降も，環境基準達成率は 0.5%前後で低迷している。全国における光化学オキシダント
注意報の発令数も，光化学大気汚染による被害届出人数も，各年度において大きな変動が
あるものの，おおむね増加傾向にある。 
光化学オキシダント対策としては，光化学
化物の排出量が多い自動車の排出ガス対策が必要となる。 
5) その他の有害大気汚染物質 
その他の有害大気汚染物質とし
レン，テトラクロロエチレン，ジクロロメタンについて，2002 年度に環境省および地方
公共団体においてモニタリング調査がなされトリクロロエチレン，テトラクロロエチレン
については，すべての調査地点で，ジクロロメタンについては，99.7%の調査地点で環境
基準が達成されていた。一方，ベンゼンについては，8.3%の調査地点において，環境基準
を超過する濃度が測定された。 
なお，東京都においては，トリク
については，すべての測定局で環境基準を達成しているが，ベンゼンについては，自動車
排出ガス測定局において，環境基準を達成していない。 
したがって，ベンゼンによる大気汚染は，自動車排出ガス
つといえる。 
.1.2 自動車によ
自動車による大気汚染のうち環
策の現状について述べることとする2。 
1) 自動車単体に関する対策 
大気汚染防止法による自動車
 
2 国土交通省道路局道路交通管理課訴務係[2003]，『平成 16 年版環境白書』，東京都環境局のホームページ
を参考とした。 
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よび特殊自動車に対する規制強化を図っている。 
また，自動車 NOx・PM 法により，既存の自動車の排出基準適合車への代替促進をおこ
策としては，東京都を中心とした八都県市3で条例によってディーゼル車
に
る大気汚染物質の量は，走行速度が時速 20kmのときに比べて，時速
気の改善
b) 報提供エリアの拡大および道路交通情報の内容の精度の改善・拡充を行う。 
らの転換を促す。 
ロードプライシングにつ
                                                 
なっている。 
自治体独自の対
規制が 2003 年 10 月より開始している。これは，浮遊粒子状物質の排出基準に適合しない
ディーゼル車の運行を禁止したものである。八都県市が指定する浮遊粒子状物質減少装置
を装着した場合は，条例に適合したものとみなすとしている。もし，不適合車を運行した
場合には，運行責任者に運行禁止命令を行い，その命令に従わない場合は，氏名の公表及
び 50 万円以下の罰金を科すこととなっている。さらに，不適合車の荷主に対する罰則も
定められている。不適合車の新車への買い替えに対する融資あっせん制度および浮遊粒子
状物質減少装置の装着に対する補助制度も同時に実施している。東京都では，この規制に
より 1997 年に比べて自動車から排出される浮遊粒子状物質が半減したとしている。 
ただし，この八都県市のディーゼル車規制は，事業者の負担が過大となることと，規制
違反した者の特定方法が適切であるかどうか，また，監視コストが高くなる可能性がある
などの問題がある。 
2) 道路・交通対策 
自動車から排出され
60kmのときは，約半分になる。したがって，自動車の排出ガスを削減するためには，交
通量の集中を防ぐだけではなく，渋滞を解消し走行速度を向上させる必要がある。このよ
うな目的を達成するためには，新たなる道路の建設が有効であるが，実際に交通渋滞が発
生しているような大都市においては，既に都市の面積に占める道路の面積の割合が大きく
なっており4，道路を新設するのは事実上不可能である。そのため，自動車排出ガスを減少
させることを一つの目的として，次のような道路・交通対策がとられている。 
a) ETC5の整備・普及を促進し，主に料金所の渋滞解消ならびに料金所周辺の大
を行う。 
 VICS6の情
c) 自動車使用に関するルールを策定し自動車利用の自粛を促す。 
d) 乗り換えの利便性の向上，自転車の活用などにより自動車利用か
e) ロードプライシングの導入によって自動車交通を抑制する7。 
これらの対策は，いずれも，著しい効果が望めるものではなく，
いては，地域交通にどのように適切に課金するかという大きな問題をかかえている。 
3) グリーン購入誘導策 
 
3 埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，横浜市，川崎市，千葉市，さいたま市。 
4 たとえば東京都中央区，台東区，千代田区，墨田区，港区の道路率は 20%以上。 
5 ノンストップ自動料金収受システム。有料道路における料金所渋滞の解消等を目的に，料金所ゲートと
通行車との間の無線通信により自動的に料金の支払いを行い，料金所を停止することなく通行可能とする
システム。 
6 道路交通情報通信システム。ドライバーの利便性向上，渋滞の解消・緩和を図るために，渋滞状況，所
要時間，工事・交通規制等に関する道路交通情報を，道路上に設置したビーコンやFM多重放送により，ナ
ビゲーションシステム等の車載機へリアルタイムに提供するシステム。 
7 ロードプライシングについては，現在，試行段階。 
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自動車のグリーン購入誘導策としては，自動車税制のグリーン化が挙げられる。具体的に
環境物品等の調達の推進等に関する法律(以下「グ
税制については，有害物質の排出量が多い営業用のディーゼル貨物車や
境負荷
製品としているものは，その乗用車の車両
の品質を確保することにより，自動車からの大気汚染物質の排出量を大幅に
すために，2001，2002 年度に低硫黄軽油と通常
4
様々な自動車の排出ガス対策が実施されているにもかかわらず，
二
大
阪
動
                                                 
は，電気・天然ガス・メタノール・ハイブリット自動車や低燃費かつ低排出ガス認定車の
購入時に自動車取得税が軽減されるほか，同様の環境負荷の小さい自動車について自動車
税が軽減されることとなっている。 
また国の各機関においても国等による
リーン購入法」という。)に基づき，一般公用車への低公害車の導入が進められている。 
また，グリーン購入ネットワークによりグリーン購入ガイドラインに合致する乗用車が公
表されている。 
自動車のグリーン
営業用ディーゼルバスについては，そもそも自動車取得税や自動車税が低く定められてお
り，しかも，これらの車種の価格は，高い8ことから，グリーン税制によって優遇される額
が，その自動車の価格に対して大きなインパクトを与えないことに問題がある。 
また，グリーン購入法やグリーンネットワークが指定している自動車は，本来の環
を適切に反映していないことに問題がある。 
例えば，乗用車の場合，グリーン購入法の対象
重量によって区分けされているが，現在，販売されている乗用車であれば，乗用車として
の機能は，小型車以上のものであれば格段の大きな差はないといえる。つまり，車両重量
による区分けは，本質的ではなく，そのことによって必要以上に環境負荷が大きい自動車
であってもグリーン購入法の対象製品となっているのが現状である。したがって，区分け
の基準を定員などに変更する必要がある。 
4) 燃料対策 
自動車の燃料
削減できる。このような考えに基づき，大気汚染防止法により，燃料中の硫黄分を大幅に
軽減させるよう規制を強化している。 
なお，東京都は，低硫黄軽油の普及を促
軽油の価格の差額につき補助を行っている。 
.1.3 さらなる対策の必要性 
これまでみてきたように，
酸化窒素や浮遊粒子状物質の環境基準の達成すらできていないのが現状である。しかも，
東京都などの大都市地域に自動車が集中する傾向が強くなってきており，現時点で実施さ
れている対策だけでは，自動車が集中する地域での環境改善は望めない可能性がある。 
さらに，自動車大気汚染公害に係わる民事訴訟において，大阪西淀川 2～4次訴訟判決（
地判平 7・7・5判時 1538 号 17 頁），川崎 2～4次訴訟判決（横浜地川崎支判平 10・8・5
判時 1658 号 3 頁），尼崎訴訟判決（神戸地判平 12・1・31 判タ 1031 号 91 頁），名古屋南
部訴訟判決(名古屋地判平 12・11・27 雑誌未登録)などの，自動車排出ガスと住民の健康被
害の因果関係を認める司法の判断が多数なされているにもかかわらず，現状の対策では，
自動車の排出ガスにより健康被害を受けた人たちの救済策は，一切講じられていない。 
このような点を勘案すれば，自動車大気汚染公害の被害者の救済を兼ねた，さらなる自
 
8 大型トラック・バスの車両価格は 1,000 万円～3,000 万円程度である。 
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車.2 東京大気汚染第 1 次訴訟の分析 
，環境損害が発生した場合に，その損害について損
害
酸化窒素や浮遊粒子状物質による大気汚染は，深刻
で
訴訟は，東京都 23 区に居住する 99 名の原告10が，主として道路を通
行
工場や特定の道路について，当該
地
業を被告とせずに，移動排
出
。 
わ
要 
地判平成14年10月29日)の概要を次に述べる。
                                                 
の排出ガスの抑制策が必要といえる。 
 
4
環境保険は，損害賠償責任保険であり
賠償責任を負う，民事責任上の主体を契約者とする保険である。したがって，環境保険
制度の適用を考えるうえで，現時点における最新の自動車大気汚染公害訴訟において，自
動車大気汚染公害における民事上の損害賠償責任をどの主体が負うことになっているのか
を把握しておく必要がある。そのため，本節では，自動車大気汚染公害訴訟としては，最
も直近に判決が示された東京大気汚染第 1次訴訟の分析を行うこととする9。 
4.2.1 東京大気汚染第 1 次訴訟の概要 
4.1.1 でみたように東京都における二
，改善のきざしがみえてこないのが現状であり，これらの有害物質の大半が東京都の道
路に大量に走行・集積している自動車の排出ガスに起因している。自動車の排出ガスに含
まれる二酸化窒素や浮遊粒子状物質は，気管支喘息や気管支炎および肺気腫などを発症さ
せる可能性がある。 
東京大気汚染第 1 次
する自動車の排出ガスが原因で気管支喘息等の呼吸器疾患に罹患したとして，自動車メ
ーカーら 7 社11，道路管理者としての国，首都高速道路公団，東京都，公害規制の実施者と
して国，東京都に対して，22 億 3,850 万円12の損害賠償および自動車排出ガスの差止を請
求したもので，1996 年 5 月に提訴されたものである。 
従来の大気汚染公害訴訟は，工業地域あるいは，特定の
域に居住する住民が固定排出源としての工場を操業する企業など，または，国，公団，
地方自治体などの道路管理者を被告として争うものであった。 
これに対して，東京大気汚染第 1 次訴訟は，工場を操業する企
源について，道路管理者だけでなく，自動車メーカーをも被告としたところに一つの特
徴がある。また，従来の大気汚染公害訴訟は，特定地域のごく限られた領域の大気の汚染
にかかわる損害賠償請求・差止を争ったのに対して，東京大気汚染第 1 次訴訟は，東京と
いう広大な領域の面的大気汚染に関するものであるところがもう一つの特徴となっている
この面的汚染を争うことから，原告の住民の居住地は，特定の道路の周辺に集中している
けではなく，東京都 23 区を中心に広域にわたっている。そのため，汚染源となっている
道路を特定できないことから，広域の汚染の原因となっている自動車を製造販売する自動
車メーカーを被告としたのである。 
4.2.2 東京大気汚染第 1 次訴訟判決の概
東京大気汚染第1次訴訟第1審判決(東京
 
9 本節の執筆にあたっては，淡路[2001]，新美[2000] [1986a,b]，西村[2000]，大塚[2003][2001]，立川[2003]，
渡辺[2001]，岩淵[2003]，加藤[2003]，松村[2003]，西村[2003]，小賀野[2003]，佐藤[2001]，篠原[2001]，
竹内[2001]，津留崎[2001]，都築[2003]，牛山[1991]，山内[2001]，吉村[2001][2003]を参考とした。 
10 1 次訴訟の提訴後，第 2 次～第 4 次の提訴が行われた。原告は計 505 名。 
11 トヨタ自動車株式会社，日産自動車株式会社，三菱自動車株式会社，日野自動車株式会社，いすゞ自動
車株式会社，日産ディーゼル工業株式会社，マツダ株式会社の 7 社である。 
12 第 4 次まで含めると総額 117 億円。 
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な都 23 区における面的大気汚染を主張していたが，判決は，窒素酸化物の濃
的因果関係については，訴訟上の因果関係の立証は，
と各道路を煙源とする自動車排出ガスとの個別因果関係を認める条件
，個別因果関係が認められた。 
道路公団の国家賠償法 2 条 1 項の営造物責任を認めた。対象道路の
                                                 
お，原告および国，首都高速道路公団は控訴したが，東京都は控訴せずに，東京都に関
する部分については，判決が確定した。 
1) 因果関係 
a) 面的汚染 
原告は，東京
度は，特段の事情(高架道路等)がある場合の除き，道路端からおおむね 50m までの範囲に
おいて急激に減衰し，約 50m 以遠は緩やかに減衰してバックグラウンド濃度と平衡する
ことを示しており，また，浮遊粒子状物質についても，特段の事情(高架道路等)がある場
合を除き，道路端からおおむね 50m までの範囲において急激に減衰し，約 50m 以遠は緩
やかに減衰してバックグラウンド濃度と平衡することから，道路からの有害物質の影響が
認められるのは，道路端から約 50m までの範囲であるとして，面的汚染を否定した。 
b) 大気汚染と健康被害との因果関係 
判決では，大気汚染と健康被害の一般
自然科学的証明ではなく，経験則に照らして全証拠を総合的に検討し，特定の事実が特定
の結果発生を招来した関係を是認し得る高度の蓋然性を証明することとした。具体的には，
種々の疫学的知見，動物実験等により得られた知見，当該疾病に関する現時点での医学的
知見等の関係証拠を総合的に検討して，高度の蓋然性が証明された場合には，因果関係の
証明があったものと認めるのが相当であるとした。そして，DEP13を含むディーゼル排気
もしくは二酸化窒素の吸入または両者の吸入が，幹線道路沿道地域に居住する者の気管支
ぜん息の発症，増悪に深くかかわるものと判断した。 
c) 個別因果関係 
各原告の健康被害
は，千葉大疫学調査14における幹線道路の沿道部に居住する児童と同様の自動車排出ガス
への暴露状況に置かれていたこと，具体的には，東京都 23 区内の国道，都道および首都
高速道路で，①自動車交通量が著しく多く(昼間 12 時間の自動車交通量が 4 万台以上。た
だし，複数の道路からの影響があると認められる場合は，その自動車道路の交通量の合計
を基準とする。)，②大型車の混入率が相当高いものの，③沿道地域(道路端から 50m以内
の地域)に居住または勤務し，かつ，④同所に居住中またはその直後に，⑤気管支ぜん息を
発症しまたはその症状が増悪したこととした。 
その結果，当該条件に該当する 7 名の原告につき
2) 道路管理者の責任 
国，東京都，首都高速
供用が違法な権利侵害等となるか否かについては，①侵害行為の態様と侵害の程度，②被
侵害利益の性質と内容，③侵害行為の持つ公共性等の必要性の内容と程度の比較考量をし
たうえで，④侵害行為の開始とその後の継続の経過および状況を総合的に勘案するとして
いる。本件の場合は，対象道路の供用は，これらの道路を走行する膨大な数の自動車から
の多量の自動車排出ガスを発生させ，気管支ぜん息を発症させ，最悪の場合は死にいたら
 
13 ディーゼル排気微粒子(Diesel Exhaust Particles)。 
14 千葉大の疫学調査については，島[2001]参照。 
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しめること，また，対象道路は公共的な重要性を有するものであることは明らかであるが，
周辺住民の受益は，その被害に比べて大きくなく対象道路の供用は，限られた一部の少数
者に特別の犠牲を強いるものであること，さらに，国，東京都，首都高速道路公団が，有
効かつ適切な措置を講じ，これにより周辺住民の被害が軽減された証拠がないことにより，
対象道路の供用について違法な権利侵害等があり，国家賠償法 2 条 1 項の瑕疵があったと
した。 
なお，被告が予見可能性の不存在，回避可能性の不存在を主張していたが，それについて
判 づく過失責任を否定した。 
カーは，遅くとも，自動車排出ガスに含まれる二酸化窒素，浮遊粒子状物
被告自動車メーカーには，大量に製造，販売する自動車から排出される自動車排出
被告自動車メーカーの結果回避義務違反は認められないものとされ，被
，①結果回避義務に違反したと主張さ
                                                 
は，遅くとも昭和 48 年頃の時点では，各道路において，沿道地域に居住する住民等が気
管支ぜん息等に罹患するおそれがあることについて，道路管理者において予見可能性がな
かったとすることはできないとし，また，道路管理者は，現行法上，発生源対策，交通規
制等に関する規制権限を有しないとしながらも，規制権限を有する行政機関との間で，問
題解決のための緊密な協議を行い，これらの行政機関と連携し，協力して，道路環境を改
善するための総合的かつ有効な施策を実施すべき責務があるとした。 
3) 自動車メーカーの責任 
決では，民法 709 条に基
a) 予見可能性 
被告自動車メー
質についての環境基準や許容限度が定められるに至った昭和 48 年頃には，膨大な数の自
動車が集中し，集積する東京都 23 区において沿道地域に自動車排出ガスによる局所的な
大気汚染が発生する可能性が高いこと，その沿道住民等がこれに暴露することにより気管
支ぜん息等の呼吸器系疾患に罹患するおそれがあることについて予見可能であったとし
た。 
また，
ガス中の有害物質について，最大限かつ不断の企業努力を尽くして，できる限り早期に，
これを低減するための技術開発を行い，かつ，開発された新技術を取り入れた自動車を製
造，販売すべき社会的責務があるとした。 
b) 結果回避義務 
判決においては，
告自動車メーカーの損害賠償責任は否定された。 
結果回避義務違反が認められるか否かの判断基準を
れている被告自動車メーカーの行為の性質およびこれにより結果が発生する蓋然性の程
度，危険の大きさ(権利侵害の蓋然性の程度)，②当該行為により侵害される利益の性質，
内容(被侵害利益の重大性の程度)，③当該結果回避義務を被告自動車メーカーに課すこと
によって被告自動車メーカーおよび社会が被る不利益の内容，程度等を比較考量し，これ
らを総合的に考慮することとした。この基準に依拠して，原告が主張した被告自動車メー
カーのディーゼル車の製造，販売に係る結果回避義務違反，具体的には，(ア)DEP低減に
関するガソリン車選択採用義務違反，(イ)副室式ディーゼルエンジン15選択採用義務違反，
 
15 間接噴射ディーゼルエンジン。副室を有し，ここで燃料噴射と着火を行わせる形式のディーゼルエンジ
ン。 
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(ウ)タイミングリタード(燃料発射時期遅延)および関連諸技術の選択採用義務違反，(エ)電
子制御燃料噴射装置の採用義務違反，(オ)ディーゼル車におけるEGR16の採用義務違反，
(カ)DPF17開発義務違反，(キ)大型車および乗用車のEGRの開発義務違反，(ク)酸化触媒に
係る低減技術開発義務違反，(ケ)小型直噴式エンジンの開発，実用化に関する低減技術開
発義務違反および低減技術選択義務違反，の技術的結果回避義務違反が否定された。 
たとえば，(ア)については，大型のディーゼルトラック，バス等については，ガソリン車
による代替が困難であることを認定したうえで，これらの車両の製造，販売を自粛，中止
すべきものとした場合には，これらの車両が果たしている物品，人員の大量輸送の機能を
担う新型車両の供給がなくなり，使用過程にある旧型の大型ディーゼルトラック，バスや
多数の中型，小型車両により，これを代替せざるを得なくなり，総量としては，自動車排
出ガスによる沿道地域の大気汚染の改善が見られるかは疑問である上，我が国の経済社会
に相当の不利益を与えることとなるとしている。 
また，被告自動車メーカーのガソリン車の製造，販売に係る結果回避義務違反も原告は主
張しているが，ディーゼル車の場合と同様に否定されている。 
結果回避義務違反が認められるか否かの判断基準とともに，被告自動車メーカーに結果回
避義務違反がなかったとするもう一つの根拠は，被告自動車メーカーが間接寄与者であっ
て，どのような結果回避が可能かを判断することが困難であるとするものである。判決で
は，被告自動車メーカーは，生産量，販売量について企業間で調整等をすることは困難で
ある上，販売した自動車の走行を支配，管理することはできず，本件幹線道路における自
動車の集中，集積による自動車交通量の増大に関しても，何ら適切な回避措置を採ること
ができず，これを支配，管理する余地はないこと，また，気管支ぜん息の発症，増悪に関
して自動車排出ガスとの因果関係は認められるものの，そのうちどの大気汚染物質にどの
程度の濃度，期間暴露した場合に発症等に至るのか等の事実については，現在の医学的知
見等においても解明されていないこと等をかんがみると被告自動車メーカーが製造，販売
する自動車について，各時点において，どのようなまたはどの程度までの自動車排出ガス
低減のための措置を講ずれば，結果の回避が可能であるかについて予見することは，極め
て困難であったものといわざるを得ないとしている。 
4) 損害賠償額 
各道路を煙源とする自動車排出ガスと気管支ぜん息の発症，増悪との間の因果関係を認め
た原告 7 名につき，国家賠償法 2 条 1 項に基づき，各道路を管理する被告国，被告東京都，
および被告首都高速道路公団に対し，総額 7,920 万円の支払いを命じた。そのうち被告国
は 4,070 万円，被告東京都は 4,950 万円，被告首都高速道路公団は 3,300 万円である。賠
償額のうち被告国と被告東京都は，4,070 万円につき連帯支払義務，被告東京都と被告首
都高速道路公団は，330 万円につき連帯支払義務を課せられている。 
5) 差止請求 
原告は，被告国，被告東京都，被告首都高速道路公団ならびに被告自動車メーカーに対し
て，環境権や人格権に基づき，自動車排出ガス中の二酸化窒素および浮遊粒子状物質につ
                                                  
16 排気ガス再循環(Exhaust Gas Recirculation)。窒素酸化物の発生を抑制するために吸気に排気ガスの一
部を混合すること。 
17 ディーゼル排気微粒子除去フィルター(Diesel Particulate Filter)。 
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き，その居住地において，二酸化窒素については旧環境基準値，浮遊粒子状物質について
は，環境基準値を超える汚染となる排出の差止めを求めた。その差止め請求に対し判決は，
抽象的不作為請求であっても，請求の特定性に欠けるものではなく適法であるとしながら
も，二酸化窒素および浮遊粒子状物質について，医学的知見，疫学的知見等から十分に裏
づけされ，証明された差止め基準濃度を認める知見はないことから，差止め請求を棄却し
た。 
.2.3 東京大4 気汚染第 1 次訴訟判決の問題点 
することを視野に入れた場合，東京大気汚染第
1
られた原告の数が少なすぎると，その損害賠償責任を担
保
析することとする。 
，法律学の作法から大きく外れるものであるが，い
別因果関係の認定の主要条件は，原告の被害者が道路端から 50m 以内に
居
定領域は次の図 4-1 の塗りつぶしの部分である。 
 
                                                 
自動車大気汚染公害に環境保険制度を適用
次訴訟第 1 審判決で問題となるのは，自動車の排出ガスと健康被害について因果関係を認
められた原告の数が少ないこと，つまり個別因果関係の問題と，自動車メーカーの損害賠
償責任が否定されたことである。 
具体的には，損害賠償請求を認め
する環境保険購入のインセンティブが小さくなり，また，自動車メーカーが自動車大気
汚染公害に関する民事上の責任主体として認められなければ，環境保険の契約者が存在し
えなくなるのである18。 
次にこれらの問題点を分
1) 個別因果関係の認定方法について 
以下の分析方法は，数式や図を使用し
かに裁判例の分析とはいえ，文章のみによって説明するよりは，数式や図を使用した方が
はるかに分かりやすい場合があることから，ここでは，簡単な数式や図を用いた分析を行
うこととした。 
判決における個
住しており，かつ，当該道路の交通量が 4 万台以上である。さらに，判決は，原告が主
張した東京都 23 区における面的大気汚染を否定し，健康被害の原因物質である窒素酸化
物，浮遊粒子状物質は道路から離れるとおおむね 50m までの範囲において急激に減衰し，
約 50m 以遠は，緩やかに減衰してバックグラウンド値と平衡することを認定している(以
下「減衰認定」という。)。 
判決における個別因果関係認
 
 
 
 
 
 
 
 
 
18 国，東京都，首都高速道路公団のような公的機関は，豊富な財源を有しており，財物損壊を担保する保
険や，損害賠償責任保険などへの加入のインセンティブは極めて小さく，実際の加入例も極めて少ない。 
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【図 4-1】判決認定領域 
き
に
 
y
の認定は自己矛盾しており誤ったものといえる。具体的に
い
こで，a，b を正の定数として，f(x,y)=ay／(x+b)としてみよう。この関数は，道路から
の
                                                 
距離(m) 
台数(万台) 
4 
50 O 
 
今，道路端から原告である被害者までの距離を x(m)とし，道路の交通量を y(台)としたと
に，被害者の有害物質の暴露量を f(x,y)で表すことができる。f(x,y)は，x の減少関数，y
の増加関数であるから，図 4-1 の判決認定領域での f(x,y)の最小値は，f(50,40000)である。 
ここで，判決の認定方法に誤りがないためには，図 4-1 の認定領域以外のすべての x，y
対して，f(x,y)＜f(50,40000)である必要がある。そうでなければ，認定領域以外にも，有
害物質の暴露量が認定領域の被害者よりも大きい被害者が存在することとなるからである。
したがって，0≦y＜40000 であれば，f(0,y)＜f(50,40000)が成立するはずである。ここで，
を限りなく 40000 に近づけると，f(x,y)の連続性19より，f(0,40000)≦f(50,40000)が導き出
せる。ところが，このことは，f(x,y)がxの減少関数であること，具体的には判決における「減
衰認定」に反することとなる。別な言い方をすれば，面的汚染を否定しておきながら，面
的汚染を認めているのである。 
以上より，判決の個別因果関係
えば，たとえ道路の交通量が 2 万台であったとしても，道路に極めて近い場所に居住し
ていれば，有害物質の暴露量の道路端からの距離による減衰の仕方によっては，十分健康
被害を惹起する可能性があることを判決は無視しているのである。 
 
こ
距離に反比例し，道路の交通量に比例するようになっていることから直感的の受け入れ
ることができるものである。このとき，認定すべき領域は，ay／(x+b)≧f(50,40000)である。 
この領域を図示すれば次の図 4-2 の斜線部分のようになる。 
 
 
19 有害物質の暴露量は自然現象の結果である。自然現象において，不連続な結果をもたらすことは，あり
えない。 
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【図 4-2】f(x,y)=ay／(x+b)の場合の認定領域 
つまり，判決の認定では，図 4-1 と図 4-2 の認定領域の差，図 4-3 の斜線部分に該当する
被
果関係の認定方法には，致命的な欠陥があ
り
図 4-3】認定漏れ領域 
 
 
害者の認定漏れの可能性があることとなる。 
したがって，東京大気汚染訴訟の判決の個別因
，本来，個別因果関係を認定されるべき原告である被害者が，認定されていない可能性
が大きい。したがって，有害物質の暴露量の道路端からの距離による減衰の仕方によって
は，救済されるべき原告である被害者の数は，判決の 7 名よりも，多くなる可能性が十分
にある。 
 
【
 
 
距離(m) 
台数(万台) 
4 
50 O 
距離(m) 
4 
50 
台数(万台) 
O 
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2) 自動車メーカーの責任について 
についての判断の問題点は次のとおりである。 
，不法行為における過失について，予見可能性を前提とした結果回避義務違反
被害者間の情報量に圧倒的な格差が存在し，被害者に
件の場合
責任を負わせられないことの一つの理由として，自動
被告自動車メーカーの損害賠償責任
a) 過失論 
本判決では
があるかどうかを認定基準としているが，日本の民法の歴史をみた場合，予見義務を怠っ
た場合に過失がある，つまり「予見義務違反＝過失」という考え方が最初に登場してきて
いる。これは，ある行為をすれば，その結果として被害が発生するということが注意して
予見できるのであれば，常にその被害を防ぐ，または発生させないようにする手段を講じ
るはずであるという考え方をとっている。つまり，予見が可能であれば，必ず結果回避の
措置が行われるという前提に立っている。これを古典的過失論という。その後，結果の発
生が予見できたはずであるというだけでは過失を認定しないで，それに追加してその結果
を回避する，損害の発生を防ぐための手段を講じる義務，結果回避義務を問題にして，結
果回避義務についても怠り，違反があった場合に初めて過失があるという結論を下すべき
という考え方が出てきたのである。その先駆となったのが大阪アルカリ事件(大判大正 5・
12・22 民録 22・2474 頁)である。この結果回避義務に力点を置いた過失論は，理論的な
役割からいえば，加害者にとってより有利な形での変化であったといえる。予見義務違反
があれば，ただちに過失が認定される，古典的過失論の場合と比べて，それだけではなく，
さらにもう一つの結果回避義務違反が追加されて，認められた場合に，初めて過失が認め
られるという二段階の絞りをかけていくことから，古典的過失論の方が被害者にとって有
利，加害者にとって不利である。 
本件のような公害裁判は，加害者と
とって極端に不利になるが，そのような裁判において，さらに被害者に不利になるような
過失の認定方法を採用したことについては，大きな疑問を感じざるを得ない。 
もし，予見義務違反のみで，過失を認定する古典的過失論を採用していれば，本
は，被告自動車メーカーの予見義務違反は，判決において認定されていることから，被告
自動車メーカーの過失が認定され，結果，その損害賠償責任も認められることとなる。 
b) 間接寄与者であることについて 
本判決では，被告自動車メーカーに
車メーカーが原告の被害に対する間接寄与者であって，直接寄与者でないことから，その
被害をコントロールできないことであるとしている。しかしながら，製造物責任法が 1995
年に施行される以前は，民法 709 条の過失責任の下で，製造物責任の有無が判断されてき
ており，その場合の製造者は，明らかに間接寄与者であり，間接寄与者であることを理由
に損害賠償責任を免れることができたわけではない。本件も，被告自動車メーカーの製造
物責任が，民法 709 条の過失責任の下で争われているものと考えられ，間接寄与者である
ことが，なんら免責の理由となりえないのである。問題となるのは，原告の被害が，製造
物である自動車のユーザーの通常の使用によって発生したものか，そうでないかという点
にある。つまり，東京都 23 区への自動車の集中集積が蓋然性をもって予見できたか，そ
してそれによる汚染と被害が予見できたかを問題とすべきである。本判決では，昭和 48
年以降については，予見可能であったことを認めていることから，ことさら，間接寄与者
であることを，取り上げる必要はないと考えられる。また，本判決では，被告自動車メー
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カーが，間接寄与者であるために，被害を防止するために，どのような措置を取れば結果
を回避できるか判断できないとしているが，それは，直接寄与者による通常の工場公害で
あっても，同じことであるから，取り立てて問題にする必要はない。 
したがって，本判決が被告自動車メーカーを免責とすべき理由の一つとしている，間接寄
無の判断基準の一つに，当該結果回避義務を被告自動
判し，効用の個人間の
断する際には，道路の公共性
考え方を用いることもありうるという学説でも，生命・健康に被害
て 
ーカーの結果回避義務の有無を判断するには，工学上の極
                                                 
与者であることは，なんら，免責とすべき理由に値しないと考えられる。 
c) 費用便益分析的考え方について 
本判決において，結果回避義務の有
車メーカーに課すことによって被告自動車メーカーおよび社会が被る不利益の内容，程度
を比較考量するという費用便益分析的考え方が採用されている。 
この費用便益分析的考え方については，その功利主義的考え方を批
比較は不可能であること，有用性の概念が抽象的で明確でないこと，有用性の大きさが，
損害賠償責任を否定する根拠とはならないことなどを指摘する学説がある。つまり，費用
便益分析的考え方そのものがおかしいという主張である。 
たとえば，本判決においても，道路管理者の営造物責任を判
と原告の被害を比較考量した結果，限られた一部の少数者に対して，特別の犠牲を強いる
ものとして，道路管理者の損害賠償責任を認めているのに対して，一方で，被告自動車メ
ーカーが回避措置を行うことによる社会的不利益が大きいことから，被告自動車メーカー
の損害賠償責任を認めていない。つまり道路の有用性が被告自動車メーカーの有用性を下
回るということである。このように，費用便益分析的考え方の有用性の判断基準は，曖昧
で整合性に欠ける。 
次に，費用便益分析的
が出ている場合は，費用便益分析的考え方を用いることを否定するもの，４大公害事件判
決20を通じて，公害の場合全般には，この考え方を用いることを否定するものがみられる。 
このような，状況を考慮すると，本判決は，公害裁判に費用便益分析的考え方を採用した
という点においては，4 大公害事件裁判よりも前に逆戻りしたものといわざるを得ない。 
逆に，費用便益分析的考え方を採用しなかった場合は，被告自動車メーカーの結果回避義
務違反が認定される可能性が大きく，被告自動車メーカーが損害賠償責任を負うべきこと
となったと考えられる。 
d) 高度な技術的判断につい
本判決において，被告自動車メ
めて高度な技術的知識を要するものと考えられる。たとえば，本判決においては，ディー
ゼルエンジン車をガソリンエンジン車で代替することは技術的に不可能としている。その
理由の一つとして，ガソリンエンジンでは得られない数万馬力の高出力が得られることを
挙げている。ディーゼルエンジンは比較的新しいもので，第二次大戦中は，普及しておら
ず，大型軍用車両や軍用機用の 2000 馬力級の高出力エンジンは，ほとんどすべてがガソ
リンエンジンであった国が存在する。つまり，ガソリンエンジンでも高出力は可能なので
 
20 四日市ぜん息事件判決(津地裁四日市支部判昭 47・7・24 判タ 280 号 100 頁)，阿賀野川・新潟水俣病事
件第一次訴訟判決(新潟地裁判昭 46・9・29 判時 642 号 96 頁)，イタイイタイ病事件判決(名古屋高裁金沢
支部判昭 47・8・9 判タ 280 号 182 頁)，熊本水俣病事件第一次訴訟判決(熊本地裁判昭 48・3・20 判タ 294
号 108 頁)。 
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ある。さらに，判決では，数万馬力の高出力を例示しているが，現在，日本で販売されて
いる大型トラックの最高出力は，最も高出力のものでも 450 馬力程度であり，数万馬力の
高出力という例示は，本判決の技術的判断を正当化する材料としては，意味をなさない。
もちろん，このような指摘に対して，被告自動車メーカー側から反論はあるだろうが，ど
ちらがより適切かは，厳正な中立の立場にある工学者の判断に委ねることとして，ここで
は，司法が工学上の高度な技術的判断を正確に行えるかどうかについて問題提起をしてお
きたい。本判決において，ディーゼルエンジン車がガソリン車によって，代替できるとい
う認定がもし行われていたとしたら，被告自動車メーカーの損害賠償責任が認められた可
能性が高いのである。 
また，前述の過失論のところで述べたように，古典的過失論を採用することによって，結
しているのは，自動車ユーザーである。自動車ユーザ
告自動車メーカーが原告である被害者に対して損害賠償を
東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判決の概要・問題点を見てきたが，本訴訟は，現在，
 
果回避義務の有無が問題とならなくなり，司法が工学上の高度な技術的判断を行う必要が
なくなることについても，指摘しておきたい。 
e) 自動車ユーザーの責任について 
実際に自動車を使用し，ガスを排出
ーにおいても，東京都 23 区において，自動車の集中集積が著しく，自動車の排出ガスに
よる大気汚染公害が発生していることは理解しているはずである。また，自動車ユーザー
の行動によって，ある程度は，自動車排出ガスによる大気汚染公害は改善できるはずであ
る。つまり，自動車ユーザーは，不法行為に基づく損害賠償責任を有するともいえる。し
かしながら，実際には，訴訟技術上の問題から，自動車ユーザーについて損害賠償を請求
することは，不可能である。 
このような状況下において，被
支払い，その損害賠償額を自動車価格に上乗せして，自動車ユーザーから徴収すれば，事
実上，自動車ユーザーに対して，損害賠償責任を負わせることができることとなる。この
議論は，純粋な法律学的なものではないが，損害賠償責任制度を用いて，社会全体で被害
者の損失補償を行うことができるという点においても，被告自動車メーカーに損害賠償責
任を負わせることが適当であるといえるのである。 
 
以上，
控訴審で争われているところである。自動車大気汚染公害に対する環境保険制度を実施す
るのは，本訴訟の判決が確定する前でなければならないことに注意する必要がある。 
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第5章 自動車による大気汚染公害への環境保険の適用 
制度の試案の作成を行う。
ま
て，具体的環境問題として，なぜ自動車大気汚染公害を採
り
・海の水質汚濁や，工場からの排煙による大気汚染のよ
う
，環境保険制度に適する特徴を有する。その特徴
は
能性が小さい 
析でみてきたように，現時点における自動車大気
は，保険契約者の有害物質排出に対する抑止力が小さい
ん息事件判決(津地裁四日市支部判昭 47・7・24 判タ 280 号 100
本章においては，自動車による大気汚染公害に対する環境保険
た，その制度が実施された場合の環境改善の効果分析も併せて行う。 
5.1 なぜ自動車大気汚染公害か 
環境保険制度の試案作成につい
上げたかを述べておきたい。その理由は，次のとおりである。 
5.1.1 新たなる対策を必要としている 
工場からの廃液による湖沼・河川
な，古いタイプの環境問題である公害は，4 大公害訴訟の判決で，原告である被害者が勝
訴した頃から，じょじょに改善してきているにもかかわらず，第 4 章でみてきたように，
移動汚染源の自動車から排出されるガスによる大気汚染公害は，現時点においても，著し
い改善がなく，逆に地域によっては，悪化していることもあり，しかも，効果的な対策が
打ち出せない状況にある。したがって，このような現時点で停滞している環境問題につい
ては，様々な改善手法が重層的に試みられる必要があり，環境保険制度もその一つと考え
られる。つまり，自動車大気汚染公害は新たなる対策を必要としているのである。 
5.1.2 環境保険制度に適する特徴を有する 
自動車の排出ガスによる大気汚染公害は
，次のとおりである。 
1) モラル・ハザードの可
第 4 章 4.2 の東京大気汚染訴訟判決の分
汚染公害の責任主体は，国，自治体，道路公団などの道路管理者か，自動車メーカーであ
る。環境保険は，損害賠償責任保険であり，保険契約者は，これらの責任主体のいずれか
となる。自動車により有害なガスを排出させているのは，自動車ユーザーであり，これら
の契約者となりうる責任主体は，直接自動車の排出ガスの量をコントロールできない，間
接寄与者である。これは，化学工場の経営者が契約者となる環境保険の場合とモラル・ハ
ザードの発生の可能性が大きく異なることを意味する。化学工場の経営者は，簡単に有害
物質の排出量をコントロールできるのに対して，自動車大気汚染公害の責任主体である国，
自治体，道路公団，自動車メーカーは，自動車の有害物質の排出量を容易にはコントロー
ルできないのである。つまり，化学工場を対象とした環境保険よりも，はるかにモラル・
ハザードの可能性が低くなる。 
ただし，前述のとおり，このこと
ことを意味するのであるが，環境政策における経済的手法として環境保険制度を適用する
初期の段階においては，やむを得ないことと考えられる。モラル・ハザードの可能性が低
い環境問題で十分実績を積んだ後，モラル・ハザードも十分考えられる環境問題へのアプ
ローチを開始することが適当と思われる。 
2) 過度の不確実性がない 
大気汚染公害は，四日市ぜ
頁)，関西電力多奈川火力発電所事件判決(大阪地判昭 59・2・28 判タ 522 号 221 頁)，千
葉川鉄事件判決(千葉地判昭 63・11・17 判タ 689 号 40 頁)，大阪西淀川 2～4次訴訟判決
（大阪地判平 7・7・5判時 1538 号 17 頁），川崎 2～4 次訴訟判決（横浜地川崎支判平 10・
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8・5 判時 1658 号 3 頁），尼崎訴訟判決（神戸地判平 12・1・31 判タ 1031 号 91 頁），名
古屋南部訴訟判決(名古屋地判平 12・11・27 雑誌未登録)などの多くの裁判例により，司
法の判断の実績が積まれており，加害者の責任についての法的な不確実性は小さい。また，
それらの訴訟によって，大気汚染中の有害物質と被害者の健康被害の因果関係も，明らか
にされている点が多く，その点についても，過度の不確実性は存在しない。 
さらに，大気汚染による健康被害については，かつて公健法により，その損害について補
割合が小さくなる 
が複雑であることから，アンダーラ
，保険契約者は，国，自治体，道路公団などの道路管理者，
き環境問題である 
ぞれ訴訟が行われ，現時点で，和解がなさ
                                                 
償されていた経緯があり1，各訴訟で争われた地域的な損害だけでなく，全国ベースの損害
額の予想が可能である。このことも，自動車大気汚染公害に環境保険制度を適用した場合
の過度の不確実性を緩和する。 
3) アンダーライティングの費用の
前述のとおり，環境リスクは，その発生のメカニズム
イティング，つまり，リスクの保険料への定量化の際に，保険契約者のリスクに関する情
報の調査や，再保険会社との交渉などにかかる費用が大きくなる。したがって，保険料に
占める付加保険料の割合が大きくなり，保険契約者が保険に加入するインセンティブを小
さくする可能性が大きい。 
自動車大気汚染公害の場合は
あるいは，自動車メーカーであり，その責任は，広範囲における自動車大気汚染に関する
ものとなる。自動車大気汚染公害に環境保険を適用した場合の保険契約者が負わされる可
能性のある損害賠償額は，高額となる。したがって，環境保険の保険料のうち，保険金支
払い，つまり損害賠償に当てられるファンドである純保険料も，高額となる。その結果，
保険料自体も高額となって，その保険料に占める付加保険料の割合は，低く抑えることが
できる。自動車大気汚染公害に関する環境保険は，環境保険としては，付加保険料率を低
く抑えられるのである。 
4) 被害者救済を目的とすべ
自動車大気汚染公害については，各地域でそれ
れていない，もしくは，判決内容が確定していない大規模な訴訟は，東京大気汚染訴訟の
みという状況であるが，東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判決で，自動車が排出する有害物
質と健康被害の因果関係を認定された条件2に該当する地域は，全国には多数存在すると考
えられ，それらの地域に居住し，かつ健康被害を受け，かつ原告とならない人たちも，決
して少なくないと予想される。さらに，4.2.3 で指摘したとおり，東京大気汚染第 1 次訴
訟第 1 審判決の個別因果関係の認定条件は自己矛盾を有したものであり，そのことを考慮
すると，本来，自動車が排出する有害物質と健康被害に因果関係がある被害者は，さらに
多くなる可能性もある。自動車大気汚染公害は，特別の地域における問題ではなく，全国
的に，発生する可能性のある，大きな環境問題なのである。したがって，それらの表に現
れない被害者を含めた人たちの救済も環境政策としては，講じていく必要がある。前述の
とおり，被害者救済制度を兼ねた環境政策における経済的手法としては，保険が優れるこ
とから，自動車大気汚染公害については，環境保険の適用が望まれると考えられる。 
 
1 正確には，現状では新規患者の認定が行われていないということ。詳細は，5.3.1 にて後述する。 
2 道路端から 50 メートル以内，道路の通行量が昼間の 12 時間で 4 万台以上など。詳細は 4.2.2 を参照。 
 77
Hosei University Repository
5
境保険制度を支援するための新たなる立法措置が全
く
 
担保範囲 
自動車が排出したガスによる大気汚染について，責任を問われ
スのうち，保険契約者と保険会社が約定し
に担保する損害を限定するのも，過度の不確
造した自動
                                                 
.2 現行法下における環境保険の適用 
政府が一切支援をせずに，つまり，環
行われずに，自動車大気汚染公害の被害を担保する環境保険が発売された場合を予測し
てみる。保険契約者は，前述のとおり，国，自治体，道路公団などの公的機関である道路
管理者は，通常，保険契約者とはなりにくいことから，契約者は，自動車メーカーとする。
5.2.1 保険の内容 
1) 保険の種類・
自動車メーカーにとって，
ることは，製造物責任の一種といえる。したがって自動車メーカーが契約者となって，自
動車が排出したガスによる環境損害を担保する保険は，環境損害をも担保する生産物賠償
責任保険3となる。もしくは，生産物である自動車が排出したガスによる環境損害も担保
するようにした，総合賠償責任保険4となる。 
具体的には，製造物である自動車が排出したガ
た有害物質，たとえば，二酸化窒素や浮遊粒子状物質，ベンゼンなどによる人に与えた健
康被害を担保するという，特別約款を付帯した，生産物賠償責任保険や総合賠償責任保険
となる可能性が強い5。有害物質を約定するのは，科学的知見の進歩により，現時点では
無害とされていた物質が，突如，有害物質として認識されるという科学的知見上の不確実
性を，担保危険から排除するためである。 
また，自動車排出ガスが人に与えた健康被害
実性を排除するためである。排出ガスに限定せずに，製造物である自動車による環境損害
のすべてを担保することとなれば，今まで，訴訟等で法的な責任範囲が判断されていない
ような過度に不確実なリスクを環境保険が担保することになるのである。 
たとえば，自動車リサイクル法6の施行により，自動車メーカーは，自社が製
車から発生する産業廃棄物の排出者となるが，自動車が廃車になりシュレッダーダストと
なって，不法投棄されたときに，廃棄物処理法に基づく措置命令・除去費用の求償を受け
る可能性があり，また，その投棄廃棄物により生じた健康被害に関する損害賠償責任など
も発生する可能性がある。つまり，環境保険で担保する環境損害を限定しなければ，その
ような廃車後のリスク，言い換えれば，今まで訴訟などでその法的責任の内容が整理され
ていない環境リスクが環境保険の担保範囲に含まれてくる可能性があり，環境保険の担保
危険・範囲が過度の不確実性を有するようになるのである。 
2) 保険条件 
 
3 各種製品の製造・販売業者あるいは，据付工事・修理などの業者が，その製造・販売にかかる製品ある
いは据付工事・修理などの仕事の結果に起因して発生した事故によって他人の身体の障害または財物の損
壊を与え，これによって法律上の損害賠償責任を負担することにより被る損害を担保する保険であり，PL
保険ともいう。製造物責任法(PL法)に基づく製造業者等の責任もこの保険の対象となる。なお，欠陥のあ
る製品を修理するために支出した直接の修理費用等については瑕疵保証責任保険で，欠陥のある製品の回
収費用等については，生産物回収費用保険で担保される。 
4 企業の直面する損害賠償リスクを総合的に担保する保険。製造者としての企業が負う製造物責任だけで
なく，企業が運営する工場の施設管理上の瑕疵による損害賠償責任などをも，担保する。 
5 これらの商品は，微妙なところであるが，新商品として金融庁の認可を受けなくても，現行の保険商品
に新たに作成した特別約款を付帯するという調整のみを行えば販売可能と予想される。 
6 自動車リサイクル法については土居[2002]参照。 
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自動車を対象製品とした生産物賠償責任保険は，環境リスクを担保しない場合であっても，
場合は，通常，再保険マーケットが算出した保険料率が使われ，
険会社によっては，モラル・ハザードを防止するために，高額の自己負担
ガスによる環境損害を担保する環境保険の保険契約者となる
訴訟第 1 審判決により，自動車メーカーが自動車
，
メーカーは，環境保険に加入しないと考えられるが，環境リスクの悪い
                                                 
再保険の手配をすることが最も困難なリスクの一つであり，しかも，日本の環境リスクと
いう再保険マーケットにとっては，認知度の低いリスクを担保するということになれば，
再保険の手配は困難を極めることが予想される。したがって，損害保険会社は，再保険を
手配することを諦めて，各損害保険会社の保有限度額程度の保険キャパシティしか提供し
ないことが予想される。 
また，再保険の手配をした
再保険マーケットは，認知度の低いリスクについては，保険料算出にあたって極めて安全
サイドに立つことが多い。その結果，保険会社は，保険契約者である自動車メーカーに当
該リスクの実態をはるかに超えた保険料を提示せざるをえなくなる。しかも，再保険が手
配できたとしても，再保険マーケットの認知度の低いリスクであることから，十分な保険
キャパシティを確保できるほどのサポートを再保険マーケットから得られる可能性は極
めて小さい。 
さらに，損害保
額や縮小てん補などのインセンティブ・システムを導入することも考えられる。 
5.2.2 自動車メーカーの反応 
前述のような自動車の排出
自動車メーカーの反応は，次のようになることが予想される。 
1) 環境保険への加入のインセンティブ 
自動車メーカーは，東京大気汚染第 1 次
による大気汚染公害の被害者に対する損害賠償責任を負う可能性は低いと判断している
ことから，自動車大気汚染公害による環境リスクは小さいと考えている。それに対して
損害保険会社が提示する保険料は，高く，また，その保険キャパシティは，万一，自動車
メーカーが損害賠償責任を負わされた場合には，不十分な額であることから，自動車メー
カーが環境保険に加入するインセンティブは極めて小さいと考えられる。したがって，ほ
とんどの自動車メーカーが環境保険に加入しようとしないことが予想される。 
2) 逆選択の発生 
ほとんどの自動車
自動車メーカー，たとえば，大型ディーゼルトラック・バスを中心に製造しているような
自動車メーカーは，保険に加入する可能性がある。もし東京大気汚染第 1 次訴訟の控訴審
判決で自動車メーカーの損害賠償責任が認められた場合は，これらの大型ディーゼルトラ
ック・バスを中心に製造しているメーカーは，その他のメーカーに比べて，多額の損害賠
償を求められる可能性が高い7。また，これらのメーカーは，比較的売り上げが少ないこと
から，損害賠償を負担する場合は，たとえその額が小さくても，経営に与える影響は，小
さくないと考えられる。そのため，これらのリスクの悪い自動車メーカーは，環境保険に
 
7 判決においては，自動車メーカーごと，個々の損害賠償額を負担させられる可能性もあれば，自動車メ
ーカー全体の共同不法行為が認められ自動車メーカー全体で連帯責任を負わされる可能性もある。いずれ
にせよ，これらの大型ディーゼルトラック・バスを中心に製造する自動車メーカーは，売り上げに対する
賠償額の比率で考えた場合は，その他のメーカーより多くの，つまりより高い比率の損害賠償額を負担さ
せられることが予想される。 
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加入する可能性が十分ある。つまり，逆選択が行われるのである。 
その結果，今後の訴訟の判決で自動車メーカーの損害賠償責任が認められた場合は，日本
比較的適した環境問題である自動車排出ガスによる大気汚
5 新法制定を視野に入れた環境保険の適用 
た場合の環境保険制度の試案を考えること
と
の内容 
案を考える前に，現在行われている公害健康被害の補償等に関する法律
8(
は，大気汚染公害の被害者だけでなく，水俣病，イタイイタイ病，慢性砒素
中
による健康被害について，その損害の補償，被害者の福祉に必要な事業，
                                                 
の環境リスクの悪い側面のみが再保険マーケットに認識されるようになり，ますます，再
保険の手配が困難になることが予想される。また，損害保険会社も，これらの悪いリスク
の契約のみを引受けることになり，提供する保険キャパシティが保有限度額内といえども，
保険料を上げざるを得なくなる。結局，その保険料引き上げが，リスクの悪い大型ディー
ゼルトラック・バスを製造する自動車メーカーですら，保険への加入インセンティブがな
くなるまで続けられることとなる。そして，自動車の排出するガスによる環境損害を担保
する環境保険契約は，存在しなくなることが予想される。 
5.2.3 現行法下での効果の限界 
いかに，初期段階の環境保険に
染公害の場合であっても，以上のように，政府の支援が一切ない場合は，自動車の排出す
るガスによる環境損害を担保する環境保険がたとえ発売されたとしても，そのマーケット
は，日本から消滅してしまう可能性が大きい。 
 
.3
新しい法律の制定による政府の支援が実現し
する。 
5.3.1 公健法
環境保険制度の試
以下，「公健法」という。)に基づく大気汚染公害の健康被害者救済制度をみておく9。理由
は，この救済制度は，その財源を有害物質の排出者に求めており，環境政策における経済
的手法10ともみなすことができることから，本論の環境保険制度とほぼ同じ位置づけにある
ことである。 
なお，公健法
毒症の罹患者も救済の対象としているが，本論では，大気汚染公害の被害者に対する救
済についてのみ述べることとする。制度の概要とその問題点は，次のとおりである。 
1) 制度の目的 
大気汚染の影響
健康被害の予防に必要な事業を行い，被害者の迅速な保護，健康を図ることが目的となっ
ている。また，加害者と被害者の間の民事責任上の問題について，当事者間に行政が立ち，
被害の認定，補償給付，費用の徴収を行い，訴訟によらず問題の迅速な解決を図るという
位置づけの制度である。 
2) 救済の対象者 
 
8 公害健康被害の救済制度として 1969 年に公害に係る健康被害の救済に関する臨時措置法が制定され，そ
の後 1973 年に公害健康被害補償法が制定された。同法が 1987 年に改定されたものが，現行の公害健康被
害の補償等に関する法律である。 
9 この部分については，阿部・淡路[1999]，石坂[2000]，植田・岡・新澤[1997]，『平成 16 年版環境白書』
を参考とした。 
10 ボーモル=オーツ税の税収を財源とした公害被害者救済制度とみることもできる。 
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対象となる疾病は，慢性気管支炎，気管支ぜん息，ぜん息性気管支炎，肺気腫，これらの
よ
れるように「療養の給付」が行われるとともに，通院に要する交通費
汚染者負担の原則により，汚染物質の排出者が負担することとなっている。
以上の硫黄酸化物を排出
の問題点 
次のとおり。 
する物質として硫黄酸化物を中心としすぎたきらいがある。
の損害賠償責任を念頭においた制度とされているにもかかわら
続発症である。このような疾病の場合は，大気汚染によって起こる場合と，アレルギーな
ど他の原因によって起こる場合があり，医学的にぜん息として診断されたとしても，それ
のみでは，それが公害によるものかどうかは不明である。そのため，①大気汚染の著しい
地域(指定地域)に，②一定以上居住または通勤し，③特定の疾病に罹患している場合に，
これを大気汚染よるものとみなして救済の対象患者と認定する仕組みをとっている。 
ただし，大気汚染が全体的に改善し，指定地域における指定疾病のすべてが大気汚染に
るものと割り切ることに合理性がないとして，1988 年に指定地域が解除され，その後は，
患者の新規認定は行われていない。 
3) 補償給付の内容 
無料で治療を受けら
等を負担する損害に対して，「医療手当」が支給される。また，疾病による逸失利益や慰
謝料の要素を織り込んだ給付として「障害補償費」(義務教育修了前の児童は「児童補償手
当」)が定期的に支給される。さらに，認定患者が公害病によって死亡した場合には，その
遺族に「遺族補償費」または「遺族補償一時金」が支払われ，葬祭を行った人に「葬祭料」
が支給される。このほか，損なわれた健康の回復・保持・増進のため，リハビリテーショ
ン，転地療養などの「公害保健福祉事業」が実施されることとなっている。 
4) 費用負担 
費用負担は，
実際は，大気汚染の発生源は多数にのぼり，個々の排出者と疾病の因果関係を厳密に確定
することは困難であることから，大気汚染の原因となるばい煙を排出している者全体が共
同して費用を負担するという制度的な割り切りを行っている。 
具体的には，工場などの汚染物質の固定発生源については，一定
する全事業者に対して，排出量に応じて汚染負荷量賦課金が課せられる。また，移動発生
源については，その大部分を占める自動車に着目し，自動車重量税収から，本制度に繰り
入れる方式が採用されている。費用は，固定発生源が 8 割負担，移動発生源が 2 割負担す
ることとなっている。なお，2004 年度における補償給付額は，約 635 億円と見込まれて
いる。 
5) 公健法
公健法の問題点は，
a) 汚染物質の特定について 
公健法では，大気汚染を判断
そのため，大気汚染の原因が硫黄酸化物から窒素酸化物や浮遊粒子状物質に移ってきたこ
とが把握できずに，指定地域の解除を行ってしまった。この時期尚早の指定地域の解除が，
大気汚染訴訟の頻発を招いたことは否めない。窒素酸化物や浮遊粒子状物質による大気汚
染を念頭においた，制度の継続も考慮に入れるべきであったと思われる。 
b) 損害賠償責任について 
本制度については，民事上
ず，法律にはその旨規定されていないことから，大気汚染訴訟において，損害賠償額より
公健法の給付金を控除する判決と，そうしない判決が出されており混乱を招いている。た
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とえば，東京大気汚染第１次訴訟では，公健法による費用負担をしていることが，民事上
の責任を有することを意味するかしないかが争点の一つとなっている。 
c) 汚染者負担の原則について 
移動発生源における費用負担は，自動車重量税収より充当されることとなっているが，自
5
援がない場合に，自動車大気汚染公害による自動車メー
カ
としての環境保険制度は，ど
の
者に対する損害賠償責任を明確に規定した法律(以下「自動車
る自動車メーカーの無過失責任を規定する。ある
カーの損害賠償責任を規定する理由は，①第 4 章 4.2.3 で述べたように現行法
                                                 
動車大気汚染の主要因は，大型のディーゼルトラック・バスによるものである。当然，そ
れらの自動車のほとんどは営業用車であるが，自動車重量税は，それらの移動発生源のメ
インである大型営業用ディーゼル自動車については，課税額が乗用車などのその他の車種
に比べて極端に安い11ことから，厳密な意味での汚染者負担の原則が適用されていないと
考えられる。つまり，保険でいうところの費用の外部化が発生しているのである。 
.3.2 望ましい環境保険制度の試案 
5.2 でみたように，一切政府の支
ーの損害賠償責任を担保する環境保険を発売しても，損害保険会社も十分な保険キャパ
シティを提供できないし，環境保険を購入する側の環境保険への加入のインセンティブも
高まらないことから，マーケットは消滅する可能性が高い。 
したがって，政府の支援が可能な場合の，つまり公保険制度
ようなものが望ましいのかを，ここで論じることとする。自動車大気汚染公害を対象と
した環境保険制度の試案の概要は，次のとおりである12。 
1) 損害賠償責任の明確化 
自動車大気汚染公害の被害
責任法」という。)を制定する。これは，自動車損害賠償保障法が自動車運行者の損害賠償
責任を，原子力損害の賠償に関する法律が原子力事業者の損害賠償責任を明確化している
ことと同様の主旨の法律である。現時点では，自動車大気汚染公害に対する，自動車メー
カーの民法の不法行為における損害賠償責任も，製造物責任も確定していないことから，
その責任を明確にする必要がある。自動車責任法の主な内容は次のとおりである。 
a) 自動車メーカーの無過失責任の規定 
自動車大気汚染公害による被害者に対す
外部不経済の費用に関する損害賠償責任をどの主体に負担させるかについての制度設計
をする場合，現行法を解釈することによって，当該賠償責任の存在が不合理とならないこ
ととともに，どの主体に損害賠償責任を負担させたら，最も安価に外部不経済の費用を削
減できるか，つまり，最も安価にどの主体が損害を回避できるかも，考慮されなければな
らない。 
自動車メー
下においても，損害賠償責任を有する可能性があること，②自動車による外部不経済の費
用は自動車によって利益を享受している自動車メーカー・自動車ユーザーが負担すべきで
あること13，③自動車メーカーが外部不経済の費用を負担すれば，それを自動車価格に上
 
11 たとえば，車両総重量 2.5 トン超の営業用トラックの年間の自動車重量税額は 1 トンにつき 2,800 円で
と重複する内容の部分もあるが，その部分
あるのに対し乗用車の税額は 1 トンにつき 6,300 円である。 
12 この制度の試案においては，第 3 章 3.4.3 で既に述べたこと
が保険制度を設計する上で，重要であることから，あえて省略しないこととした。 
13 浜田[1977]71 頁参照。 
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乗せすることによって，自動車ユーザーにも外部不経済の費用を負担させ，自動車の外部
不経済の費用を社会全体で広く負担することができること14，④本件のような製造物責任
の場合は，一般に製造者が損害の最安価回避者とみなし厳格責任を課することが望ましい
こと15である。 
たとえば，④について述べれば，自動車大気汚染公害による被害者に対する損害賠償責任
環境保険の強制付保を規定する。このことによって，環境保険に
を自動車の価格に上乗せする場合は，当該自動車の環
うに，自動車大気汚染公害による損害賠償責任は，今までの裁判例で
は，次のような損害保険会社を支援するための法律
の制定や，法律の改正が必要である。 
           
を自動車ユーザーに負担させた場合は，実際に損害が発生したとき，当該損害に係るすべ
ての自動車ユーザーを特定して，それらのユーザーから損害賠償額を徴収しなくてはなら
ないが，これは事実上不可能であるか，可能であるとしても，莫大な取引費用がかかるこ
とは否めない。その点，自動車メーカーに損害賠償責任を負わせた場合は，取引費用は格
段に安くなるのである。また，自動車ユーザーに損害賠償を負わせた場合に，そのリスク
が効率的に転嫁・分散できるかという問題も発生する。自動車メーカーに損害賠償責任を
負わせた場合は，自動車メーカーが損害保険会社と環境保険(生産物賠償責任保険)の契約
を 1 つ締結すればよいのに対して，自動車ユーザーそれぞれが自己の損害賠償責任を転嫁
しようとすると，膨大な数の保険契約が必要となり，保険契約に係る取引費用という観点
からも，自動車メーカーに損害賠償責任を負わせた方が効率的といえる16。 
b) 環境保険の強制付保 
自動車責任法によって，
対する逆選択が不可能となり，適切な保険料での環境保険の提供が可能となる。また，い
ままで，自己のリスクを過小評価していた自動車メーカーについても，環境保険に加入す
ることとなり，そのような自動車メーカーにとっては，有益なこととなる。 
c) 保険料の自動車価格への上乗せ 
自動車メーカーが環境保険の保険料
境負荷に応じて，上乗せをしなければならないものとする。この措置によって，環境保険
制度は，汚染者負担の原則を厳密に適用したグリーン購入促進策にもなる。 
d) 保険料の求償権 
第 4 章 4.2 でみたよ
は，国，自治体，道路公団などの道路管理者に負わされてきた。新たなる自動車責任法に
よって，これらの道路管理者の責任を免ずることはできない。また，これまでの自動車大
気汚染訴訟では被告とはなっていないが，自動車の販売や運行によって受益者となってい
る，主体，たとえば燃料メーカーなども，損害賠償責任を負うべき主体と考えられる。そ
こで，自動車責任法では，自動車メーカーは，環境保険の保険料の一部負担を他の責任主
体に求めることができるよう保険料の求償権の規定を設ける。自動車メーカーと他の責任
主体との交渉については，適宜，政府があっせん，調停，仲裁を行うことができるように
し，交渉の迅速かつ適正な解決を図るものとする。 
2) 保険会社支援のための法律の制定 
環境保険の健全な育成を目指すために
                                       
14 大塚[2003]参照。 
15 浜田[1977]145 頁参照。 
16 浜田[1977]144 頁に同じ主旨の指摘がある。 
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a) 再保険キャパシティに関する法律 
環境保険について，政府が再保険会社として機能することができるような法律を定める。
険のキャパシティを提供することを規定した地震保
険会社の共同行為が独禁法適用除外になるよう
害保険会社は，再保険プール(1 号プール)を設立す
内容や自動車大気汚染公害による被害者の定義を規定し
律制定が必要となる。これは，いかに，自動車責任法を制定した
動車責任法に基づいて負担する自動車大気
被害者に対する損害賠償責任を担保するものとなる。救済法に基づく給付
を指摘したが，政府が支援する被害者救済制度としての位置づ
が保険期間中にどの程度の販売を予定して
                                                 
これは，家計地震保険17について再保
険に関する法律に類似するものである。 
b) 保険会社の共同行為に関する法律 
保険業法を改定し，環境保険に係る損害保
にする必要がある。それによって，損
ることができるようになり，また，保険商品の内容や保険料のカルテルが可能となる。そ
の結果，損害保険会社は，保険料算出を再保険プールに任せることとなり，環境リスクの
保険料への定量化で苦慮する必要がなくなり，さらに損害保険業界全体で環境リスクに係
る情報の収集も可能となる。 
3) 被害者救済法の制定 
環境保険で支払われる保険金の
た被害者救済のための法
としても，被害者が訴訟を起こし，損害賠償を受取るまでの期間は，容易に短縮できない
ことが予想され，それでは，自動車責任法を新たに制定した意味がないからである。また，
自動車責任法のみであれば，実際に被害を受けているにもかかわらず，弁護士費用などの
訴訟に係る取引費用が負担できないことから，訴訟を起こすことができない多くの被害者
が依然として救済されない可能性も大きい。したがって，公健法と同様に地域を指定し，
その地域内の居住者・勤務者であれば，一定の医学的要件や暴露要件を満たす場合には，
自動車大気汚染公害の被害者とみなして，保険金の給付を行うことを規定した被害者救済
法(以下「救済法」という。)が必要である。 
4) 保険の内容 
環境保険は，加害者である自動車メーカーが自
汚染公害による
も保険金支払いの対象の一部となる。救済法に基づく給付だけでは，損害が十分に補償さ
れない被害者や，救済法で指定されていない地域における被害者が，自動車責任法に基づ
き自動車メーカーに損害賠償請求をした場合は，その交渉や訴訟の結果認められた損害賠
償も環境保険で担保されることとなる。保険金支払いは，保険期間中になされた損害賠償
請求に対して行われる。 
現行法下では，環境保険には，保険契約者にとって厳しいインセンティブ・システムが導
入される可能性があること
けを持つ環境保険は，実際に被害者に支払われる給付金の削減につながるようなインセン
ティブ・システムの導入は，行われない18。 
保険料は，保険契約者である自動車メーカーが販売した自動車が現時点においてどの程度，
保有されているか，また，当該自動車メーカー
 
17 専用住宅および店舗兼用住宅を対象とした地震リスクを担保する財物保険。工場などの企業物件の地震
リスクを担保する保険とは異なる。 
18 被害者の救済を担っている損害賠償責任保険において，保険金を削減するようなインセンティブ・シス
テムを導入することは好ましくないと堀田[2003]も指摘している。 
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いるか，さらにそれらの自動車の環境負荷の大きさなどを勘案して算出される。 
5) 保険会社の対応 
損害保険会社の対応は，次のとおり。 
a) 環境保険の引受け・査定体制の完備 
るとともに，共同して商品の開発や，リスクの保
関するデーターの収集，損害査定基準の共通化，
程度が少ないような方式の再保険形式を採用すべきである。具体的
に対して，海外の
動向や，それに関する訴訟の今後の動きなどについ
5
ではな
あると思われる。しかしながら，環境リスクという，その発生が極めて
複
                                                 
損害保険会社は，再保険プールを設立す
険料への定量化の手法の開発，リスクに
政府との再保険に関する交渉，再保険マーケットとの交渉などを損害保険業界全体で進め
ていく必要がある。 
なお，政府が再保険キャパシティを提供する場合は，政府が保険契約者と損害保険会社の
交渉に影響力を及ぼす
には，非比例再保険で，政府に再保険を手配することが望ましい19。 
b) リスクマネージメントのサポート 
損害保険会社は，業界全体で，環境保険の契約者である自動車メーカー
環境訴訟の状況や，国内の環境法制の
て，情報を提供し，自動車メーカーの環境リスクマネージメントをサポートする必要があ
る。その中には，環境保険の保険料を自動車の価格に上乗せする際の方法についてのアド
ヴァイスも含まれる。自動車責任法において，環境保険の保険料を自動車の価格に上乗せ
する場合は，当該自動車の環境負荷に応じて上乗せしなければならない旨規定されている
が，そのような上乗せを実現するためには，損害保険会社がどのように環境保険の保険料
を算出しているかを知らなければならない。したがって，自動車の環境負荷に応じた環境
保険料の価格への上乗せについては，損害保険会社のサポートが不可欠である。 
.3.3 制度の進化 
5.3.2 で述べた環境保険制度の試案は，あまりにも政府の支援が多すぎて，過保護
いかという指摘も
雑な事象に，保険という脆弱性を有する仕組みによって対処するためには，最初の段階
では，政府の支援は不可欠である。しかしながら，前述のとおり，日本の環境リスクが再
保険マーケットに認知される度合いが強くなり，再保険マーケットで日本の環境リスクが
ごく普通に取引されるようになるとともに，政府の支援は，徐々に緩和していく必要があ
る。たとえば政府による再保険キャパシティの提供を廃止するとか，再保険プール(1 号プ
ール)の認可は，取り消し 2 号プールの認可のみにして20，保険料のカルテルを禁止し，よ
り市場競争に委ねるなどの措置を講じていくことが，保険契約者である自動車メーカーの
みならず，環境保険料の一部もしくは全部を自動車価格を通じて負担する自動車ユーザー
の利益に寄与することになるのである。ただ，そのような状況が訪れるためには時間を要
することも忘れてはならない。 
 
 
19 自賠責保険制度が硬直的で長い間，改革されなかったのは，政府が自賠責保険を比例再保険で引受けて
いたことによるとの指摘がある。 
20 2 号プールでも実質的に 1 号プールとして機能していたプールによって保険料が不当に高くなるケース
が過去に見られた。したがって，2 号プールであっても，その運営実態を政府が適切に把握し指導してい
く必要がある。 
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5.4 制度を実施した場合の効果分析 
本節においては，自動車大気汚染公害に対する前述の環境保険制度を実施した場合の効果
行うためには，当該自動車について，販売台数，価格，車両総重量，最大
積
ガスに含まれる有害物質の量は，それぞれの自動車によって異なることから，
有
には，第 3 段階で求めた環境保険の保険料を自動車の価格
に
境保険が
損
果の分析については，対象とする有害物質は，自動車から排出される
自動車大気汚染公害訴訟において，健康被害の原因物質として認
分析を行う。 
具体的には，第 1 段階として，制度の対象となる自動車の種類を決定する。これは，効果
分析を計量的に
載量などのデーターが完備している必要があるためで，逆にデーターが完備していない
自動車については分析ができないことから，分析対象の自動車を限定せざるを得ないから
である。 
第 2 段階は，対象自動車が環境に排出するガスを測るための基準を決定する。これは，自
動車の排出
害物質の量をどのような指標で把握するかを決めておく必要があるからである。 
第 3 段階では，環境保険の保険料を算出する。これは，保険料算出方法の一つである，ロ
ス・コスト方式により行う。 
第 4 段階では，対象自動車の過去の販売実績に基づき，計量経済学の手法を用いて，その
需要の価格弾力性を求める。 
第 5 段階では，環境保険制度によりどの程度の自動車排出ガス中に含まれる有害物質の削
減が可能かを予測する。具体的
上乗した場合の，対象自動車の販売台数の減少量を第 4 段階で求めた対象自動車の需要
の価格弾力性より求める。そして，その販売台数の減少量により，第 2 段階で定めた，基
準値がどの程度減少するかを予測し，それをもって環境改善効果の予測とする。 
なお，本節の分析においては，本節の分析の主旨に大きく反しない限り，東京大気汚染第
1 次訴訟第 1 審判決における認定事項のデーターを用いることとした。これは，環
害賠償責任保険で，その保険金支払いの対象となる損害賠償責任とその額を決定するの
は，裁判所であるからである。さらに，東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判決は，自動車大
気汚染公害に係る最新の裁判所の判断であることから，東京大気汚染第 1 次訴訟第 1 審判
決の認定事項を本分析に関し用いることとした。なお，以下においては，東京大気汚染第 1
次訴訟第 1 審判決を「判決」ということとする。 
5.4.1 対象車種の決定 
1) 車種ごとの環境負荷 
本節での環境改善効
有害物質のうち，多くの
定され，また，差止め請求の対象とされている二酸化窒素と浮遊粒子状物質とする。これ
は，現時点までの，自動車大気汚染公害訴訟において，他の原因物質が特定されていない
ためである。さらに，二酸化窒素と浮遊粒子状物質は，現時点で大気中に排出されている
それぞれの量が等量の健康被害を起こすものとして分析を行う。これは，判決が，2 つの
有害物質が原因物質であると認定しているものの，それぞれの物質の健康被害に対する寄
与度を明示していないためである。 
次の表 5-1 は，判決が認定した 2 つの有害物質に関する車種ごとの寄与度である。 
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【表 5-1】自動車から排出される有害物質に対する車種ごとの寄与度 
車種 二酸化窒素 浮遊粒子状物質 平均 
ガソリン車 21% 0% 10.5% 
ディーゼル乗用車 4% 10% 7% 
ディーゼル特殊自動車 33% 21% 27% 
その他ディーゼル車 55.5% 42% 69% 
合計 100% 100% 100% 
 
つまり，二酸化窒素と浮遊粒子状物質の 2 つの物質に 寄与度は とんどが
ィーゼル車によるものであることがわかる。したがって，分析の対象車種としては，デ
車種の需要の価格弾力性を求める必要がある。したがって，
ては，過去の販売台数と販売価格に関するデーターがなくてはならな
，そのシャーシごとの販売台
。 
分の特定を行う。 
数が記載され
21ごとのシャーシは，次の表 5-2 のとおりである。 
 
ついての ，そのほ
デ
ィーゼル車のみとしても，制度の効果分析の結果としては，大きな異なりは発生しないこ
とが予想される。したがって，有害物質の排出量の寄与度から，分析の対象車種は，ディ
ーゼル車とすることとする。 
2) データーの有無 
分析の過程において，分析対象
分析の対象車種とし
い。自動車の販売台数のデーターとしては日本自動車販売協会連合が刊行している『新車
登録台数年報』があり，価格のデーターとしては，オートガイド社が刊行している『AGMR 
Red Book オートガイド自動車価格月報』が存在する。これらのデーターには，残念な
がら，ディーゼル特殊自動車のデーターは含まれていない。また，販売台数のデーターに
ついては，ディーゼル乗用車の販売台数は，ガソリン自動車のそれと合計されており，こ
のデーターも判別不可能である。したがって，分析の対象車種は，販売台数と価格のデー
ターが存在する，その他ディーゼル車とせざるを得ない。 
その他ディーゼル車とは，ディーゼルトラックとディーゼルバスである。また，ディーゼ
ルトラック，ディーゼルバスであっても，輸入車については
数が不明であることから，分析の対象とすることは不可能である。なお，ディーゼルトラ
ック・バスのうち輸入車の占める割合は，2002 年度登録車で 0.85%であることから，分
析の対象外としても，大きな問題は発生しない。 
したがって，データーの有無という観点から，分析の対象車は，輸入車を除くディーゼル
トラック・バスに絞らざるを得ないことがわかった
3) 具体的なシャーシ・車種区分の特定 
次に実際に分析対象とする自動車のシャーシや車種の区
a) 小型貨物車 
日本自動車販売協会連合の『新車登録台数年報』に小型貨物車として販売台
ているメーカー
 
                                                 
21 正式名称は次のとおり。ダイハツ：ダイハツ工業株式会社，富士重工：富士重工業株式会社，日野：日
野自動車株式会社，ホンダ：本田技研工業株式会社，いすゞ：いすゞ自動車株式会社，マツダ：マツダ株
式会社，三菱：三菱自動車株式会社，日産：日産自動車株式会社，UD：日産ディーゼル工業株式会社，ス
ズキ：スズキ株式会社，トヨタ：トヨタ自動車株式会社。 
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【表 5-2】小型貨物車分析対象候補 
メーカー シャーシ 
ダイハツ 
アトレー7，テリオス，デルタ，デル 3000，デルタワイド，デルタ 2000，デルタ
タワゴン，ハイゼット，ラガー，ラガーワゴン，ロッキー，ロッキーワゴン 
富士重工 ドミンゴ，ビッグホーン，ビッグホーンワゴン，レオーネ V 
日野 デュトロ，レンジャー，レンジャー2，レンジャー3 
ホンダ シビックプロ，ジャズ，パートナー，ホライゾン 
いすゞ ヴィークロス，エルフ，エルフ 150，エルフ 250，エルフ 350，コモ，コモワゴン，
ジェミネット，ビギン，ビッグホーン，ビッグホーンワゴン，ファーゴ，ファー
ゴワゴン，ファスター，フィリー，ミュー，ミューワゴン 
マツダ ォード J80・J100，カペラバン，カペラワゴン，タイタン，ファミリアバン，フ
フォードスペクトロン，フォードフェスティババン，フォードフリーダ，フォー
ドレーザーバン，ブローニィ，ブローニィワゴン，プロシード，プロシードワゴ
ン，ボンゴ，ボンゴフレンディ，ボンゴワゴン，ユーノスカーゴ，ユーノスカー
ゴワゴン 
三菱 ，ジープ，ストラーダ，タウンボックス，チャレンジャー，デリカ，キャンター
デリカカーゴ，デリカスペース G，デリカワゴン，パジェロ IO，パジェロジュニ
ア，パジェロワゴン，フソウキャンター，フソウキャンターG，ランサーカーゴ，
ランサーバン，リベロ，リベロカーゴ 
日産 ス 150，アトラス 200，アベニールカー
 
AD バン，Nコンドル，アトラス，アトラ
ゴ，エキスパート，エクストレイル，エスカルゴ，エルグランド，キャラバン，
キャラバンコーチ，グロリアバン，サニートラック，サファリ，サファリワゴン，
セドリックワゴン，セレナ，セレナワゴン，ダットサントラック，テラノワゴン，
バネット，バネットコーチ，ホーミー，ホーミーエルグランド，ホーミーコーチ，
ラルゴ，レグラス 
UD 20，コンドル 30 コンドル，コンドル
スズキ ワゴン エスクードワゴン，エブリィ，ジムニー
トヨタ 
 
L.ノア，Lクルーガーワゴン，RAV4，Tノア，エスティマ，カリーナバン，カル
ディナバン，カローラバン，キャミ，クラウンバン，グランヴィア，グランヴィ
アバン，グランドハイエース，クルーガー，コロナバン，サクシードバン，スパ
ーキー，スプリンターバン，ダイナ，ダイナトヨエース，タウンエース，ツーリ
ングハイエース，デリボーイ，トヨエース，ハイエース，ハイエースレジアス，
ハイエースレジアス V，ハイエースワゴン，ハイラックス，ハイラックスワゴン，
ハリアー，プロボックスバン，マークⅡバン，マスターエースワゴン，メガクル
ーザー，ライトエース，ランドクルーザー，レジアスエース， 
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表 5-2 のシャーシは，ガソリン車も含むことから，各メーカーのホームページやカタログ
どにより，各シャーシの主たるエンジンを推測し，次の表 5-3 のシャーシをディーゼル
型貨物車として，分析対象車とすることとした。 
な
小
【表 5-3】分析対象ディーゼル小型貨物車 
メーカー シャーシ 
日野 デュトロ，レンジャー，レンジャー3，レンジャー2 
いすゞ エルフ，エルフ 350，エルフ 250，エルフ 150 
マツダ タイタン 
三菱 キャンター，フソウキャンター，フソウキャンターG，デリカ，デリカスペー
ス G，デリカワゴン，デリカカーゴ 
日産 アトラス，アトラス 150，アトラス 200，N コンドル，キャラバン，キャラバン
コーチ，バネット，バネットコーチ 
UD コンドル，コンドル 30，コンドル 20 
トヨタ 
ゴン，ハイエースレジアス V，ハイエー
ダイナ，ダイナトヨエース，トヨエース，グランドハイエース，ツーリングハ
イエース，ハイエース，ハイエースワ
スレジアス，レジアスエース 
 
b) 普通貨物車・
日本自動車販売協会連合の に普通貨物車として販売台数が記載され
いるメーカーごとの車種区分は，次の表 5-4 のとおりである。これらの車種区分は，デ
スそのものであることから，すべて分析の対象とする。 
バス 
『新車登録台数年報』
て
ィーゼルトラック・バ
【表 5-4】分析対象普通貨物車・バス 
メーカー 車種区分 
日野 積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級トラック，
トラクター，29 人以下乗りバス， りバス 
ン級トラック，積載量 5
30 人以上乗
いすゞ 積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
ン級トラック，積載量 5～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級トラック，
トラクター，29 人以下乗りバス，30 人以上乗りバス 
三菱 積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
ン級トラック，積載量 5～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級トラック，
トラクター，クレーン，29 人以下乗りバス，30 人以上乗りバス 
日産 29 人以下乗りバス 
UD 
トラック，
ン，29 人以下乗りバス，30 人以上乗りバス 
積載量 12 トン超級トラック，積載量 9～12 トン級トラック，積載量 7～8 ト
ン級トラック，積載量 5～6 トン級トラック，積載量 3～4 トン級
トラクター，クレー
マツダ 29 人以下乗りバス 
トヨタ 29 人以下乗りバス 
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4) 分析対象車の
おり， たが，後述する分析対象自動車の需要の価格弾力性を
には， 区分ごとに分析を行うと，各年度における販売台数や
適切な価格弾力性を導き出すことが困難であることから，
グループ分け 
以上のと 分析対象車を特定し
求める際 シャーシごとや車種
販売価格などの変動が大きく，
分析の対象であるディーゼルトラック・バスを，次の表 5-5 に示すように大きなグループ
に分けて分析を行うこととする。なお，表における大型トラック，中型トラック，小型ト
ラックの区分は，あくまで，本論の分析における定義である。また，車両総重量が 1.7 ト
ン以下のディーゼルトラックは，分析対象車として特定したシャーシや車種区分の中には，
存在しない。 
【表 5-5】分析対象車のグループ分け 
グループ名 車両総重量 最大積載量 
小型トラック 1.7 トン超 2.5 トン以下 2.5 トン以下 
中型トラック 2.5 トン超 2.5 トン超 8.5 トン以下 
大型トラック 2.5 トン超 8.5 トン超 
バス － － 
 
5.4 負荷を測る基準 
1) 排出ガス規制値 
製造する自動車につき大気汚染防止法における自動車排出ガスの規
排出するガスの中の有害物質が規制値を大幅に下回ると
ことから，各自動車の排出ガスの中の有害物質は，規制値その
.2 自動車の環境
 自動車
各自動車メーカーは，
制値を余裕をもって守っていて，
いうことは，考えられない
ものから算定できるとみなすことができる。そこで，自動車の排出ガスの規制値より，自
動車の環境負荷を測る基準が見出せるはずである。 
次の表 5-6 は，本論の分析対象車であるディーゼルトラック・バスの排出ガスの規制値で
ある。 
【表 5-6】分析対象車の排出ガス規制 
種別 車両総重量 測定モード 規制値単位 有害物質 規制値22
窒素酸化物 0.68 (0.49)  1.7 トン超 10.15 モード g/km 
粒子状物質 0.12 (0.06) 
中量車
2.5 トン以下 
窒素酸化物 4.22 (3.38) 重量車 2.5 トン超 ディーゼル
13 モード 
g/kwh 
粒子状物質 0.35 (0.18) 
 
排出ガスの規制値を測定するモードは，排出 の趣 を の
通常の使用状況を適確に反映 考えられることか ド 生
る有害物質の量に，実際に各自動車が使用中に発生する有害物質の量は，比例するもの
                                                 
ガス規制 旨より，規制 受ける自動車
していると ら，測定モー の走行時に発
す
と考えられる。また，今回の分析対象車のうち排出ガス規制種別の中量車に該当するもの
の車両総重量は 2.4 トン～2.5 トンであり，表 5-6 における中量車と重量車の境界線に位
置することから，これらの自動車にも，表 5-6 の重量車の規制を適用できるとして分析を
 
22 検査を行ったときの最大値の許容限度。括弧内は，検査を行った自動車の平均値が満たすべき値。 
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進めても結果に大きな相違が生じないと考えられる。そこで，ここでは 10.15 モードの分
析は，行わないこととし，ディーゼル 13 モードの測定方法の内容を確認したうえで，自
動車の環境負荷が何をもって判断・把握できるかを考えることとする。 
2) ディーゼル 13 モード測定の内容と分析 
自動車 13 モードによる測定値とは，次の表の運転順序，運転条件，で自動車を運転し
た場合に，次の式で得られた値である。 
13 モード測定値＝{(各運転条件において単位時間に排出される有害物質の量×係数)の総
和
【
}／{(各運転条件において単位時間に発生する仕事量×係数)の総和} ……(5.1) 
 
表 5-7】ディーゼル 13 モード測定 
運転順序 運転条件 係数 
1 エンジンを無負荷で運転している状態 0.205
2 エンジンを最高出力時の回転数の 40%の回転数でその負荷を全負荷の
20%にして運転している状態 
0.037
3 エンジンを最高出力時の回転数の 40%の回転数でその負荷を全負荷の
40%にして運転している状態 
0.027
4 る状態 0.205エンジンを無負荷で運転してい
5 エンジンを最高出力時の回転数の 60%の回転数でその負荷を全負荷の
20%にして運転している状態 
0.029
6 エンジンを最高出力時の回転数の 40%の回転数でその負荷を全負荷の
40%にして運転している状態 
0.064
7 の 80%の回転数でその負荷を全負荷の 0.041エンジンを最高出力時の回転数
40%にして運転している状態 
8 の 80%の回転数でその負荷を全負荷の 0.033エンジンを最高出力時の回転数
60%にして運転している状態 
9 の 60%の回転数でその負荷を全負荷の 0.077エンジンを最高出力時の回転数
60%にして運転している状態 
10 の 60%の回転数でその負荷を全負荷の 0.055エンジンを最高出力時の回転数
80%にして運転している状態 
11 の 60%の回転数でその負荷を全負荷の 0.049エンジンを最高出力時の回転数
95%にして運転している状態 
12 の 80%の回転数でその負荷を全負荷の 0.037エンジンを最高出力時の回転数
80%にして運転している状態 
13 の 60%の回転数でその負荷を全負荷の 0.142エンジンを最高出力時の回転数
5%にして運転している状態 
 
ここで，(5 出
有害物質の量 おり，測定モードの走行時に発生する有害物質の
に，実際に各自動車が発生する有害物質の量は，比例するものと考えられることから，c
.1)式の分子を A，分母を B とし，自動車が実際に使用される段階で排
を P としたとき，前述のと
する
量
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を規制値 を達成していることから 
すべての分析対象自動車共通の定数として， 
P＝cA         ……(5.2) 
と表すことができる。 
R R
B
A ≤また，各自動車は，  を満たしている。ここで，
述のとおり，規制値そのものを達成しているとすると， 各自動車メーカーは，前
BRARA =⇔=      ……(5.3) 
(5.2)式，(5.3)式より cRBP =  ……(5.4) 
B
なお，B は，13 モード測定時にエンジンが発生する仕事量である。 
 
荷で運転 態のエンジンの回転数がエンジンの最高出力時
ようになる。 
表 5-8】ディーゼル 13 モード測定簡略版(その 1) 
次に，エンジンを無負 している状
の回転数の a%(a は各自動車共通の定数)とし，表を簡略化すると次の
【
運転順序 運転条件 係数 
1 エンジンを最高出力時の回転数の a%の回転数で運転している状態 0.410 
2 エンジンを最高出力時の回転数の 40%の回転数で運転している状態 0.064 
3 エンジンを最高出力時の回転数 回転数で運転している状態  の 60%の 0.416
4 エンジンを最高出力時の回転数の 80%の回転数で運転している状態 0.110 
 
さ エン 高
の回転数の a 最
の回転数の 40%で運転している状態のエンジンの出力をβ×最高出力，エンジンを最高
出
らに ジンの出力特性が個々の自動車で大差がないとすると，エンジンを最 出力時
%で運転している状態のエンジンの出力をα×最高出力，エンジンを 高出力
時
力時の回転数の 60%で運転している状態のエンジンの出力をγ×最高出力，エンジンを
最高出力時の回転数の 80%で運転している状態のエンジンの出力をδ×最高出力(α，β，
γ，δはいずれも各自動車共通の定数)であると近似できる。その場合，表 5-8 は，次のよ
うに簡略化できる。 
【表 5-9】ディーゼル 13 モード測定簡略版(その 2) 
運転順序 運転条件 係数 
1 エンジンをα×最高出力の出力で運転している状態 0.410 
2 エンジンをβ×最高出力の出力で運転している状態 0.064 
3 エンジンをγ×最高出力の出力で運転している状態  0.416
4 エンジンをδ×最高出力の出力で運転している状態 0.110 
 
つまり，1 (0.410α＋0.0
0.41 ＋0. 結果を(5.4)式に代入する
 
P
                                                 
3 モード試験においてエンジンが発生する仕事量Bは， 64β＋
6γ 110δ)×エンジンの最高出力となる23。ここで，この
と
＝cR(0.410α＋0.064β＋0.416γ＋0.110δ)×エンジンの最高出力 ……(5.5) 
 
23 Bの単位は仕事量(kwh)，最高出力の単位は仕事率(kw)であることに注意する必要がある。 
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(5.5)式における c，R，α，β，γ，δは分析対象自動車共通の定数であることから，分析
対象自動車の排出する有害物質の量は，エンジンの最高出力に比例することがわかる。 
動車共通
と
ト・レーティング環
況，大気汚染
メーカーの排出ガス対策の進歩などによって，調整されていくもので
あ
険金の支払い額が予想できる場合に行われる。具体的には，次の式により保険料率
再度，(5.5)式の示すところを確認する。規制基準の持つ意味合いから，c は，各自
の定数であるべきあり，また，分析の対象としている自動車がすべてディーゼルエンジン
を搭載していることから，a，α，β，γ，δも分析対象自動車においては，共通の定数
いえる。さらに，分析対象車のほとんどは，規制値 R を適用されるものであり，厳密には，
R を適用されない自動車も，その車両総重量からいって，規制値 R を適用されてもおかし
くない，規制区分の境界線上にあるもので R を適用しても問題ないと考えられる。したが
って，分析対象車においては，(5.5)式は，妥当なものといえる。つまり，環境保険制度に
よる，分析対象車が社会に与える環境負荷つまり，排出される有害物質の減少は，分析対
象車の最高出力の総和の減少により把握することができるのである。 
以上より，自動車の環境負荷を測る基準は，自動車の最高出力とする24。 
5.4.3 保険料の算出 
次に環境保険の年間保険料を算出する。なお，この保険料は，リザル
境保険の初年度における保険料であって，次年度以降は，保険金の支払い状
環境の実態，自動車
る。 
1) ロス・コスト方式による保険料率の算出 
ロス・コスト方式による保険料率の算出は，過去のデーターにより，ある程度，損害額つ
まり保
を算出する。 
予定損害率保険料の算出基礎
予想損害額
保険料率
1=   ……(5.6) 
 
予想損害額は，保険期間中(1 年間)に発生が予想される損害額の合計である。保険料の算
出基礎とは，リスクの増減に最も影響を及ぼす指標である。今回の自動車大気汚染公害に
する環境保険では，前述のとおり，分析対象自動車の最高出力の総和である。予定損害
度の試案による保険金支払いは，公健法の給付金にほぼ等しいことか
績値を予想損害額とする。具体的には，公健法の指定地域が解除され
た後で，最も解除による影響が小さいと思われる 1988 年度の給付実績である 107,587,293
対
率とは，損害保険会社の事業費，利潤を考慮したローディングである。当該保険で，予想
される損害率で割り戻すことによって，付加保険料(事業費，利潤)を含む保険料を算出す
ることができる。 
2) 保険料率の算出 
a) 予想損害額 
本論での環境保険制
ら，公健法の給付実
                                                  
24 なお，東京都は，ディーゼル 13 モードの測定が実際の都市におけるディーゼル車の走行の実態を反映
していないとして，国に対して測定モードの変更を要求している。この東京都の主張が正しければ，本論
の結論が意味を持たなくなる可能性もないわけではない。しかしながら，もし，測定モードが変更された
としても，規制値がエンジンの単位仕事量に対する値であって，測定モードにおける各運転状態が，最高
出力を発生する回転数の一定割合の回転数での走行と規定されているものであれば，本論における最高出
力の総和により環境負荷の変化を判断することは，決して不合理とはいえないものである。 
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千円25をベースとする。 
まれる有害物質に対する寄与度 55.5%と，輸入車の割合 0.85%
力の総和となる。 
る。 
ただし，分析対象車が限定されていることを反映して調整する必要がある。具体的には，
分析対象車が輸入車を除外したディーゼルトラック・バスであることを考慮する必要があ
る。したがって，分析対象車による予想損害額は，表 5-1 のディーゼルトラック・バスの
自動車全体の排出ガスに含
を用いて算出されなければならない。したがって， 
予想損害額＝107,587,293 千円×55.5%×(1－0.85%)=59,203,405 千円 
となる。 
b) 保険料算出基礎 
保険料算出基礎は，販売が予想される自動車の最高出
なぜ，そうすべきかを，このときの保険料率が持つ意味合いから説明す
予定損害率出力１台あたりの平均最高自動車の台数販売が予想されている
損害額１台あたりの平均予想動車の台数現在保有されている自 1×
予定損害率車の最高出力の総和想される自動
予想損害額 1
×
=
 
となる。ここで，
販売が予
保険料率 =
)(年自動車の平均寿命販売が予想されている
自動車の台数販売が予想されている
動車の台数現在保有されている自 =  
となることに注意すれば， 
=×
×=
予定損害率出力１台あたりの平均最高
損害額１台あたりの平均予想自動車の平均寿命販売が
保険料率
予想されている  
予定損害率出力１台あたりの平均最高
平均損害額るまでに発生する予想自動車１台が廃車にな販売が予想されている
×  
となる。つまり，この保険料率に販売を予定している自動車の最高出力を乗じれば， の
自動車が販売され，そして使用された後，廃車になるまでに発生する損害額に対応する保
険料が算出されることとなる。 
したがって，販売が予想される自動車の最高出力の総和を保険料算出基礎として算出され
自動車の台数と最高出力は，次表のとおりである26。保険
 
 
 
 
                                                 
そ
た保険料率を用いて，保険料を決定し，それを当該自動車の価格に上乗せすることは，極
めて合理的であり汚染者負担の原則を満たすものといえる。 
2002 年度に販売された分析対象
料率は，この最高出力を算出基礎として算出することとする。 
 
 
25 このデーターは，独立行政法人環境再生保全機構より入手した。 
26 自動車販売協会連合会業務部[2004]，オートガイド社[2003]，各自動車メーカーのホームページから得
られたデーターによる。 
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【表 5-10】2002 年度販売の分析対象車の最高出力 
グループ 台数 最高出力の平均(kw) 最高出力の総和(kw) 
小型トラック 193,877 77.3 14,978,121 
中型トラック 83,451 136.5 11,393,588 
大型トラック 31,471 265.5 8,355,610 
バス 17,381 154.8 2,690,556 
合計 326,180 114.7 37,417,875 
 
c)
予定損害率は，企業物件の保険の標準的な値である 70%とする
d) 率の計算 
(5.6)式を用いて保険料率を計算する。 
03,405 千円／37,417,875kw／0.7＝2.2592(千円/kw) 
り算出した保険料は，次の表のとおりとなる。なお，これらの表で，
道路管理者などの，自動車大気
動車メーカーが負担
保険料の割合である27。また，表 5-13，表 5-16 の自動車価格というの
【
 予定損害率 
。 
 保険料
以上のデーターと
保険料率＝59,2
3) 保険料の算出 
求めた保険料率によ
自動車メーカーの負担割合というのは，自動車メーカーが
汚染公害の責任主体に，保険料の一部負担を求めた結果，最終的に自
することになった
は，消費税，自動車税，自動車取得税，自動車重量税，自賠責保険料を含まない自動車の
価格である。 
表 5-11】グループ別自動車 1 台あたりの保険料   (単位：千円) 
 自動車メーカーの保険料負担割合 
グループ 10% 25% 50% 75% 100% 
小型トラック 17 44 87 131 175 
中型トラック 31 77 154 231 308 
大型トラック 60 600 150 300 450 
バス 35 87 175 262 350 
平均 26 65 130 194 259 
 
【表 プ別 保険        単位：千円) 5-12】グルー の総 料        (
 自動車メ ーの 負担割ーカ 保険料 合 
グループ % 25% 50% 75%10 100% 
小型トラック 3,383,793 8,459,484 16,918,967 25,378,451 33,837,934 
中型トラック 2,573,991 6,434,977 12,869,955 19,304,932 25,739,910 
大型トラック 1,887,664 4 18,876,639 ,719,160 9,438,320 14,157,479 
バス 607 1,519 3,039 4,558 6,07,839 ,597 ,195 ,792 8,390 
合計 8,453,287 21,133,218 42,266,437 63,399,655 84,532,873 
                                                  
27 自動車メーカーが保険料の求償権を持つことについては 5.3.2 1) d)を参照。 
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【表 5-13】グルー 料 価格プ別の保険 の自動車 に対する割合 
 自動車メーカ 負ーの保険料 担割合 
グループ 10% 25% 50% 75% 100% 
小型トラック 0.7224% 1.8060% 3.6120% 5.4179% 7.2239% 
中型トラック 0.7004% 1.7510% 3.5019% 5.2529% 7.0038% 
大型トラック 0.5022% 1 5.0217% .2554% 2.5108% 3.7663% 
バス 0.3664% 0.9160% 1.8320% 2.7480% 3.6640% 
平均 0.6136% 1.5339% 3.0678% 4.6018% 6.1357% 
 
【 カ の   円表 5-14】メー ー別自動車 1 台あたり 保険料 (単位：千 ) 
 自動 ー 負担車メーカ の保険料 割合 
メーカー 10% 25% 50 75% 10%  0% 
日野 38 95 189 284 378 
いすゞ 30 74 149 223 297 
マツダ 16 156 39 78 117 
三菱 31 77 154 230 307 
日産 17 42 83 125 167 
UD 47 117 234 351 468 
トヨタ 17 43 86 129 172 
平均 26 65 130 194 259 
 
【 5】メーカー別の総        (単位：千円) 表 5-1 保険料      
 自動車メーカーの保険料負担割合 
ー 10% 25% 50% 75% 100%メーカ  
日野 1,316,046 3,290,116 6,580,231 9,870,347 13,160,462 
いすゞ 1,683,299 4,208,248 8,416,497 12,624,745 16,832,994 
マツダ 148,244 3 1,482,437 70,609 741,218 1,111,827
三菱 2,223,485 5,558,712 11, 24 16, 5 22 7 117,4 676,13 ,234,84
日産 894,485 2,236,212 4,472,425 6,708,637 8,944,849 
UD 759,253 1,898,132 3,796,263 5,694,395 7,592,527 
トヨタ 1 3 7,428,476 ,571,189 ,142,378 10,713,568 14,284,757 
合計 8,453,287 21,133,218 42,266,437 63,399,655 84,532,873 
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【表 5-16】メーカー別の保険料の自動車価格に対する割合 
 自動車メーカーの保険料負担割合 
 10% 25% 50% 75% 100% 
日野 0.5544% 1.3859% 2.7719% 4.1578% 5.5438% 
いすゞ 0.6018% 1.5044% 3.0088% 4.5132% 6.0177% 
マツダ 0.5368% 5.3682% 1.3420% 2.6841% 4.0261% 
三菱 0.5957% 1.4892% 2.9784% 4.4676% 5.9568% 
日産 0.7392% 1.8481% 3.6962% 5.5443% 7.3923% 
UD 0.5440% 1.3601% 2.7202% 4.0803% 5.4404% 
トヨタ 0.7172% 1.7931% 3.5861% 5.3792% 7.1722% 
平均 0.6136% 1.5339% 3.0678% 4.6018% 6.1357% 
 
表 5-11 から み が 大 境 きくなると，当
に対 料実 な は 大 格が増加する
り小さ こと したがって，高 車 るほど，自動
逓減している。同様に，メーカー別の保険料の価格に
5
れ
度から 2002 年度の 10 年間のものとした。理由は，1992
るためである。また，2002 年度までとしたのは，現
る最新のデーターが 2002 年度のものであることによる。 
析対象車ごとに
お，これらの年報は，それぞれ過去 3 年間のデーターが記載されている。 
ける実販売価格のデーターを使用した。レッドブックには，それぞれ過去 7 年間
表 5-16 を ればわかる ，自動車が きくなり環 負荷が大
該自動車 する保険 額は高く るが，それ ，自動車が きくなり価
程度よ いという である。 価格の自動 になればな
車の価格に対する保険料の割合は，
対する割合も，比較的低価格の自動車を販売しているメーカーの方が，高価格の自動車を
販売しているメーカーより高くなっている。 
.4.4 需要の価格弾力性の推定 
分析対象車について，小型トラック，中型トラック，大型トラック，バスにつき，それぞ
の需要の価格弾力性を推定した。 
1) データー 
データーについては，1993 年
年以前にさかのぼると，バブル経済崩壊の影響を受けて，その構造変化により，適切な需
要の価格弾力性の推定が不可能とな
時点で得られ
a) 販売台数 
販売台数のデーターは，日本自動車販売協会連合の『1995 新車登録台数年報（第 18 集）』
『1998 新車登録台数年報（第 21 集）』，『2001 新車登録台数年報（第 24 集）』，『新車登録
台数年報（第 27 集）2004』(以下「販売年報」という。)のデーターを分
集計した。な
b) 価格 
価格のデーターは，オートガイド社の『AGMR Red Book オートガイド自動車価格
月報商用車 1998 年 9-10 月』，『AGMR Red Book オートガイド自動車価格月報商用
車 2003 年 9-10 月』(以下「レッドブック」という。)に記載されている消費税込みの東京
地区にお
におけるデーターが記載されている。具体的には，表 5-3，表 5-4 で示した分析対象車に
該当する，レッドブックに記載されている車種やグレードの価格の平均値を算出し，それ
を対象車の消費税込みの価格とした。その対象車の消費税込みの価格に，自動車取得税，
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自動車税，自動車重量税，自賠責保険料を加算した実質価格を各対象車の販売台数で加重
平均して，グループごとの実購入価格を算出した。なお，消費税，自動車取得税，自動車
税，自動車重量税，自賠責保険料の自動車関係諸費用については，補遺を参照されたい。 
c) 自動車関係諸費用算出のためのデーター 
自動車関係諸費用を算出するためには，自動車の最大積載量，車両総重量などの情報も必
要となる。これらの情報は，レッドブックに記載されている場合は，それを使用した。ま
た各自動車メーカーのホームページのデーターも適宜使用した。具体的には，最大積載量
や車両総重量についても，表 5-3，表 5-4 で示した分析対象車に該当する，レッドブック
格          （実購入価格の単位：千円） 
に記載されている車種やグレードにおける値の平均値を，その分析対象車の値として採用
した。その平均値によって，当該分析対象車の自動車関係諸費用を算出した。 
なお，古いタイプの車で，レッドブックや各メーカーのホームページでも，情報が入手で
きないものについては，情報が入手できている車種において，回帰式を決定し，それによ
って推定した値を採用した28。 
d) 販売台数・実購入価格のまとめ 
集計した販売台数・実購入価格をまとめたものは，次の表 5-17 のとおり。 
 
【表 5-17】販売台数・実購入価
グループ 種別 1993 1994 1995 1996 1997 
台数 412,555 476,632 471,960 472,799 401,749 
小型トラック 
実購入価格 2,571 2,087 2,288 2,454 2,456 
台数 71,489 86,444 83,587 89,985 68,451 
中型トラック 
価格 実購入 4,569 4,707 4,822 5,107 5,058 
台数 42,063 67,886 65,879 59,077 45,197 
大型トラック 
実購入価格 10,072 10,344 11,170 11,798 11,972 
台数 18,518 18,161 17,593 17,308 15,176 
バス 
実購入価格 17,916 17,312 18,412 19,322 19,775 
台数 557,159 649,123 639,019 639,169 530,573 
合計 
実購入価格 3,247 3,519 3,766 3,924 3,859 
       
 
 
  
                                                 
      
      
     
       
       
       
       
       
 
28 例えば，最大積載量が分かっている場合は，最大積載量を変数とし，車両総重量を推定する回帰式を決
定し，それを使って，車両総重量を推定したものもある。 
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【表 5-17】販売台数・実購入価格      実購入価 の単位：千円） の続き  （ 格
グループ 種別 1998 1999 2000 2001 2002 
台数 297,378 245,921 293,714 262,289 193,877 
小型トラック 
購入価格 2,505 2,409 2,595 2,657 2,697 実
台数 51,608 85,640 44,287 45,836 83,451 
中型トラック 
価格 実購入 5,090 4,587 5,646 5,634 4,867 
台数 30,914 31,229 32,860 30,602 31,471 
大型トラック 
実購入価格 12,060 12,216 13,133 13,196 13,040 
台数 13,940 15,849 15,439 16,230 17,381 
バス 
実購入価格 11,242 10,127 10,410 10,231 10,403 
台数 393,840 378,639 386,300 354,957 326,180 
合計 
実購入価格 3,903 4,033 4,154 4,296 4,660 
 
2) 分析のモデル
a) 同時方程式モ
典型的な需給分 か 段階 乗法 た同 式モ
分析を試みた。分析ソフトはTSPを用いた。需要側は，自動車の実質価格30と実質GDPを
供給側は，賃金，鉄の価格，石油価格31のいずれか 1 つと，自動車の実
析を行った。しかしながら，有意なパラメーターを決定することは
が，バスについては，ダービン・ワトソン比が約 1 程度で，
め，最小 2 乗法による分析結果は，採用しなかった。 
析の結果は，次のとおりである。 
g(自動車実購入価格／消費者
                                                 
 
デル 
析であること ら，2 最小 2 を用い 時方程 デル29による
変数とし，また，
質価格を変数として分
できなかった。特に供給側の実質価格にかかる係数がプラスとならず，明らかに理論的に
説明のつかない結論しか得られなかった。このことから，同時方程式モデルでの分析結果
は，採用しないこととした。 
b) 最小 2 乗法による分析 
次に需要関数について，自動車の実質価格と実質 GDP を変数として，最小 2 乗法による
重回帰分析を行った。その結果，小型トラック，中型トラック，大型トラックについては，
有意なパラメーターが得られた
自己相関の可能性があるた
c) 自己相関を前提とした最尤法による分析 
バスについては，1 階の自己相関を前提とした最尤法32による分析を行い，他の分析方法
に比べてより有意なパラメーターを得ることができた。 
3) 分析結果 
需要の価格弾力性を求めるために採用した分
a) 小型トラック 
モデル式 ： Log(自動車台数)＝α＋β×Lo
 
29 2 段階最小 2 乗法を用いた同時方程式モデルについては，蓑谷[1997]，蓑谷・野村・斉藤・大津[1997]
を参照されたい。 
30 実購入価格を消費者物価指数で除した値。 
31 分析に使用した経済指標については，補遺を参照。 
321 階の自己相関を前提とした最尤法については，蓑谷・野村・斉藤・大津[1997]254 頁，和合・伴[1995]32
頁を参照。 
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 物価指数)＋γ×Log(前期実質 GDP／前々期実質 GDP) 
 ： α＝22.4023 t 値＝7.72166 p 値＝0.000 
 
3197 
定 2 
己相関の検定  ソ 有 1 階の自
己相関なしとみなせる。 
定 有意水準 0.05 で棄却。
 
b) 中
モデル式 ： Log(自動車台数)＝δ＋ε×Log(自
(実
分析方法 ： 最小 2 乗法による重回帰分析 
 ： δ＝22.7816 t 値＝9.00486 p 値＝0.000 
 
3956 
定 7 
己相関の検定  ソ 有 1 階の自
己相関なしとみなせる。 
定 有意水準 0.05 で棄却。
c) 大型トラック 
 物価指数)＋ι×Log(実質 GDP／前
回
 ： η＝22.1992 t 値＝7.15016 p 値＝0.000 
 
2882 
定 1 
己相関の検定  ソ 有 1 階の自
己相関なしとみなせる。 
定 有意水準 0.05 で棄却。
 
d) バ
モデル式 ： Log(自動車台数)＝κ＋λ×Log(自
(実
分析方法 ： 1 階の自己相関を前提とした最尤法 
分析方法 ： 最小 2 乗法による重回帰分析 
パラメーター
  β＝－3.04358 t 値＝－3.36245 p 値＝0.012 
γ＝9.85395 t 値＝2.48155 p 値＝0.042  
決定係数 ： 自由度修正無し決定係数＝0.68
  自由度修正済決 係数＝0.59268
自 ： ダービン・ワト ン比＝1.37406 意水準 0.01 で
傾き 0 の検 ： F 統計量＝7.54787 傾き 0 の仮説は
型トラック 
 
動車実購入価格／消費者
物価指数)＋ζ×Log 質 GDP／前期実質 GDP) 
パラメーター
  ε＝－2.99163 t 値＝－4.62952 p 値＝0.002 
ζ＝7.48343 t 値＝2.73039 p 値＝0.029  
決定係数 ： 自由度修正無し決定係数＝0.79
  自由度修正済決 係数＝0.73508
自 ： ダービン・ワト ン比＝1.68739 意水準 0.01 で
傾き 0 の検 ： F 統計量＝13.4867 傾き 0 の仮説は
モデル式 ： Log(自動車台数)＝η＋θ×Log(自動車実購入価格／消費者
期実質 GDP) 
分析方法 ： 最小 2 乗法による重 帰分析 
パラメーター
  θ＝－2.44244 t 値＝－3.76151 p 値＝0.007 
ι＝10.9643 t 値＝3.20931 p 値＝0.015  
決定係数 ： 自由度修正無し決定係数＝0.77
  自由度修正済決 係数＝0.70799
自 ： ダービン・ワト ン比＝1.65665 意水準 0.01 で
傾き 0 の検 ： F 統計量＝11.9105 傾き 0 の仮説は
ス 
 
動車実購入価格／消費者
物価指数)＋μ×Log 質 GDP／前期実質 GDP） 
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パラメーター ： κ＝13.0402 t 値＝6.03551 p 値＝0.000 
 
数 p 値＝0.003 
決定 2 
係
き 0 の検定  意 棄却。つ
説を きない。
な ついて デルも存在したが，それ
らのモデルは，GDP にかかる係数μがいずれもマイナスになり，理論的な説明ができな
いこ しな
また，バスのモデルは，決定係数や尤度比検
い
価格弾力性の推定値の誤差が，環境保険制度によ
る
ードのみでは，その多様性を充分に
ものと考えられる。つまり，価格のデーターが適切でなかった可能性
用するバンのような車種も含まれており，小型トラックの需要は，ごく限ら
  λ＝－0.709589 t 値＝－1.53159 p 値＝0.126 
μ＝0.690397 t 値＝0.939177 p 値＝0.348  
自己相関係 ： ρ＝0.690397 t 値＝3.01249 
決定係数 ： 自由度修正無し 係数＝0.50239
  自由度修正済決定 数＝0.253587 
傾 ： 尤度比＝2.9588 傾き 0 の仮説は有 水準 0.30 で
まり傾き 0 の仮 有意に棄却で
お，バスに は，このモデルより，決定係数の大きいモ
とから，採用 いこととした。 
定の結果から，その説明力は大きくないと
えるものの，需要の価格弾力性を示すパラメーターλの p 値が他のパラメーター比べて
相対的に良好であること，さらに，分析対象車の環境負荷の総和に占めるバスの環境負荷
の割合が小さいことから，バスの需要の
環境改善効果の分析に与える影響が大きくないことから，このモデル式による推定値を
採用しても，大きな問題は，生じないと判断した。 
4) 分析結果の検討 
まず，バスについて，決定係数が他のグループに比べて小さいのは，バスは，ユーザーで
ある交通会社それぞれの要望に合わせた特注品であることが多く，多種多様な仕様が存在
する。そのため，レッドブックに記載されているグレ
反映しきれなかった
が大きい。 
次に，小型トラックのモデル式と，中型トラック，大型トラックのモデル式が異なること
について検討する。具体的には，小型トラックのモデル式では，GDP の増率に対する需
要の反応が，中型トラックおよび大型トラックに比べて 1 年遅れている。小型トラックに
は，商店が使
れた地域の輸送需要に影響されるものと考えられる。それに対して，中型トラック，大型
トラックの需要は，全国的な長距離交通による輸送需要に影響されるものと考えられる。
つまり，限定地域における輸送需要は，より生活必需品的要素が大きく，景気動向に影響
されるタイミングが遅れると考えられる。また，長距離輸送による商品は，商品価格に高
額の輸送費を含んでおり，相対的に高価な商品といえることから，その商品の輸送需要は，
地域限定の輸送需要に比べて景気動向に敏感に反応すると考えられる。したがって，モデ
ル式が異なることは，以上の輸送需要の相違に起因しているといえる。 
5) 需要の価格弾力性 
需要の価格弾力性は，各グループのモデル式における，Log(自動車実購入価格／消費者物
価指数) にかかる係数であることから，本論において採用する需要の価格弾力性を次の表
5-18 のとおりとする。 
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【表 5-18】採用した需要の価格弾力性 
グループ 需要の価格弾力性 
小型トラック 3.04358 
中型トラック 2.99163 
大型トラック 2.44244 
バス 0.709589 
 
5.4 の予測 
環境保険制度による環境改善の予測を行う。ベースは，現時点で得られる最新の自動車の
販売・価格データーである 200 ターとする。具体的には，5.4.3 で求めた保険
率により算出される保険料を2002年度に販売された分析対象自動車の価格に上乗せした
の変動率を求め，その変動率と需要の価格弾力性によりグルー
プ
りとなる。 
.5 環境改善効果
2 年度のデー
料
場合の自動車の実購入価格
ごとの自動車の販売台数の減少を求め，さらにそれから，自動車の環境負荷を表す指標
である最高出力の総和の減少率を求める。 
1) 実購入価格の増加 
自動車の価格に保険料が上乗せされると，その増加分に対して，消費税と自動車取得税も
増加するので，それらの税の増加分を考慮した，自動車の実購入価格により，実購入価格
の増加率を計算すると，次の表 5-19 のとお
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【表 5-19】環境保険制度実施に伴う自動車の価格増率        (金額の単位：千円) 
  自動車メーカーの保険料負担割合 
グルー
プ 
費目 10% 25% 50% 75% 100% 
制度実施前実購入価格 2,696.720 2 2,696.720 ,696.720 2,696.720 2,696.720 
保険料 17.453 3 67 00 3 43.63 87.2 130.9 174.53
消費税増分 0.873 2.182 4.363 6.545 8.727 
自動車取得税増分 0.524 1.309 2.618 3.927 5.236 
制度実施後実購入価格 2,7 2,7 2,7 2 215.570 43.844 90.968 ,838.092 ,885.216 
小型ト
ラック 
率 0.69 1.74 3.49 5.24 6.98実購入価格増 898% 745% 491% 236% 981%
制度実施前実購入価格 4,86 4,86 4,86 4,86 4,866.625 6.625 6.625 6.625 6.625 
保険料 30.844 77.111 154.222 231.333 308.443 
消費税増分 1.542 3.856 7.711 11.567 15.422 
自動車取得税増分 0.925 2.313 4.627 6.940 9.253 
制度実施後実購入価格 4,8 4,9 5 5 599.937 49.905 ,033.184 ,116.464 ,199.744 
中型ト
ラック 
率 0.684 1.711 3.422 5.13 6.84実購入価格増 497% 242% 483% 3725% 4967%
制度実施前実購入価格 13,04 13,04 13,04 13,04 13,040.200 0.200 0.200 0.200 0.200 
保険料 59.981 149.953 299.905 449.858 599.811 
消費税増分 2.999 7.498 14.995 22.493 29.991 
自動車取得税増分 1.799 4.499 8.997 13.496 17.994 
制度実施後実購入価格 13,1 13 13 13 1304.980 ,202.149 ,364.098 ,526.047 ,687.996 
大型ト
ラック 
率 0.496 1.241 2.48 3.72 4.96実購入価格増 768% 920% 3840% 5760% 7680%
制度実施前実購入価格 10,40 10,40 10,40 10,4 10,43.022 3.022 3.022 03.022 03.022 
保険料 34.971 87.429 174.857 262.286 349.715 
消費税増分 1.749 4.371 8.743 13.114 17.486 
自動車取得税増分 1.049 2.623 5.246 7.869 10.491 
制度実施後実購入価格 10,4 10,4 10 10 1040.791 97.445 ,591.868 ,686.291 ,780.714 
バス 
率 0.363 0.907 1.815 2.72 3.63実購入価格増 060% 649% 298% 2948% 0597%
 
2) 販売台
表 5-18 の 力性と ， と
車の販売台数の減少は，次の表 5-20 のとおりである。 
数の減少 
需要の価格の弾 表 5-19 の価格の変動率により求めた グループご の自
動
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【表 5-20】環境保険制度実施に伴う自動車販売台数の減少 
  自動車メーカーの保険料負担割合 
グル
ープ 
項目 10% 25% 50% 75% 100%
実購入価格増率 0.69898% 1.  6.98981%74745% 3.49491% 5.24236%
需要の価格弾力
性 
3.0 3.0 3.0 3.0 3.4358 4358 4358 4358 04358
販売台数減少率 2 5 10 15 21.127405% .318512% .637023% .955535% .274046%
小型
トラ
ック 
販売台数 189,752 183,566 173,254 162,943 152,632 
実購入価格増率 0.6844 1.7112 3.4224 5.133797% 42% 83% 25% 6.844967%
需要の価格弾力
性 
2.99163 2.99163 2.99163 2.99163 2.99163
販売台数減少率 2.047761% 5.119402% 1 1 20.238804% 5.358206% 0.477608%
中型
トラ
ック 
販売台数 81,742 79,179 74,907 70,634 66,362 
実購入価格増率 0.4967 1.2419 2.4838 3.725768% 20% 40% 60% 4.967680%
需要の価格弾力
性 
2 2 2 2 2.44244 .44244 .44244 .44244 .44244
販売台数減少率 1.213326% 3.033315% 6.066630% 9.099946% 12.133261%
大型
トラ
ック 
販売台数 31,089 30,516 29,562 28,607 27,653 
実購入価格増率 0.3630 0.9076 1.8152 2.722960% 49% 98% 48% 3.630597%
需要の価格弾力
性 
0. 0. 0. 0. 0.709589 709589 709589 709589 709589
販売台数減少率 0.257623% 0.644058% 1.288116% 1.932174% 2.576232%
バス 
販売台数 17,336 17,269 17,157 17,045 16,933 
販売台数減少率 1.9192 4.7980 9.5960 14.39401% 01% 03% 004% 19.192006%
合計 
販売台数 319,920 310,530 294,880 279,230 263,580 
 
3)
表 5-1 プごとの 高 5-20 数の より
排出する有害物質の総和に比例すると考えられる自動車の最高出力の総和の減少率は，
。 
 最高出力の総和の減少 
0 のグルー 自動車の最 出力と表 の販売台 減少率に ，自動車
が
次の表 5-21 のとおりとなる
5.4.2 で述べたように，環境保険制度による自動車排出ガス中の窒素酸化物，粒子状物質
の減少率は，次の表 5-21 の最高出力の総和の減少率におおむね等しくなる。 
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【表 5-21】環境保険制度実施に伴う自動車の最高出力の総和の減少 
  自動車メーカーの保険料負担割合 
グル
ープ 
項目 10% 25% 50% 75% 100%
販売台数の減
少率 
2.127405% 5.318512% 10.637023% 15.955535% 21.274046%
最高出力の総
2.127405% 5.318512% 10.637023% 15.955535% 21.274046%
和の減少率 
小型
トラ
ック 
力の総
14,659,476 14,181,508 13,384,895 12,588,282 11,791,669 
最高出
和（kw） 
販売台数の減
少率 
2.047761% 5.119402% 10.238804% 15.358206% 20.477608%
最高出力の総
2.047761% 5.119402% 10.238804% 15.358206% 20.477608%
和の減少率 
中型
トラ
ック 
力の総
11,160,275 10,810,304 10,227,021 9,643,737 9,060,454 
最高出
和（kw） 
販売台数の減
少率 
1.213326% 3.033315% 6.066630% 9.099946% 12.133261%
最高出力の総
1.213326% 3.033315% 6.066630% 9.099946% 12.133261%
和の減少率 
大型
トラ
ック 
力の総
8,254,229 8,102,158 7,848,706 7,595,254 7,341,802 
最高出
和（kw） 
販売台数の減
少率 
0.257623% 0.644058% 1.288116% 1.932174% 2.576232%
最高出力の総
0.257623% 0.644058% 1.288116% 1.932174% 2.576232%
和の減少率 
バス 
力の総
2,683,625 2,673,227 2,655,899 2,638,570 2,621,241 
最高出
和（kw） 
販売台数の減
少率 
1.919201% 4.798001% 9.596003% 14.394004% 19.192006%
最高出力の総
1.764587% 4.411467% 8.822935% 13.234402% 17.645870%
和の減少率 
合計 
力の総
36,757,604 35,767,198 34,116,520 32,465,843 30,815,165 
最高出
和（kw） 
 
4) 環境 と
表 5-2 高出力 少 れ 車 新
実際には，分析対象車の販売台数は 1993 年度から 2002 年度
り，自動車の平均的寿命が 10 年程度であることを考えると，
改善効果のま
1 による最
め 
の総和の減 は，販売さ る分析対象 に該当する 車の有害物
質の排出量の減少率となる。
の総計で 4,854,959 台であ
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分析対象車の保有台数は，この台数と同程度になると考えられる。この台数のうち今回の
減少率を算出するベースとなった 2002 年度の販売台数 326,180 台の占める割合は，6.72%
程度である。さらに，分析対象車には，ディーゼル特殊自動車やディーゼル乗用車，ガソ
リン車は，含まれていない。表 5-1 でみたように自動車全体の有害物質の排出量に対する
ディーゼルトラック・バスの寄与度は，55.5%である。分析対象車は，輸入車を含まない
ディーゼルトラック・バスであり，ディーゼルトラック・バスに占める輸入車の割合が 1%
弱であることから，自動車全体の有害物質の排出量に対する分析対象車の寄与度は，55%
程度である。 
以上のことを勘案し，環境保険制度実施の初年度における，自動車が排出する有害物質の
減少率は，次の表のとおりとなる。 
 
【表 5-22】環境保険制度実施初年度における有害物質排出量の減少 
 自動車メーカーの保険料負担割合 
減少率の対象 10% 25% 50% 75% 100%
分析対象の新車の排
出量に対する減少率
1.764587% 4.4114  17.645870%67% 8.822935% 13.234402%
分析対象車の排出量
0.1185 0.5927 0.8891 1.1855
全体に対する減少率
54% 0.296384% 68% 52% 36%
自動車全体の排出量
に対する減少率 
0.065204% 0.163011% 0.326022% 0.489034% 0.652045%
 
表 5-22 の示す値は
いが，この値は，
， の る 決 な
環境 初 果 動車 命 年
程度継続して行えば，格段に大きな改善効果が見られると予想されること，また，今回
 
 
 
自動車全体
保険制度の
排出する有
年度の効
害物質に対す
であり，自
影響度は，
の平均的寿
して大きく
である 10
間
の分析においては，データーの関係により，環境保険制度の対象車種をかなり絞り込んだ
ことから，全車種を対象とした場合は，一層良好な効果が期待できること，さらに，これ
らの有害物質の排出量の削減効果に加えて，被害者救済制度として環境保険制度が機能し
ていることを考慮すれば，環境保険制度は，自動車大気汚染公害対策として，検討に値す
る政策手法といえる。 
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第6章 総括 
.1 結論 
環境保険は，環境損害を補償する手段としてだけでなく，環境税と同様の環境汚染の抑止
済効率性は，純粋化された理論上では，環境税とほぼ同等のものであり，
ない。さらに，環境保険の場合は，環境を汚染する者の環境損害の被害者に対
す
再保険マーケットで
一
きない，被害者救済策としては，費用の外部化が発生し，厳密な汚染者負担の
原
6
グー税が可能な完全情報下における保険理論を中心にして，最適環境保険の
が，今後は，この理論の拡張を考えていきたい。 
環境保険の約款における事故の定義によって，この理論は，大き
く
の分析も行っていきた
い
険
及ぼす可
ったことから，あえて，環境保険制度が経済全体に及ぼ
す
6
策となる。その経
遜色は全く
る損害賠償責任を補償することから，損害賠償請求という不確実性に対処しながら，環
境汚染の抑止策，被害者救済策としても，機能することができる。 
具体的な，環境政策における経済的手法としての環境保険制度は，その制度の初期段階に
おいては，保険特有のいくつかの弱点，たとえば，逆選択，保険キャパシティの限界等を
補うために，政府の支援が必要であるが，日本の環境リスクの売買が
般化するに伴い，その政府の支援を段階的に緩和し，より市場競争に委ねることが可能
である。 
具体的な環境政策における経済的手法としての環境保険制度の弱点をおぎなうために，環
境税や，その税収を活用することは有効であり，また，損害賠償請求という不確実性に適
切に対応で
則が適用できないなどの，環境税特有の弱点を環境保険制度が補うことができる。 
つまり，環境政策における経済的手法の設計を行う場合は，環境税とともに環境保険も一
つの選択肢として必ず考慮すべきであり，環境税と環境保険のポリシーミックスを検討す
べきである。 
.2 残された課題 
6.2.1 環境保険理論の拡張 
本論では，ピ
概念を導きだした
完全情報下であっても，
影響を受ける。そのような保険約款と理論の関係を明らかにしていく必要があろう。 
また，保険会社がリスク回避者であって，再保険を必要とする場合
。特に，今までの理論は，再保険を考慮する場合であっても，独立事象としてのリスク
の再保険のみしか考慮しておらず，リスクの同時性，つまりリスクの集積に対応する再保
を考慮した分析がほとんどなされていないことから，今後，そのような再保険を勘案し
た分析ができれば幸いである。 
さらに，環境損害は，その原因物質が排出されてから，実際の損害が顕在化するまでに，
時間を要することから，その時間差をも考慮した分析の余地も残されている。 
6.2.2 環境保険の経済効果の分析 
本論における環境保険制度を実施した場合の効果分析においては，部分均衡モデルを用い
たにもかかわらず，自動車メーカーから徴収する保険料規模が経済全体に影響を
能性があるほどに大きなものであ
波及効果については言及しなかった。さらに，本論での分析は，保険料の徴収部分のみ
に着目し，被害者に対する保険金支払いの効果ついては，勘案しない分析であり，同額の
環境税を課しても，同じ分析結果となるもので，環境保険の特徴を明確にするものではな
かった。 
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この点を反省し，今後，環境保険制度の経済全体に与える波及効果の計量分析を行う手法
を研究していきたい。特に，環境保険制度で被害者救済を行った場合と，環境税で被害者
救済を行わない場合の経済効果の違いの計量的分析ができれば幸いである。 
6
。 
における経済的手法としての環境保険の可能性を，具
体
検討し，
自
                                                 
.2.3 自治体ベースの環境政策の提案 
本論での，環境保険制度の試案は，国政ベースの環境政策の試案であり，公健法の第一種
指定地域の再開を環境保険制度を用いて行うことを念頭においたものといえる
今後は，自治体が実施する環境政策
的には，自治体が制定する環境私法1とその私法上の責任を担保する環境保険(の強制付保
化)の組合せによる，環境損害の被害者の救済制度と環境汚染の抑止政策の可能性を
治体に対して環境保険を用いた環境政策の提言をしていきたいと考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 もちろん自治体で環境私法つまり，環境損害の損害賠償責任を定めた法(条例)を制定できるかどうかとい
う問題がある。 
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補遺 
 
険)を販売されていますか。 
なお，ここにいう環境汚染賠償責任保険(EIL 保険)とは，1992 年に AIU 社，日本火災
)が開発した同名の
1. 
2. いいえ 
されている場合は，その国内元受契約件数と国内元受正味収入保険料(単位：百
万円)のだいたいの値を教えてください。 
 
1.環境保険に関するアンケート調査票 
Q1 御社は環境汚染賠償責任保険(EIL 保
海上社(現，日本興亜損保社)，安田火災海上社(現，損保ジャパン社
保険と同様のカバーを有する保険のことです。この保険は被保険者である施設所有・管
理者もしくは請負業者による環境汚染に起因する賠償責任および汚染浄化費用を補償
する保険で，非突発的で徐々に進行する環境汚染に基づく賠償責任を担保することを特
徴としています。 
回答欄［  ］ 
はい 
 
Q1-2 販売
年度 2000 2001 2002 2003 
国内   元受契約件数   
国内元受正味収入保険料     
 
Q2 保 を販売されて ますか。 
なお，ここにいう土壌汚染浄化費用保険とは，2001 年に三井住友海上火災社から発売
。この保険は被保険者が，不
1. 
2. いいえ 
されている場合は，その国内元受契約件数と国内元受正味収入保険料(単位：百
万円)のだいたいの値を教えてください。 
 
年度 2001 2002 2003 
 御社は土壌汚染浄化費用 険 い
された同名の保険と同様のカバーを有する保険のことです
動産の売買契約等により，契約の相手方に引き渡した対象不動産について，契約上の補
償条項に基づき，補償期間中に汚染の拡大が発見され，汚染浄化費用を支出した場合の
費用損害を補償する保険です。 
回答欄［  ］ 
はい 
 
Q2-2 販売
 
国内元受契約件数    
国内元受正味収入保険料    
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Q3 を 売されていま か。 
なお，ここにいう信頼回復費用保険とは，2003 年に日本興亜損保社から発売された同
保険は，被保険者が所有・使用
1. 
2. いいえ 
されている場合は，その国内元受契約件数と国内元受正味収入保険料(単位：百
万円)のだいたいの値を教えてください。 
 御社は信頼回復費用保険 販 す
名の保険と同様のカバーを有する保険のことです。この
または管理する施設からの火災・破裂・爆発が発生した場合，また，施設の設置・保存
の瑕疵，施設を用いて行う業務の遂行に起因して身体障害・財物損壊が発生した場合，
さらに製造・販売を行った生産物により身体障害・財物損壊が発生し，PL・リコール
事故となった場合に，信頼回復・信頼失墜防止のために要したマスコミ対応費用，広告
費用および再発防止・安全対策のために要したコンサルティング費用を補償する保険で
す。さらに土壌汚染調査費用担保特約を付加することにより，事故発生時に土壌汚染の
有無を調査する費用が保険金として支払われるものです。 
回答欄［  ］ 
はい 
 
Q3-2 販売
年度 2003 
国内元受契約件数  
国内元受正味収入保険料  
 
Q4 責 保険を販売されていますか。 
なお，ここにいう医療廃棄物排出者責任保険とは，2000 年に廃棄物処理法が改正され
カバーを有する保険のこ
1. 
2. いいえ 
されている場合は，その国内元受契約件数と国内元受正味収入保険料(単位：百
万円)のだいたいの値を教えてください。 
 御社は医療廃棄物排出者 任
たことに伴い損保ジャパン社が開発した同名の保険と同様の
とです。この保険は，病院・診療所等の医療機関が排出した廃棄物が不法投棄され，廃
棄物処理法等に基づく措置命令・除去費用の求償を受けた場合に，廃棄物の撤去や汚染
土壌の浄化に関わる費用，投棄廃棄物により生じた健康被害などの賠償責任を担保する
保険です。 
回答欄［  ］ 
はい 
 
Q4-2 販売
年度 2000 2001 2002 2003 
国内   元受契約件数   
国内元受正味収入保険料     
 
Q5 責 保険を販売さ ていますか。  御社は産業廃棄物排出者 任 れ
 114
Hosei University Repository
なお，ここにいう産業廃棄物排出者責任保険とは，2002 年に損保ジャパン社が発売し
険は，産業廃棄物の排出
1. 
2. いいえ 
されている場合は，その国内元受契約件数と国内元受正味収入保険料(単位：百
万円)のだいたいの値を教えてください。 
た同名の保険と同様のカバーを有する保険のことです。この保
者である企業が不法投棄監視システムを導入し，不法投棄防止に努めたにもかかわらず，
排出した廃棄物が不法投棄され，廃棄物処理法等に基づく措置命令・除去費用の求償を
受けた場合に，廃棄物の撤去や汚染土壌の浄化に関わる費用，投棄廃棄物により生じた
健康被害などを補償する保険です。 
回答欄［  ］ 
はい 
 
Q5-2 販売
年度 2002 2003 
国内元受契約件数   
国内元受正味収入保険料   
 
Q6 ました値と比較し と考えておりますので御社の賠償責任
保険の国内元受契約件数と国内元受正味収入保険料(単位：百万円)のだいたいの値を
年
 前記にて教えていただき たい
教えてください。 
度 2003 
国  内元受契約件数 
国内元受正味収入保険料  
 
Q7 る保険に対する引き受け方針を教えてください。最もあては
まるものを 1 つ選んでください。なお，ここでいう環境リスクに係わる保険とは，前
1. 引
2. リスクに見合った保険料が確保できるなら引き受けを行う 
た保険料が確保できない場合でも，その程度が小さければ積極的引き受
 御社の環境リスクに係わ
述の環境汚染賠償責任保険(EIL 保険)，土壌汚染浄化費用保険，医療廃棄物排出者責
任保険，産業廃棄物排出者責任保険，またはそれらの保険と同様のカバーを有する保
険と考えてください。 
回答欄［  ］ 
き受けない 
3. リスクに見合っ
けを行い収保を拡大させていく 
4. その他 自由にご記入ください。 
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Q7-2 Q7 で 1 と答えられた場合，その理由を教えてください。最もあてはまるものを 3
つ選択してください。 
回答欄［                ］ 
1. 環境リスクは複雑で，その実態が定量的に把握できないため 
2. 逆選択の可能性が高いため 
3. 環境リスクにはモラルハザードを伴うため 
4. 環境リスクに対する再保険カバーの入手が困難であるため 
5. 環境リスクは事故が発生した場合，損害査定に困難を伴うため 
6. その他 自由にご記入ください。 
 
 
Q7-3 Q7 で 2 と答えられた場合，「リスクに見合う」ための判断基準を教えてください。
最もあてはまるものを 1 つ選択してください。 
回答欄［  ］ 
1. 自社内のデーターに基づいて算出した保険料を確保できるか否か 
2. 再保険マーケットにより算出された保険料を確保できるか否か 
3. 保険金額が高額の契約については再保険マーケットによる保険料確保，保険金額が低額
の契約については自社内データーに基づく保険料確保ができるか否か 
4. その他 自由にご記入ください。 
 
 
Q7-4  Q7 で 3 と答えられた場合，その理由を教えてください。最もあてはまるものを 2
つ選択してください。 
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回答欄［    ］ 
1. 多少損失が出た場合でも保険料運用益でカバーできるため 
2. 環境リスクに係わる保険のマーケットは，今後拡大が予想され，その拡大によって大数
の法則の効果が表れることから，採算性も良好になると考えられるため。つまり，潜在
的な優良マーケットへの先行投資。 
3. 環境リスクに係わる保険を積極的に販売することによって，契約者である企業の他の種
目の保険にシェアインできたり，あるいは他の保険のシェアが拡大することによって，
環境リスクに係わる保険の損失以上の利益を得られる可能性があるため 
4. 環境リスクに係わる保険を積極的に販売することによって環境リスクに強いという企
業イメージを契約者である企業に与え，そのことによってリスクコンサルタント業務の
拡大が見込めるため 
5. 環境リスクに係わる保険を積極的に販売することによって企業イメージが向上し，個人
を対象とした保険の拡販が予想されるため 
6. その他 自由にご記入ください。 
 
 
Q8 環境リスクに係わる保険が社会全体の環境損害の改善に大きな影響力を持ちうる程度
に普及するためには何が必要とお考えですか。最もあてはまるものを 3 つ選択してく
ださい。なお，ここでいう環境リスクに係わる保険とは，前述の環境汚染賠償責任保
険(EIL 保険)，土壌汚染浄化費用保険，医療廃棄物排出者責任保険，産業廃棄物排出
者責任保険，またはそれらの保険と同様のカバーを有する保険と考えてください。 
 
回答欄［    ］ 
1. リスクの正確な定量分析が行えるように経験・ノウハウを蓄積すること 
2. 再保険カバーを得られるようにデーターを収集し，再保険者と地道に交渉すること 
3. 自賠責保険や原子力保険のように法律により強制付保にすること 
4. アンダーライティングまで行うプール(たとえば原子力保険プールのようなプール)を設
立し元受各社が共通の保険料率で引受けを行うようにすること 
5. アンダーライティングは元受各社が行い，各社独自保険料率にて引受けた後に，出再で
きるプール(たとえばエアラインの航空保険に対する航空保険プールの役割と同じ機能
を有するプール)を設立すること 
6. 地震保険のように政府が再保険キャパシティを提供すること 
7. 農業保険や漁業保険のように保険料の一部を政府が負担すること 
8. その他 自由にご記入ください。 
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Q9 本調査に係わる論文の部分の内容について確認する必要がありますか 
回答欄［  ］ 
1. はい 
2. いいえ 
 
Q9 で 1 と回答された場合は，論文の該当箇所を電子メールにて送付いたしますので，送付
先の電子メールアドレスとご担当者を教えてください。 
電子メールアドレス［                   ］ 
ご担当者所属部署［                   ］ 
ご担当者名［                   ］ 
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2.自動車関係諸費用 
 
(1) 自動車取得税（地方税） 
区分  用途 税率 グリーン税制(2002 年度) 
自家用 0.050 
乗用車 
営業用 0.030 
自家用 0.050 
トラック 
営業用 0.030 
自家用 0.050 
バス 
営業用 0.030 
自家用 0.030 
軽自動車 
営業用 0.030 
免税額（万円）   50 
① 電気，天然ガス，メタノール自動車：2.7%軽減 
② ハイブリット自動車(トラック・バス)：2.7%軽減
③ ハイブリット乗用車：2.2%軽減 
④ 低燃費，低排出ガス認定車：課税対象取得価格か
ら 30 万円を控除 
 
(2) 自動車重量税（国税） 
車種  用途  区分 
課税の基礎
重量 
計算ト
ン数 
年間税額
（千円）
車検
期間 
支払い税
額（千円）
自家用   車両重量 0.5 6.300 3 18.900 
レンタカー 車両重量 0.5 2.800 2 5.600 
乗用自動
車（除く
軽） 
営業用 
タクシー 車両重量 0.5 2.800 1 2.800 
車両総重量
2.5 トン以下 
車両総重量 1 4.400 2 8.800 
車両総重量
2.5 トン超 8
トン未満 
車両総重量 1 6.300 2 12.600 自家用 
車両総重量 8
トン以上 
車両総重量 1 6.300 1 6.300 
車両小重量 8
トン未満 
車両総重量 1 2.800 2 5.600 
トラック
（除く
軽） 
営業用 
車両総重量 8
トン以上 
車両総重量 1 2.800 1 2.800 
自家用   車両総重量 1 6.300 1 6.300 
バス 
営業用   車両総重量 1 2.800 1 2.800 
乗用車 － 定額 4.400 3 13.200 
自家用車 
トラック － 定額 4.400 2 8.800 
乗用車 － 定額 2.800 3 8.400 
軽 
営業用 
トラック － 定額 2.800 2 5.600 
(注)トラックの車検期間は 1999 年までは，すべて 1 年間。 
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(3) 自動車税（地方税） 
 車種  用途 総排気量 自動車税（千円） グリーン税制（2002 年度） 
2 超 2.5 以下 45.000 
2.5 超 3 以下 51.000 
3 超 3.5 以下 58.000 
3.5 超 4 以下 66.500 
4 超 4.5 以下 76.500 
4.5 超 6 以下 88.000 
自家用 
6 超 111.000 
2 超 2.5 以下 13.600 
2.5 超 3 以下 15.700 
3 超 3.5 以下 17.900 
3.5 超 4 以下 20.500 
4 超 4.5 以下 23.600 
4.5 超 6 以下 27.200 
普通乗用車 
営業用 
6 超 40.700 
1 以下 29.500 
1 超 1.5 以下 34.500 自家用 
1.5 超 39.500 
1 以下 7.500 
1 超 1.5 以下 8.500 
小型乗用車 
営業用 
1.5 超 9.500 
自家用   25.500 
トラック 
営業用   18.500 
自家用   49.000 
一般乗り合い 14.500 バス 
営業用 
その他 38.000 
自家用 7.200 
乗用車 
営業用 5.500 
自家用 4.000 
軽 
トラック 
営業用 3.000 
優遇の対象： 
電気，天然ガス，メタノール
自動車および低燃費かつ低排
出ガス認定車の取得 
 
優遇の内容 
① 電気，天然ガス，メタノ
ール自動車：概ね 50%軽減
② 低燃費かつ低排出ガス認
定車(☆☆☆)：概ね 50%
軽減 
③ 低燃費かつ低排出ガス認
定車(☆☆)：概ね 25%軽減
④ 低燃費かつ低排出ガス認
定車（☆）：概ね 13%軽減
 
(4) 消費税（国税および地方税） 
1989 年度から 1996 年度まで：3% 
1997 年度から：5% 
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(5) 自賠責保険料                        (単位：円) 
車種 用途 最大積載量 
1993～
1994 年度
1995～
2001 年度 
2002 年度
営業用   51,600 51,200 70,930 乗り合い自動車
および牽引旅客
自動車 
自家用   26,200 17,050 19,660 
A   110,800 107,650 128,510 
B   88,300 85,800 102,050 
C   67,500 65,600 77,590 
営業用乗用自動
車（タクシー，ハ
イヤー） 
D   28,450 27,700 31,720 
自家用乗用自動
車 
    18,850 16,950 19,520 
最大積載量が 2トン超 83,700 75,700 77,400 
営業用 最大積載量が 2トン以
下 
57,500 52,150 53,070 
最大積載量が 2トン超 47,450 46,100 54,170 
普通貨物自動車
および牽引普通
貨物自動車 
自家用 最大積載量が 2トン以
下 
31,850 30,950 35,760 
営業用   31,250 28,600 28,740 小型貨物自動車
および牽引小型
自動車 
自家用   15,750 15,350 16,800 
小型二輪自動車     17,100 14,550 13,640 
検査対象
車 
  13,650 13,250 16,270 
軽自動車 
検査対象
外車 
  13,650 13,250 10,440 
原動機付自転車     7,850 7,700 7,940 
大型・小型特殊自
動車 
    10,200 8,850 9,650 
緊急自動車     8,550 7,700 7,980 
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3.需要の価格弾力性の分析に用いた経済指標 
 
年度 
実質 GDP 
(10 億円) 
賃金(千円)
消費者物
価指数 
石油卸売物
価指数 
鉄卸売物価
指数 
1990 467913 254.700 92.900 117.800 112.250 
1991 478035 266.300 95.500 113.900 113.500 
1992 483182 275.200 97.000 109.567 110.542 
1993 478253 281.100 98.200 102.775 104.792 
1994 489275 288.400 98.600 100.008 100.833 
1995 500914 291.300 98.400 100.467 99.117 
1996 519036 295.600 98.800 108.375 97.442 
1997 521918 298.900 100.800 112.908 99.975 
1998 516546 299.100 101.000 104.050 95.742 
1999 520937 300.600 100.500 113.867 93.242 
2000 536806 302.200 99.900 129.275 93.283 
2001 530456 305.800 98.900 132.517 90.567 
2002 536540 302.600 98.300 142.463 92.438 
実質 GDP は，内閣府のホームページ，賃金は，厚生労働省のホームページ，消費者物価指
数は，総務省のホームページ，石油卸売物価指数と鉄卸売物価指数は日本銀行のホームペ
ージよりダウンロードした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 122
Hosei University Repository
索引 
あ 
アンダーライティング, 48, 49, 58, 77, 117 
い 
硫黄酸化物, 8, 50, 62, 63, 81 
1 号プール, 46, 47, 84, 85 
一般的因果関係, 67 
医療廃棄物排出者責任保険, 39, 40, 43, 114, 115, 
117 
インセンティブ･システム, 35 
え 
営造物責任, 67, 74 
疫学的証明, 50 
エコ対策費用付財物保険, 42 
F 統計量, 100 
お 
汚染者負担の原則, 3, 39 
汚染負荷量賦課金, 81 
か 
外部不経済, 5, 6, 7, 8, 9, 10, 11, 12, 13, 14, 15, 
16, 17, 18, 19, 20, 21, 39, 49, 50, 51, 53, 54, 
55, 56, 58, 59, 60, 61 
確実性直線, 26 
過失責任, 50, 68, 73, 82 
家電リサイクル法, 41 
家電リサイクル保険, 41 
環境インセンティブ保険, 41 
環境汚染賠償責任保険, 8, 39, 43, 113, 115, 117 
環境私法, 108 
環境対策車割引, 42 
間接寄与者, 58, 69, 73, 74, 76 
完全競争市場, 9, 10, 13, 14 
完全情報, 30, 31 
き 
機械組立保険プール, 57 
機会直線, 24, 25, 26 
機械保険, 57 
期待効用理論, 21, 27, 28 
逆選択, 30, 31, 32, 36, 40, 46, 47, 48, 57, 79, 80, 
83, 116 
給付・反対給付均等の原則, 56 
強制付保, 36, 47, 48, 49, 57, 83, 117 
く 
組立保険, 57 
グリーン購入ネットワーク, 65 
グリーン購入法, 65 
け 
結果回避義務, 68, 69, 73, 74, 75 
決定係数, 100, 101 
厳格責任, 38, 83 
原子力損害の賠償に関する法律, 50, 51, 59, 82 
こ 
故意, 8, 27, 53, 58 
公害, 59 
光化学オキシダント, 63 
鉱業法, 50, 59 
公健法, 56, 77, 80, 81, 84 
工作物責任, 50 
高度の蓋然性, 50, 67 
公保険, 1, 2, 4, 39 
告知義務, 34, 35 
国家賠償法, 4, 50, 67, 69 
 123
Hosei University Repository
古典的過失論, 73, 75 
個別因果関係, 67, 70, 71, 72 
さ 
最安価回避者, 83 
最高出力, 75, 91, 92, 93, 94, 95 
最適環境保険, 20, 21 
最適純保険料, 13, 14 
最適保険料条件, 19, 20 
再保険プール, 1, 4, 36, 37, 46, 47, 49, 57, 58, 84, 
85 
最尤法, 99, 100 
差止め, 70 
産業廃棄物排出者責任保険, 39, 41, 43, 114, 115, 
117 
し 
事業経費, 5 
事業費率, 5 
ジクロロメタン, 63 
時効, 51 
自己選択, 36 
自己相関, 99, 100, 101 
自己負担額, 6, 35, 48, 58, 79 
自動車関係諸費用, 98, 119 
自動車重量税, 81, 82, 95 
自動車取得税, 65, 95 
自動車税, 65, 95 
自動車税制のグリーン化, 65 
自動車責任法, 82, 84 
自動車損害賠償保障法, 50, 59, 82 
自動車 NOx・PM 法, 62, 64 
自動車の平均的寿命, 105, 106 
自動車ユーザー, 75, 76, 82, 83, 85 
自動車リサイクル法, 78 
自賠責保険料, 95 
支払い限度額, 32, 35, 48 
私保険, 1, 2, 3, 39 
シャーシ, 87, 88, 89, 90 
社会保険, 1, 2 
重回帰分析, 99, 100 
収支相等の原則, 30, 56 
縮小てん補, 35, 58, 79 
13 モード, 90, 91, 92, 93 
需要関数, 31, 99 
需要の価格弾力性, 86, 87, 90 
シュレッダーダスト, 78 
純保険料, 2, 5, 6, 7, 8, 12, 13, 14, 15, 19, 20, 23, 
25, 49, 51, 52, 53, 54, 58, 59, 60 
消費税, 95 
除斥期間, 51 
信頼回復費用保険, 41, 43, 114 
す 
水質汚濁防止法, 51, 59 
ストップ・ロス, 57 
せ 
生産物賠償責任保険, 18, 78, 79, 83 
製造物責任法, 50, 73, 78 
税的保険, 2, 3 
責任法, 59, 60, 82, 83, 84, 85 
そ 
総合賠償責任保険, 78 
損害率, 2, 5, 56, 57 
た 
ダービン・ワトソン比, 99, 100 
大気汚染防止法, 51, 59, 63, 65 
大数の法則, 32, 33, 37, 44, 56, 57, 117 
ち 
地球環境問題, 59 
窒素酸化物, 8, 39, 62, 63, 67, 69, 70, 81 
 124
Hosei University Repository
千葉大疫学調査, 67 
つ 
通知義務, 34, 35 
て 
DEP, 67, 68 
TSP, 99 
ディーゼル車規制, 64 
t 値, 100, 101 
定額法, 5, 19 
定率法, 2, 5 
テトラクロロエチレン, 63 
と 
同時方程式モデル, 99 
道路管理者, 66, 67, 68, 74, 76, 77, 78, 83 
特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法
律, 41 
土壌汚染浄化費用保険, 39, 40, 43, 113, 115, 117 
土木構造物保険, 56 
トリクロロエチレン, 63 
取引費用, 51, 52, 54, 59, 83, 84 
に 
2 号プール, 47, 85 
は 
廃棄物処理法, 40, 41, 78, 114, 115 
排出権取引, 55 
八都県市, 64 
バブル経済崩壊, 97 
販売年報, 97 
ひ 
PML, 32 
p 値, 100, 101 
ピグー税, 9, 10, 11, 12, 13, 14, 15, 19, 20, 21, 54, 
55 
非比例再保険, 33, 38, 57, 85 
費用の外部化, 2, 3, 4 
費用便益分析, 74 
比例再保険, 33, 38, 85 
ふ 
不確実性, 12, 21, 40, 46, 58, 60, 76, 77, 78 
付加保険料, 2, 5, 13, 14, 15, 19, 20, 21, 23, 58 
不完全情報下, 30 
複雑性, 58 
福祉性が重視された保険, 2 
不法行為, 50, 73, 75, 79, 82 
浮遊粒子状物質, 62, 63, 64, 65, 66, 67, 68, 69, 
70, 78, 81 
へ 
米国の 9.11 同時多発テロ, 34 
弁護士費用, 51, 84 
ベンゼン, 63, 78 
ほ 
ボーモル=オーツ税, 54, 55, 60, 61, 80 
保険キャパシティ, 32, 33, 34, 37, 47, 48, 49, 57, 
58, 79, 80, 82, 84, 85, 117 
保険金額, 24, 29, 32, 33, 34, 36, 116 
保険契約ベクトル, 32, 33, 36, 37 
保険需給の長期競争均衡, 26 
保険需要, 24, 25, 29, 30, 35 
保険プレミアム, 23 
保有限度額, 33, 34, 36, 37, 79, 80 
ポリシーミックス, 59, 60, 61 
み 
民事責任上の主体, 66 
 125
Hosei University Repository
む 
無過失責任, 5, 8, 49, 51, 54, 59 
め 
メインリスク, 3, 7, 8 
メリット・デメリット制, 35, 36 
面的大気汚染, 66, 67, 70 
も 
モラル･リスク, 27 
モラル・ハザード, 27, 28, 34, 35, 36, 46, 58, 76, 
79 
ゆ 
有意水準, 100, 101 
尤度比, 101 
輸送需要, 101 
油濁損害賠償保障法, 51, 59 
輸入車, 87, 94 
よ 
予見可能性, 68, 73 
予想最大損害額, 32, 33, 36, 37 
予定損害率, 5, 16 
り 
リサイクル部品特約, 42 
リザルト・レーティング, 55, 56, 57 
リザルト・レーティング環境保険, 55, 56 
リスク回避者, 21, 23, 24, 27, 29, 30, 34 
リスク中立的, 27 
リスクの集積, 33, 34, 36 
リスクマネージメント, 85 
れ 
レッドブック, 97, 98, 101 
ろ 
ローディング, 93 
ロードプライシング, 64 
ロス・コスト方式, 86, 93 
 
 
 126
Hosei University Repository
